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第１章 序論 
１． 背景と研究の目的 
１.１ 背景 
2016年 4 月に発生した熊本県北西部を震央とする熊本地震は、震度７の直下型地震が 28時間
以内に同じ地域で 2度発生するという前例の無い災害であった。被災住宅の多くは、前震では持
ちこたえたが、本震において倒壊などの甚大な被害を出した事は記憶に新しい。このような大地
震では建物の各部位が許容耐力を超え、多くの損傷部位が発生する。損傷を受けた建物は外力に
対する抵抗力が低下し、今回のような複数回の巨大地震に於いては現行基準の建物であっても倒
壊することが判った。そして、一度大きなダメージを受けた建物を健全な状態に戻すためには、
大規模な改修工事が必要となる。 
筋交い耐力壁の場合は筋交いの交換が必要となり、面材耐力壁に於いては釘の打ち増しを行う
事となる。そのためには、外壁などの仕上げ材を取り除き、構造駆体を補強する事となる。また
軸組の各接合箇所はボルトが緩みフレームの剛性が低下する事により揺れやすくなる。さらに外
壁の面同士、あるいは屋根面と外壁面の接合部位等に外皮の亀裂が進行し、雨水の浸入等による
居住性の著しい悪化を招く事となる。ひとたび大きな地震が起きると、ブルーシートに覆われた
多くの木造住宅が応急処置を待つ姿が至る所に現れる。 
一般的な建築物は、その存在期間中に巨大地震に遭遇する確率は比較的小さいとの判断から、
一定以上の水平力に対しては建物自身の許容耐力を超えることを容認し、塑性域のエネルギー吸
収力によって倒壊しないことを目標に建設される。しかしながら個人の資力により建設される住
宅等では「倒壊しない」という最低限の性能を全うしただけでは不十分であり、その後の日常生
活を営み続ける対応力が望まれていることは、多くの被災現場を見れば歴然である。そのような
観点から、繰り返しの地震災害に対して高い抵抗力を持ち、弾性域が広い木造の構造駆体を設計
する手法や基礎技術が必要とされている。 
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１.２ 研究の目的 
構造用合板は、木造建築物の鉛直、水平構面等を構成する上で有用な素材であるが、製造や流
通の都合から、建築モジュールに合わせた扱いやすい汎用サイズのものが用いられている。これ
ら汎用サイズの構造用合板を並べて軸組材に打ち付けた耐力構面は、水平力を受けると図 1･2･1
のように各合板が個別に回転し、釘などの接合具により軸材と面材との間に生ずるせん断力から
抵抗力を得ることにより壁全体としての耐力を発揮する。しかし、隣り合う合板同士は直接繋が
ってはいないため、ズレを生じながら個別に変形が進行する。 
通常、一つの構面全体を一枚の合板で覆うことは出来ないが、図 1･2･1 下段左にあるように、
これらの合板同士を並列につなぎ合わせ、直接の応力伝達を可能にし、施工現場で仮想的に一枚
の大型合板を構成することが可能になれば、接合具によるせん断抵抗力に合板連結部のせん断抵
抗力が加わり、高い耐力の構面が得られ、面材利用の可能性が広がる可能性がある。本研究では、
合板耐力構面の合板突合せ部を工夫し、連結した合板による構面を構成する事により、弾性域が
長く、高耐力の構面を構築する事を可能にする手法を開発する事を目的とする。 
 
 
 
図 1･2･1 水平力を受けた木造建築物 
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１．３ 大型合板による複数モジュールの耐力壁の特性 
構面に打ち付ける面材の大きさの違いによる耐力壁の特性を考察するため、図 1･3･1 で示した
ような複数のモジュールにまたがる大型合板が仮に存在し、一構面を一枚の合板により施工可能
であった場合を想定し、幅方向のモジュール数をパラメータとしてその性質を検証した。検証に
は木造軸組工法住宅の許容応力度設計 15)の面材張り大壁の許容せん断耐力および面内せん断剛
性の詳細計算法を使用した。 
計算による検証では、カラマツ合板厚さ 12 ㎜、釘は CN６５を＠100、パラメータと構面の大
きさは表 1･3･1 に示す。 
 
表１･3･1 検証の為のパラメータと構面の大きさ 
 
 
 
 
図 1･3･1 大型合板による耐力壁 （㎜） 
  
モジュール数 幅（㎜） 高さ（㎜）
1 910 2,730
2 1,820 2,730
3 2,730 2,730
4 3,640 2,730
5 4,550 2,730
6 5,640 2,730
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計算結果から降伏耐力（𝑃𝑦）と、終局耐力と塑性率から求められる値（0.2 ∙ 𝑃𝑢/𝐷𝑠）をそれぞ
れ壁倍率に換算した値を表 1･3･2 および図 1･3･2 に示す。 
これより、並列方向に長い仮想合板を使用した耐力壁では、塑性率より求めた耐力の上昇は緩
やかだが、降伏耐力 Py は幅方向のモジュール数が増すほど計算上大きく上昇することが判る。 
そのため、幅方向への複数モジュールにまたがる合板の連結には同様の効果が出る可能性が示
唆される。 
 
 
表 1･3･2 仮想合板幅をパラメータ―とした要素別耐力の壁倍率換算値 
 
 
 
 
 
図 1･3･2 仮想合板幅をパラメータ―とした要素別耐力の壁倍率換算値 
 
連続モジュール数 1 2 3 4 5 6
降伏荷重により決まる倍率　 6.98 7.16 7.75 8.27 8.68 9.00
終局荷重と塑性率により決まる倍率 4.90 5.05 5.28 5.31 5.48 5.58
4
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１．４ 既往の研究 
木造軸組に構造用合板を釘打ちした耐力要素の研究は古くから行われており、枠組壁工法の普
及とともに発展してきた。合板のせん断座屈に関する初期の理論的研究は 1930年代にすでに行
われていた 1)。近年では、有限要素法を用いた面材張り耐力要素の研究においても、Foschi R.O2)、
野口 3)、Itani R.Y.ら 4)、松本ら 5)、などの研究に見られる様に、それらの力学的な挙動は再現
可能である。 
 また、エネルギー法により、面材の回転による釘のすべり量からそのせん断挙動を推定する研
究も Tuomi R.L.ら 6)、Easley J.T.ら 7)、平嶋 8)によって行われてきた。 
 そして、神谷 9)、村上ら 10)は、面材と軸材を剛体として、面材の回転を力の釣り合いから求め
る方法で、せん断挙動を推定するモデルを示した。特に村上らは任意の釘配列に対して弾性域か
ら塑性域までの挙動を収束計算により再現する方法を示し、汎用性のある定式化を行っている。
2008 年に出版された木造軸組工法住宅の許容応力度設計 27)には、梁の曲げ理論を応用した方法
で、任意に打たれた釘の配列二次モーメントと、釘の剛性より、木造耐力壁の壁倍率を求める為
の詳細計算法として広く一般的に使用可能な理論を発表するに至った。 
 一方、日本の伝統工法における床構面や落とし込み板壁などに以前より見られる、木ダボを用
いて小幅板間の応力伝達を可能にする工法は、近年盛んに研究されてきた。竹村ら 11)は板厚、
板幅、ダボのピッチなどをパラメータとした試験結果よりせん断抵抗と変形成分のメカニズムを
明らかにし、稲山ら 12)はそれらの試験結果から剛性と降伏耐力の算定式を誘導している。また、
岩田ら 13)は落し込み板壁を２重にした住宅用の耐力壁の評価を行っている。その後、川内ら 14)
による寺社建築に於ける貫と板壁を評価した一連の研究や、水谷ら 15)の高耐力構面を構成する
研究ほか多く行われてきた。ダボで強化された板壁は最近でも柴田ら 16)、森田ら 17)、末定ら 18)
などでも研究が行われている。榎本ら 19)による矩形ダボを用いた高耐力板壁の一連の研究では
せん断力の付加への工夫が多様化してきた。また、板間に弾塑性ダンパーを付加した制震板壁
20)なども見られる。LVL や CLT などの厚物パネルに於いても、吉田ら 21)22)の研究に見られる様な
パネル間のジョイント方法に関する研究がある。そして、南ら 23),24)は金属製の H 型ジベルや帯
金物などの抵抗要素を用いて並列バネの力学モデルを用いた設計式を誘導している。 
また、村上ら 25)は、H 型ジベルを隣り合う小幅板間にせん断キーとして用い、床板に打たれた
釘の剛性とせん断キーの剛性との比率を解析変数とした数値解析を行い、用いる釘とせん断キー
の剛性比による構面の性質を調べ、簡易な式からより精緻な式まで、弾性剛性と降伏耐力の推定
式を誘導し、数値解析でその精度を検証している。 
さらに安曇ら 26)は面材の目地に沿ってせん断キーを設けた面材壁を対象として、より精緻な
モデル化を行い、各面材の並進変位の誘導を行い、回転剛性、降伏モーメント、終局モーメント
を求め、数値解析により設計式の妥当性を検証する事により、村上らの前述の研究をより発展さ
せてきた。 
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 これらの一連の研究は、金属ジベルや木ダボなどの抵抗要素を板間に挟み、せん断キーとして
用いる手法を採用している。また面材も小幅板や CLT などの厚板類を主材として採用しており、
伝統工法を主たるターゲットとした実用的な設計式の確立を目的としたものである。 
また接合方式を見ても、ダボなどの雇いサネ接合によるせん断抵抗の付加であり、伝統工法に
木質素材を現しで用いるための板壁や小幅板床の研究であり、合板を用いた下地としての耐力構
面の研究は殆ど見当たらない。現在の住宅建築の現場に於いて、耐力壁構面用として最も多く使
用されている板物の建材は 9 ㎜から１２㎜程度の厚さの構造用合板であり、この面材を用いた耐
力構面における、隣り合う合板同士の直接の応力伝達やせん断抵抗を利用した高耐力な構面の理
論的な研究は皆無であった。元々合板は接合具を使い軸材に打ち付ける使用方法が一般的で、そ
れ以上の効能を付加する取り組みが乏しいとの考えから、本研究を進める事とした。 
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第２章 合板同士の応力伝達機構 
２．１ 概要 
 本章では、構造用構面に打ち付けられた隣り合う合板同士の直接の応力伝達に関する手法を複
数考察し、実行可能な方法論を検討、決定する。その後、選定した手法における応力伝達機構を
考察し、その機構を模した要素試験を行う事により、選定した応力伝達機構のメカニズムと、機
構を構成するパラメータの違いによる特性を調べ、実際の使用における基礎資料とする。 
 
２．２ 建設現場における仮想の大型合板を構築するための工夫 
1.3 節の結果より、幅方向に長い大型の合板が存在した場合、幅方向の拡大に伴い、耐力壁の
降伏荷重𝑃𝑦が上昇することが判った。 
そこで建設現場において疑似的な大型合板を構成するための具体的な機構を検討する。構造用
構面の表面に貼られた隣り合う面材同士の応力伝達に関しては、これまで主に床構面や落とし込
み板壁など、伝統工法における小幅板間にダボなどのせん断抵抗具を挿入してせん断力を補強す
る事により、構面全体のせん断抵抗力を向上させる例がある。それらの手法を含め、合板の特性
を考慮した具体的な応力伝達機構の案を下記に示す。 
 
① 隣り合う合板の継ぎ目の木口に、せん断抵抗力を有したダボ状の目地ずれ防止金物等を打
ち込み、そのせん断抵抗力により、合板同士のせん断力を伝達する機構。 
② 隣り合う合板の継ぎ目を現場に於いて接着する事により、合板同士のせん断力を伝達する
機構。 
③ 隣り合う合板の端部を加工し、それぞれの合板同士が噛み合う仕組みを設け、現場に於い
て連結する事により、合板同士の直接的な応力伝達を行う機構。 
 
 上記に示した項目を検証する。まず①で示したせん断ずれを防止する金物類等を挿入する方式
は、CLT や小幅板、厚物合板など、ある程度の厚さを有する面材では効能が発揮されるが、一般
的に小規模な木造建築物の外壁面等の構面に打ち付けられる面材の厚さは 9 ㎜から 12 ㎜程度で
有り、それらの合板木口に挿入可能な木ダボや金物類では、耐力要素として期待される大きなせ
ん断力を伝達する事は難しいと思われる。 
 また、②に示した合板同士による接着工法では、接着面積を増やすため、一般的にはサネ付き
合板を用いることが多い。しかし、設計上の構造耐力を発揮させる為には、施工現場において常
に変化する環境の下でも一定した接着耐力が必要となるため、その施工の難易度を考えると現実
的では無く、長期的な信頼度を担保できない。 
 そこで考えられるのは、③で示した隣り合う合板同士の嵌合による噛み合わせ機構を設ける事
となる。そこで本研究では、合板同士の嵌合接合による応力伝達を研究し、構造用面材の可能性
を検討する事とする。 
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２．３ 合板端部に施す嵌合機構の検討 
 構造用構面に用いる隣り合う合板同士の端部に加工を施し、嵌合連結する機構として、図 2･3･
1 に示す様な嵌合形状を検討した。 
 検討に際しては、現場における安定した性能の発現に加え、加工に関する製造面の優劣や材料
供給のための難易度なども考慮する。 
 
 
 
図 2･3･1 嵌合部分の形状案 
 
図 2･3･1 より、a は最も単純な形状であり、力学的な検証が行いやすい。ｂは a の発展系で、
角部分に局面を持つため、応力集中による角部の破壊に対して抵抗力があると考えられる。ｃも
また a の発展系の一つであり、現場に於いてはめ込みがスムーズに行える形状である。d は一般
的にフィンガージョイントと呼ばれる接合方式であり、集成材等の製造に利用されている既存の
技術である。 
前記 4 つの方式の優劣を考えると、a では隅角部の応力集中が懸念されるが、構造的には単純
な形で、加工方法は NC ルーター以外の、プレス切断加工、レーザー加工、ギャングソー等の一
般木工加工など、多様な加工方法が適応可能となる。 
ｂはその形状から、加工方法が NC ルーターもしくはプレス切断加工のいずれかとなり、一般
的な木工加工技術では加工は困難であると考えられる。 
ｃはプレス切断加工での加工方法が考えられるが、汎用的な設備での加工は難しい。また面圧
を受ける部分が斜めになっており、突合せ面に対して双方から圧力が掛かると、それぞれの合板
に対して目地とは直角の外部方向に対して斥力が働く事が懸念される。 
 ｄは集成材を製造するため一般的に用いられている既存の技術であり、加工工場も多く存在す
ることから、検討可能な形状の一つであると考えられる。 
 以上より、既存の技術であるｄ及び、一般的な加工が適応可能で力学的に単純な a の方式が有
望であると考えられる。 
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２．３．１ フィンガージョイントによる連結の検討 
 前節の考察結果より、まずは、検討可能であると考えられたｄの「フィンガージョイント」の
接合に関して要素試験を実施して、せん断荷重の簡易な測定を行った。試験はフィンガージョイ
ント接合による接合面のせん断荷重に加え、合板その物のせん断荷重の測定も行い両者を比較し
た。 
合板のせん断試験の試験体一覧を表 2･3･1 に、試験の様子を図 2･3･2、フィンガージョイント
部分の詳細を図 2･3･3、フィンガージョイントを有する試験体の写真を図 2･3･4に示す。 
施工現場では合板同士の横方向の連結の際、塵などの異物が挟まり連結部分に隙間が生じる可
能性も懸念される為、図 2.3･3 に示す様に、合板間の隙間が 0 ㎜の場合に加え、2 ㎜の隙間がで
きる場合も想定して、同一形状での 2 種類の試験体とした。 
合板は一般的な木造住宅等の外壁に使用されている厚さ 9㎜の JASのラワン 1級構造用合板 5
プライと、ヒノキ 2 級構造用合板 9 ㎜ 3 プライの 2 種類を使用した。それぞれの試験体は一枚の
3×6 合板より切り出して使用したものであり、表記した密度は一枚の合板全体の密度をあらわ
す。 
加力にはオートグラフを用い、合板の方向は表層単板の繊維方向が加力方向と平行になる様に
そろえ、クロスヘッドスピードを分速 2 ㎜として圧縮力を加えた。 
 
 
 
表 2･3･1 試験体一覧 
 
試験体名 合板樹種 試験内容
せん断部長さ
（㎜）
合板間隙間
（㎜）
平均密度
（kg/m3)
R1S ラワン 合板断面のせん断試験 60 － 600
R2S ラワン 合板断面のせん断試験 60 － 600
H1S ヒノキ 合板断面のせん断試験 60 － 430
H2S ヒノキ 合板断面のせん断試験 60 － 430
R-0-1 ラワン 嵌合部分のせん断試験 60 0 600
R-0-2 ラワン 嵌合部分のせん断試験 60 0 600
R-2-1 ラワン 嵌合部分のせん断試験 60 2 600
R-2-2 ラワン 嵌合部分のせん断試験 60 2 600
H-0-1 ヒノキ 嵌合部分のせん断試験 60 0 430
H-0-2 ヒノキ 嵌合部分のせん断試験 60 0 430
H-2-1 ヒノキ 嵌合部分のせん断試験 60 2 430
H-2-2 ヒノキ 嵌合部分のせん断試験 60 2 430
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試験模式図      ラワン合板 9 ㎜-5 プライ     ヒノキ合板 9 ㎜-3 プライ 
図 2･3･2 合板せん断試験の様子 
 
 
図 2･3･3 フィンガージョイントによる嵌合部分詳細（左）と試験体図（右） 
 
 
ラワン合板 厚さ 9 ㎜-5 プライ ヒノキ合板 厚さ 9 ㎜-3 プライ 
図 2･3･4 フィンガージョイントの試験体  
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２．３．２ 嵌合方式の決定 
 試験結果を表 2･3･2、荷重変位曲線を図 2･3･5、フィンガージョイント部分の破壊状況を図 2･
3･6 に示す。 
表 2･3･2 試験結果 （最大荷重） 
 
 
 
 
図 2･3･5 試験結果の荷重変位曲線 
 
 
 荷重変位曲線のグラフより、合板のせん断耐力（R1S、R2S、H1S、H2S）と嵌合部位のせん断耐
力を比較すると、嵌合のせん断耐力は剛性と最大荷重ともにかなり低い事が判る。数値で見ると、
合板間距離 0 ㎜の試験体では、最大荷重の平均値同士の比較に於いて、ラワン合板で 37％、ヒ
ノキ合板では 33.5％、合板間距離 2 ㎜の場合では、ラワン合板で 31.8％、針葉樹合板で 26.2％
と大変低い事が判る。上記より、フィンガージョイントによる合板端部のせん断力の伝達効率は
相当低いことが判った。 
試験体名 合板樹種
合板間隙間
（㎜）
最大試験荷重
(N)
R1S ラワン － 3993.38
R2S ラワン － 4031.68
H1S ヒノキ － 3840.16
H2S ヒノキ － 3629.52
R-0-1 ラワン 0 1647.17
R-0-2 ラワン 0 1374.20
R-2-1 ラワン 2 1249.72
R-2-2 ラワン 2 1307.15
H-0-1 ヒノキ 0 1302.35
H-0-2 ヒノキ 0 1206.59
H-2-1 ヒノキ 2 962.41
H-2-2 ヒノキ 2 995.93
0
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4000
5000
0 1 2 3 4
荷
重
N
変位 ㎜
ヒノキ合板 9㎜ ３プライ
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R-0-2
R-2-1
R-2-2
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合板間距離 0 ㎜   合板間距離 2 ㎜ 
図 2･3･6 ヒノキ合板の試験後の様子 
 
 また、合板は薄単板を直交方向に交差しながら貼り合わせる為、フィンガージョイント加工機
を用いた加工の際、合板縁部の繊維がほぐれてバラバラとなり、うまく加工できない事が判った。
そのため、今回の試験結果と併せて考えると、合板端部の応力伝達にはフィンガージョイントの
方式は不向きであると結論づけた。 
そのため、本研究に於いて使用する合板端部の応力伝達機構の嵌合方式は、消去法的な検討で
はあるが、2.2 節で示した a の方式を採用する事が効果的であるとの結論となった。図 2･3･7 に
選定された方式を再度示す。 
 
 
図 2･3･7 本研究で使用する嵌合方式 
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２．４ 合板端部に設ける嵌合接合の特性 
２．４．１ 選定された嵌合方式 
前節で決定した嵌合方式を図 2･4･1 に示す。合板同士の連結位置には駆体の軸材が必ず配置さ
れる事とする。嵌合させた合板は、モジュール芯からの必要縁空き距離を確保した後、釘などの
接合具で軸材に打ち付けられる。そのため、この方式を採用した構造用構面では、使用される柱
などの軸材と、打ち付けられる面材は、同じモジュール幅と同じ位置に配置されて連結する事と
なる。 
 
 
 
図 2･4･1 合板端部の嵌合方式 
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２．４．２ 嵌合部分の形状と応力伝達メカニズム 
合板端部の嵌合連結部分における応力伝達メカニズムを図 2･4･2 に示す。 
嵌合部の突き合わせ部一ヶ所に対して、一対の合板突起部が直列に繋がり、それぞれの応力を
支えることで成り立っている。これを模式化すると、図右側に示す様に、突き合わせ部の面圧バ
ネ 1 つと合板突起部の根元のせん断バネ 2 つがつながった直列バネに置き換えることができる。 
 「合板のせん断抵抗力」＋「突き合わせ部の面圧抵抗力」＋「合板のせん断抵抗力」の直列バ
ネからなるこのような機構が連続することで合板同士の応力伝達を可能にする。 
 
 
 
 
図 2･4･2 嵌合部分の応力伝達メカニズム 
以下、この一組の噛み合わせ機構を「嵌合セット」と呼ぶ。嵌合セットは直列バネであるため
に、前述の 3つの部位の中で最も弱い部分が降伏したのち一組の嵌合セットの耐力が低下するこ
とで破壊が進行すると考えられる。厚さが同一であれば、合板のせん断抵抗力は合板突起部の根
元の長さ（以下「せん断長」と呼ぶ）に、突き合わせ部の面圧抵抗力は突き合わせ部の幅（以下
「突合面長」と呼ぶ）に、それぞれ比例すると考えられるため、それらの長さの比率により嵌合
セットの耐力と破壊特性が得られる。この 2種類の抵抗力は合板のせん断試験及び、合板突き合
わせ部の面圧試験により求めることができる。またそれらの長さの比率が破壊性状に影響すると
考えられるため、突合面長を 1としてせん断長をパラメータとしたアスペクト比を用い、それぞ
れの比率ごとに特性を調べることとした。 
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２．５ 要素試験による検証 
 本節では嵌合セットおよび、その構成要素である突合せ面の面圧抵抗力、せん断部分のせん断
抵抗力についてそれぞれ要素試験を行い、それらを用いた嵌合セットとアスペクト比との相関を
調べることにより、嵌合セットの耐力発現に関わるメカニズムを考察する。文献 29）。 
嵌合部分の突合面長は下地の軸材の幅や、合板の製造上の要件などを勘案して最大 20mmとし
た。その理由を下記に記す。 
 
① 下地軸材の基本は 105 ㎜幅以上の柱材を前提とするが、幅 60㎜の間柱程度の軸材を想定
した場合では、合板の縁距離を 10㎜、軸材の縁から釘までの縁空き距離を 10㎜と設定し
た場合、それだけで左右合計で 40㎜となる。60㎜からこれらの距離を引くと残りは 20
㎜となるため。 
 
② 面材耐力構面において 910㎜などの基準モジュールを優先させた場合には、モジュール幅
に突合面長を足したサイズが、使用される合板幅のサイズとなる。合板製造用の丸太伐採
現場で原木の玉切りを行う際に、幅方向の加算長さが 20 ㎜程度以下であれば玉切りの誤
差の範囲内であり、合板製造時のコストアップは製造する際の面積の増加分程度で済むと
思われる。 
 
検討する嵌合セットのアスペクト比を表 2･5･1に示す。突合面長を「1」とした場合のせん断
長を、「2」「3」「4」と定めた。 
すなわち嵌合セットのアスペクト比は「突合面長：せん断長」＝「1:2」「1:3」「1:4」の 3
種類と設定し、突合面長は、5、10、15、20mm と定め、パラメータとしたせん断長は、各突合面
長の２，３，４倍とした。表に各サイズの一覧を示す。 
 
表 2･5･1 試験体とアスペクト比 
 
  
突合面長 せん断長
単位mm 単位mm
５-１０ 5 10
１０-２０ 10 20
１５-３０ 15 30
２０-４０ 20 40
５-１５ 5 15
１０-３０ 10 30
１５-４５ 15 45
２０-６０ 20 60
５-２０ 5 20
１０-４０ 10 40
１５-６０ 15 60
２０-８０ 20 80
アスペクト比 試験体名
１：２
１：３
１：４
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２．５．１．供試材料 
 要素試験にはラワン合板（JAS 構造用合板･特類 2級）を用い、厚さは 9mm(5 プライ  密度
600kg/m3）、15mm(7 プライ 密度 550kg/m3)、28mm(11 プライ 密度 540kg/m3)の 3 種類とした。
木造住宅の耐力壁に用いられる構造用ラワン合板は JAS1 級のものが一般的であるが、JAS1級で
は厚さの異なる合板の入手が困難であるため、本章の試験では JAS2級の全層ラワンの合板を使
用した。本章で用いる各試験体は、それぞれ 1枚の 3×6版合板より切り出したもので、表記し
た密度は 1枚の合板全体の密度を表す。 
 
２．５．２．試験体 
せん断部、突き合わせ部、嵌合セットの各要素を想定して、Aせん断試験、B面圧試験、C嵌
合セット試験を行った。各試験体の模式図を図 2･5･1に示す。表 2･5･1の試験体名は嵌合セット
試験の試験体名を現す。せん断試験、面圧試験については、表 2･5･1 のせん断長、突合面長をそ
れぞれパラメータとした。面圧、嵌合セット両試験体では、加力に伴う外側の合板の回転および
面外座屈を防止するため、外側合板の上下を横材で連結し、M5 ボルト及び木工用接着剤により
緊結した。合板の方向は，表層単板の繊維方向が加力方向と平行になるようにそろえた。加力に
は万能試験機（オートグラフ，島津製作所製）を用い、クロスヘッドスピードを毎分 2mm として
圧縮力を与えた。クロスヘッドの絶対変位を各試験における変位とした。試験体数はすべて 3
体とした。 
せん断試験体を図 2･5･2、面圧試験体を図 2･5･3、嵌合セット試験体を図 2･5･4に示す。 
 
 
 
図 2･5･1 試験体模式図 
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図 2･5･2 せん断試験体（試験体の数字はせん断長 ㎜） 
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図 2･5･3 面圧の試験体図 
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図 2･5･4 嵌合セットの試験体図 
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２．６．せん断試験 
 せん断試験の様子を図 2･6･1に示す。試験の際、試験体の面外座屈や横倒れ等の挙動は見られ
ず、せん断部の破壊により終局に至った。せん断長と最大荷重𝑃𝑚𝑎𝑥の関係を図 2･6･2に示す。𝑃𝑚𝑎𝑥
はせん断長にほぼ比例しており、合板厚さが大きいほど𝑃𝑚𝑎𝑥も大きくなる結果となった。単位面
積当たりのせん断力を表 2･6･2に示す。単位面積当たりの平均せん断荷重は厚さ 9mm の試験体で
大きくなる傾向を示した。厚さ 15mmおよび 28mm についてはほぼ同程度の数値となった。 
 
 
 
 
図 2･6･1 せん断試験の様子 
 
 
図 2･6･2 せん断長と𝑃𝑚𝑎𝑥の関係 
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表 2･6･2 せん断試験の Pmax 平均値と単位面積当たりの平均値 
 
 
表 2･6･2 より、9 ㎜の合板で単位面積あたりのせん断力の平均値が大きかったが、合板の密度
が高い事が要因の一つだと考えられる。図 2･6･2のせん断荷重の𝑃𝑚𝑎𝑥を見ると、せん断長さに比
例して荷重が増大している事が判る。 
 
せん断長
（㎜）
Pmax
（N)
単位面積当り
（N/mm2)
Pmax
（N)
単位面積当り
（N/mm2)
Pmax
（N)
単位面積当り
（N/mm2)
10 1,825 10.4 1,944 6.3 3,757 6.6
15 2,506 9.5 3,194 6.9 5,835 6.8
20 3,719 10.6 4,915 8.0 8,647 7.6
30 5,411 10.2 7,873 8.5 12,730 7.5
40 5,994 8.5 10,127 8.2 17,713 7.8
45 6,685 8.4 11,540 8.3 20,680 8.1
50 8,233 9.4 12,950 8.4 23,663 8.3
60 10,820 10.2 15,177 8.2 28,070 8.2
80 11,980 8.5 17,760 7.2 33,163 7.3
全平均値 9.5 全平均値 7.8 全平均値 7.6
９㎜合板
（5P　密度60kg/m3）
15㎜合板
（7P 密度550kg/m3）
28㎜合板
(11P 密度540kg/m3）
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２．７．面圧試験 
 面圧試験の様子を図 2･7･1 に示す。破壊は突き合わせ部で進行し、試験体の面外座屈や外側合
板の回転等は生じなかった。付き合わせ面長と最大耐力𝑃𝑚𝑎𝑥の関係を図 2･7･2に、単位面積当た
りの耐力を表 2･7･1に示す。𝑃𝑚𝑎𝑥の平均値は突合面長および合板厚さに比例しており、単位面積
当たりの平均値で比較すると、密度が高い方から 9㎜、15㎜、28 ㎜の順で面圧も測定された。
しかしその差は小さい値であった。 
 
 
図 2･7･1 面圧試験の様子 
 
 
図 2･7･2 突き合わせ面長と Pmaxの関係 
表 2･7･1 面圧試験の Pmax平均値と単位面積当たりの平均値 
 
突合面長
（㎜）
Pmax
（N)
単位面積当り
（N/mm2)
Pmax
（N)
単位面積当り
（N/mm2)
Pmax
（N)
単位面積当り
（N/mm2)
5 2,351 26.7 4,550 29.5 8,587 30.4
10 5,300 30.1 8,057 26.2 14,903 26.2
15 7,505 28.4 12,963 28.1 22,807 26.8
20 9,840 28.0 16,610 27.0 29,217 25.7
全平均値 28.3 全平均値 27.7 全平均値 27.3
９㎜合板
（5P 密度600kg/m3）
15㎜合板
（7P 密度550kg/m3）
28㎜合板
(11P 密度540kg/m3）
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２．８．嵌合セット試験 
 嵌合セット試験の様子を図 2･8･1 に示す。面圧試験と同様に，面外座屈等の挙動は見られなか
った。試験後の破壊性状は大きく 2 種類に分けられる。各部の破壊性状を図 2･8･2 に示す。ここ
では、せん断部分の破壊を「せん断型破壊」、突き合わせ面のめり込み部分の破壊を「めり込み
型破壊」と呼ぶこととした。 
 
 
図 2･8･1 嵌合セット試験の様子 
 
 
 図 2･8･2 破壊性状 
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せん断型破壊では、合板凸部の根元部分で表層単板の繊維方向に沿って縦にせん断破壊を生じ
ている様子が見られた。合板の最外層の単板においてせん断面に沿って亀裂を生じ、全体に凸部
が突き合わせ面と反対側にずれる結果となった。 
めり込み型破壊では付き合わせ面の表面が潰れて局部座屈を生じ、最外層の単板が面外に盛り
上がり、内層まで座屈する形となった。せん断長と𝑃𝑚𝑎𝑥の関係を図 2･8･3 に示す。 
同じ厚さの試験体においてアスペクト比の影響について比較すると、アスペクト比 1:2、1:3
ではほぼ直線状に重なるのに対し、1:4のグラフは前 2 者とはずれる傾向がみられた。アスペク
ト比 1:4 ではめり込み型破壊が支配的であったことから、破壊性状の違いが最大耐力に影響を及
ぼしたものと考えられる。 
 
 
図 2･8･3 嵌合セット試験におけるせん断長と Pmaxの関係 
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２．９．嵌合セット試験と要素試験結果の検証 
 要素試験における「せん断試験」、「面圧試験」、「嵌合セット試験」の試験結果から、それ
ぞれの試験体は加圧直後から荷重は上昇を続け、最大荷重𝑃𝑚𝑎𝑥を迎えた後、いずれの試験体も耐
力が急低下する事が判った。そのため、最大荷重による比較表と、荷重変位曲線による検証を行
う。 
 
２．９．１ 𝑃𝑚𝑎𝑥値による検証 
 嵌合セット試験、面圧試験、せん断試験の結果をまとめて表 2･9･1 に示す。 
嵌合セット試験の欄では試験体の𝑃𝑚𝑎𝑥と、目視によるそれらの破壊性状を示した。せん断型破
壊を「S」、めり込み型破壊を「M」として表示した。要素試験の欄では、嵌合セット試験に対応
する各要素試験から得られた𝑃𝑚𝑎𝑥の範囲を示した。面圧試験、せん断試験共に 3体の試験結果に
幅があるため、全ての数値が小さい値になった方の枠を薄色で示し、各要素試験の値が拮抗して
いる部分は両方の枠を濃色で示した。 
表 2･9･1 嵌合セット、面圧、せん断試験の結果（Pmax） 
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 アスペクト比 1:2では 9mm、15mm、28mm全ての合板においてせん断部分の破壊が支配的となっ
た。これは要素試験におけるせん断部の耐力が小さい事からも裏付けられる。 
また合板凸部では回転しながら破壊が進行している試験体が散見され、せん断力と同時に曲げ
応力の影響を受けていることが示唆された。 
 アスペクト比1:3では厚さ9mmの試験体の一部でせん断型とめり込み型が混在する結果となっ
たが、それ以外の厚さではせん断型破壊が支配的であった。これも要素試験におけるせん断耐力
が小さい事で裏付けられる。 
 アスペクト比 1:4ではすべての厚さでめり込み型破壊が支配的となった。これも要素試験結果
よりほぼすべての試験体で面圧試験による値が小さく、実際の破壊もめり込み型破壊であったこ
とから妥当であると考えられる。 
 上記より、アスペクト比 1:2、1:3 ではせん断部破壊が支配的であり、1:4ではめり込み部の
破壊が支配的となった。これにより、アスペクト比の違いにより、破壊性状が異なる事が判った。 
 嵌合セット試験の最大耐力は、面圧試験及びせん断試験結果のうち小さい方の値と近似する結
果となっており、これらの要素試験値から嵌合セットのおおよその耐力が推定可能であると考え
られる。 
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２．９．２  荷重変位曲線による検証 
 ９㎜合板における各要素試験結果の荷重変位曲線を重ねて図 2･9･1 に示す。それぞれのアスペ
クト比は、左列-１:２、中列-１:３、右列-１:４とした。上段から突合面長を５、１０、１５、
２０㎜とした。図中の実線は嵌合セット、太破線はせん断、細点線はめり込み（面圧）とした。
それぞれの𝑃𝑚𝑎𝑥値を見ると、アスペクト比１:２ではせん断と嵌合がほぼ拮抗しており、１:３で
は各耐力が拮抗している。また、１:４ではめり込み（面圧）と嵌合がほぼ拮抗している事が判
る。この事からも前節同様、１:２ではせん断型破壊、１:３ではせん断型とめり込み型が混在、
１:４ではめり込み型破壊が優位であることが裏付けられる。 
 
図 2･9･1 せん断、面圧、嵌合セットの各試験の比較（９㎜合板） 
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２．１０．嵌合セット試験におけるアスペクト比毎の荷重変位曲線 
アスペクト比と合板の厚さ毎に分類した、嵌合セット試験の荷重変位曲線を、最大耐力（𝑃𝑚𝑎𝑥）
を迎えてから荷重が 20％低下したところまでグラフ化して図 2･10･1に示す。 
 9mm 合板では最大耐力（𝑃𝑚𝑎𝑥）の後、全ての試験体で荷重が急速に低下しており、靭性が低い
傾向を示した。 
15mm合板ではアスペクト比 1:2全体と 1:3の一部で高い靭性が見られた。また、アスペクト
比 1:4の突き合わせ面 5mm の試験体でも同様の傾向が見られた。 
 28mm合板ではアスペクト比 1:4の突き合わせ面 5mm、10mmの試験体において特に高い靭性を
示した。 
 15mmと 28mm合板のアスペクト比 1:2と 1:3（せん断型破壊）に着目すると、1:2の方が 1:3
に比べて小さな変位で𝑃𝑚𝑎𝑥に達し、その後の耐力低下が小さい傾向にある。1:2 では破壊時に曲
げ応力の影響を受けるため、破壊性状が同じせん断型破壊でも 1:3とは異なる事に起因するもの
と思われる。 
 全体としては，薄い合板より厚い合板の方が、より剛性が高まる傾向となった。 
 これらの嵌合セット部分の剛性や靭性は、実大の構造用構面にしたときの剛性や靭性に影響が
あるものと推測できるため、要素試験での合板の性質から実大の構面の性能を判断できる材料と
なる可能性がある。 
 
図 2･10･1 嵌合セット試験の荷重変位曲線 
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２．１１．単位長さ当たりの嵌合耐力 
 嵌合セット試験の耐力を単位長さ 1m あたりの値に換算したグラフ及びそれを更に合板厚さ
1mmあたりの値に換算したグラフを図 2･11･1 に示す。 
1m あたりの耐力では、全体的に 1:2 > 1:3 > 1:4 とアスペクト比が大きくなるにつれて耐力
が低下する傾向が見られたが、15mm 合板の 1:2試験体では同厚の 1:3 試験体と比較して同等以
下の値となった。これは前節で述べたように、曲げ応力が作用しながらせん断破壊した事に由来
するものと思われる。15mm 合板の 1:2試験体の靭性が大きかった事は、𝑃𝑚𝑎𝑥が低く抑えられた
結果、相対的に変形が伸びたものと思われる。 
 
 
図 2･11･1 アスペクト比と単位長さあたりの嵌合耐力の関係 
合板 1mm の厚さに換算したグラフでは、9mm合板のアスペクト比 1:2 が高い値を示した。9mm
合板の値が比較的高いのは、密度が他の厚さの合板より高い事に由来するものと考えられる。 
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２．１２ アスペクト比１：２の剛性特性 
前節でも取り上げた、アスペクト比１:２の試験体の破壊性状を確認する。図 2･12･1に写真を
示す。１:２の凸部は突合せ面長５㎜以外の試験体で、すべて回転しながらせん断破壊している
事が判る。この状況は１:２の試験体のみに見られる特徴であり、１:２の全嵌合試験体における
目視による「曲げ＋せん断破壊」の状況一覧を表 2･12･1 に示す。 
 
 
図 2･12･1 アスペクト比１:２（左）と１:３（右）の破壊性状の違い２８㎜合板 
表 2･12･1 アスペクト比１:２の「曲げ＋せん断破壊」の状況一覧（「○」が曲げの影響有り） 
 
 
表 2･12･1より、アスペクト比１：２の試験体の内、２８㎜合板の突合せ面長５㎜と、９㎜合
板の突合せ面長２０㎜に於いて回転は確認されなかったが、その他の試験体ではほとんどに曲げ
による影響が確認された。図 2･12･2に試験体の破壊性状の写真を示す。 
 
図 2･12･2 回転しながらせん断力を受ける様子 左：２８㎜、右１５㎜合板 
  
試験体サイズ No 状況 No 状況 No 状況
1 ○ 1 × 1 ×
2 ○ 2 △ 2 ×
3 △ 3 ○ 3 ×
1 △ 1 ○ 1 ○
2 ○ 2 △ 2 ○
3 △ 3 ○ 3 ○
1 ○ 1 ○ 1 ○
2 △ 2 ○ 2 ○
3 ○ 3 ○ 3 ○
1 × 1 ○ 1 ○
2 × 2 ○ 2 ○
3 × 3 ○ 3 ○
○：　顕著　　△：　曖昧　×：　確認できない
１５㎜×３０㎜
２０㎜×４０㎜
９㎜合板 １５㎜合板 ２８㎜合板
5㎜×１０㎜
１０㎜×２０㎜
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次に 9㎜の嵌合セット試験体の剛性を比較した一覧を表 2･12･2に、グラフを図 2･12･3に示す。 
図より突合せ面長が５、１０㎜ではアスペクト比の低下に伴い剛性の低下が顕著であるが１５、
２０㎜では１:２のみ剛性が低下する事が判る。これにより、突合せ面の大きさによっても剛性
が異なる事が判る。1：4では厚さ 10㎜から 20㎜までの値が近接している。このグラフから、
突合せ面長 5㎜の嵌合セットは使用に適さない事が判る。 
 
表 2･12･2 9㎜合板嵌合セット試験における突合せ面長の違いによる剛性の比較（ｋN/㎜） 
 
 
 
図 2･12･3 嵌合セット試験における突合せ面長の違いによる剛性の比較（ｋN/㎜） 
 
 
突合面長 ㎜ １：２ １：３ １：４
5 2.87 3.66 4.04
10 4.23 4.72 5.16
15 4.93 5.29 5.37
20 5.24 5.55 5.47
アスペクト比
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２．１３． 複合型せん断試験 
 本節では、実際の構面における仕様を想定し、一列に並んだ複数の嵌合セットと釘接合を併用
した接合部の複合型せん断試験を行った。本試験は木造住宅の耐力壁を想定したため、一般的に
使用される構造用ラワン 1級合板 9mm厚５プライ 1m×3m より切り出して用いた。 
 
２．１３．１．試験体 
試験体概要を図 2･13･1に示す。隣り合う合板同士を嵌合させ、下地である軸材に釘で打ち付
けられた試験体を想定した。試験の様子を図 2･13･2に示す。軸材に対して対角の位地にある合
板を治具に固定し、引張力を与えることにより破壊に至らしめた。加力には万能試験機（AG-I，
島津製作所）を用い、クロスヘッドスピードは分速 2mm とした。試験体仕様を表 2･13･1に、嵌
合セット形状と釘配置の詳細を図 2･13･3に示す。加力方法は単調加力による 1方向のみの試験
と、正負交番による繰り返し荷重の 2種類とした。 
単調加力では、嵌合セットのサイズに関わらず釘ピッチを一定にする「釘本数固定型」と、1
嵌合セットごとに釘を打つ「釘本数変動型」の 2 種類とした。試験体数は各 1体とした。 
また、正負交番繰り返し荷重では、「釘本数固定型」を用いた。これも試験体数は各１体とし
た。繰り返し試験では、変位を、0.5㎜、1㎜、1.5㎜、2㎜、4㎜、8 ㎜とし、それぞれ各 3回
ずつ繰り返した。 
 
 
図 2･13･1 複合せん断試験 
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図 2･13･2 複合型せん断試験の様子 
 
表 2･13･1 複合型せん断試験の試験体仕様 
 
  
要素名 仕様
柱 スギ　105×105（㎜）
合板 構造用ラワン合板　厚さ9㎜　５プライ　JAS1級
釘 CN65
単調加力タイプ
釘本数固定形 嵌合サイズ 1セット長 嵌合数 総有効長 釘本数 柱密度 合板密度
試験体名 （㎜） （㎜） （組） （㎜） （本） （ｋｇ/ｍ3）（ｋｇ/ｍ3）
釘ー１６ - - - - 16 380 490～600
１：２-１６ 10×20 40 20 800 16 370 580～600
１：３-１６ 10×30 60 14 840 16 370 490～510
１：５-１６ 10×50 100 8 800 16 380 500～510
釘本数変動型 嵌合サイズ 1セット長 嵌合数 総有効長 釘本数 柱密度 合板密度
試験体名 （㎜） （㎜） （組） （㎜） （本） （ｋｇ/ｍ3）（ｋｇ/ｍ3）
１：３-３０ 10×30 60 14 840 30 370 510～570
１：４-２２ 10×40 80 10 800 22 370 580～590
１：５-１８ 10×50 100 8 800 18 380 490～530
繰り返し加力タイプ
釘本数固定形 嵌合サイズ 1セット長 嵌合数 総有効長 釘本数 柱密度 合板密度
試験体名 （㎜） （㎜） （組） （㎜） （本） （ｋｇ/ｍ3）（ｋｇ/ｍ3）
１：２-１６ 10×20 40 20 800 16 370 580～600
１：３-１６ 10×30 60 14 840 16 370 490～510
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図 2･13･3 嵌合セットと釘配置の詳細 （㎜） 
 
 図 2･13･3 に示す様に、釘本数変動型は釘の打ち込み位置が嵌合のピッチに対してリンクして
おり、必ず特定の部位を押さえる事が可能になる点で、変動型より突合せ面の拘束度合いが高ま
るとの考えから設定した。1：2の様なアスペクト比が小さい場合には釘ピッチが細かくなりす
ぎるが、1：3～1：5などでは都合が良い。 
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２．１３．２． 試験結果 
複合型せん断試験の破壊性状を図 2･13･4に示す。アスペクト比が 1:2、1:3においてはせん断
型破壊、1:4、1:5ではめり込み型破壊となり、2.8節で示した 3種類の厚さの合板による嵌合セ
ット試験と同様の結果となった。 
 
図 2･13･4 複合型せん断試験の破壊性状 
荷重変位曲線を図 2･13･5に示す。 
試験では荷重変位曲線の形状が丸い山形となったのに対し、嵌合セットを併用した試験体ではす
べて降伏点が明快で、線形部分が大きくなる傾向を示した。せん断型破壊を起こすアスペクト比
1:2、1:3 では降伏点を越えると耐力の低下が急激であったが、めり込み型破壊となるアスペク
ト比 1:4、1:5では耐力の低下が穏やかであった。 
 
図 2･13･5 複合型せん断試験の荷重変形曲線（釘本数変動型） 
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次に正負交番加力による、1：2及び 1：3の試験体の結果を図 2･13･6と 2･13･7に示す。 
 加力は前述のように、変位が 0.5、1、1.5、2、4、8 ㎜の順に各 3回ずつ行った。各グラフよ
り、両方とも 4 ㎜の変位に向かう 1 回目のループの途中で降伏したことが判る。変位 4㎜のルー
プ幅が途中で極端に大きくなり、耐力が頭打ちになり、次の 8 ㎜のループでは大きく形が崩れて
いる事が判る。 
 
図 2･13･6 正負交番繰り返し加力の試験体 左-1：2、右-1：3 
 
 
図 2･13･7 アスペクト比 1：2のループの拡大図 
 
 アスペクト比 1：2の繰り返し加力におけるグラフを拡大すると、変位 2 ㎜までは、3回のル
ープのズレはわずかで有り、弾性の性質を有しているものと思われる。20㎜のループを抜けた
段階で連結部が降伏して変位が大きくなり、その後は荷重も伸びず耐力は大きく低下している。 
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釘本数固定型と釘本数変動型の違い 
本試験では、釘の打たれる位置と本数により嵌合連結の荷重変位関係にどのような変化が起き
るかを調べた。 
試験体は表 2･13･1 に掲載した通り、「釘本数変動型（1：3-30）」、「釘本数固定型（1：3-16）」
の 2種類である。図 2･13･3 の形状図に示す様に、釘本数変動型は嵌合凸部の根元に釘が配置さ
れる形状で有り、釘本数固定形は釘の配置は嵌合セットの位置とは無関係に一定間隔（＠100）
で釘を打ち付けた。釘の位置が嵌合凸部の根元に打たれた試験体は、嵌合セットの加力時の面外
への変形を防止し、突合せ面のズレを抑制する事により荷重の高まりを期待したものである。 
図 2･13･8に両者の荷重変位曲線を示す。アスペクト比 1：3の試験体では図に示すとおり両者
の降伏までの状況はほぼ同じであり、嵌合セット破壊後の荷重の低下時に於いて、釘本数が多い
釘本数変動型の方が荷重の落ち込みが緩やかで有り、靭性において優位であった。しかし釘の位
置による嵌合セットの働きに関しては明快な差は認められなかった。 
 
 
 
図 2･13･8 釘本数固定形と変動型の比較 
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２．１３．３．複合型せん断試験の要素試験 
 複合型せん断試験における嵌合セット形状に合わせて、せん断試験、突き合わせ面の面圧試験
を行った。 
面圧試験では突合面長 10mm について試験を行い、せん断試験ではせん断長を 20、30、40mm
の 3種類とした。 
嵌合セット試験は 10mm：20mm、10mm：30mm、10mm：40mmの 3種類について行った。試験体数
は各 2体とした。試験の様子を図 2･13･9に示す。 
 
 
図 2･13･9 複合型せん断試験における要素試験の様子 
 せん断試験による𝑃𝑚𝑎𝑥（左）とせん断剛性（右）の平均値を図 2･13･10 に、値を表 2･13･2に
示めす。 
 
図 2･13･10 せん断試験の結果  Pmax（左）せん断剛性（右） 
表 2･13･2 せん断試験よる𝑃𝑚𝑎𝑥（左）とせん断剛性（右）の平均値 
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 次にめり込み試験の様子と荷重変位曲線を図 2･13･11 に、値の平均値を表 2･13･3 に示す。 
 
図 2･13･11 めり込み試験（左）荷重変位曲線（右） 
 
表 2･13･3 めり込み試験結果 
 
 
表 2･13.4 要素試験値との比較 
 
 
低減係数α 
要素試験より得たせん断耐力とめり込み耐力、及び複合型試験体における釘の影響を除去した
1 嵌合セット当たりの耐力（実際の破壊時耐力）を表 2･13･4に示す。すべてのアスペクト比に
おいて、実際の破壊モードと要素試験値での小さい方の破壊モードとが一致する結果となった。
それら要素試験での小さい方の値が、想定される耐力であるとした場合、実際の 1 嵌合セット当
たりの耐力はそれらより更に小さな値となった。それらの比率は、全ての嵌合部に均等に応力配
分された場合を 100%と考えると、48.34％～68.84％となり、実際には全ての嵌合部に均等に応
力が配分されず、一部の嵌合部に応力が集中するため、伝達されるせん断力は１嵌合セット当た
りの耐力の総和に比べてかなり低下する事が判った。この事は、嵌合連結を用いた接合部分に対
して低減する係数を設ける必要があることを意味する。応力集中が少ない高い精度の連結部が制
作可能になれば、これらの低減係数αは高い値に変化する事が考えられる。 
 
めり込み　長さ
めり込み　Pmax
(N)
めり込み　剛性
(N/mm)
10㎜ 2331 2371
アスペクト
比
実際の破壊
モード
せん断
(N)
めり込み
(N)
想定される
耐力(N)
実際の破壊時
耐力(N)
実耐力の割合
２：１ せん断 1,409 < 2,331 1,409 970 68.84%
３：１ せん断 2,073 < 2,331 2,073 1,002 48.34%
４：１ めり込み 2,766 > 2,331 2,331 1,300 55.77%
５：１ めり込み 3,922 > 2,331 2,331 1,392 59.72%
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２．１３．４．複合型せん断試験の剛性値 
複合型試験体の剛性モデルを図 2･13･12に示す。3つの直列バネから構成されるそれぞれの嵌
合セットが並列に並び、表の釘と裏の釘がそれぞれ並列に並び、裏表で直列に並ぶ。 
 
 
図 2･13･12 複合型試験体の剛性モデル 
 
この剛性モデルを式に表すと、式（2.1）となる。 
 
R =
𝑛𝑘
1
𝑅1
+
1
𝑅2
+
1
𝑅1
+
1
1
𝑛𝑛×𝑅3
+
1
𝑛𝑛×𝑅3
 =  
𝑛𝑘
2
𝑅1
+
1
𝑅2
+
𝑛𝑛×𝑅3
2
 (2.1) 
ここで、 
 𝑅1：せん断部剛性、𝑅2：めり込み部剛性、𝑅3：釘１本当りの剛性 
 𝑛𝑘：嵌合セット数、𝑛𝑛：片面に打たれた釘本数 
 
 
 
 
次に剛性値を評価するための試験体名及びスペックと測定値を表 2･13･5 に示す。 
 
表 2･13･5 試験体スペックと測定値 
 
 
 
 
 
 
釘 片面
釘 片面
嵌合数嵌合の直列バネ
嵌合サイズ 1セット長 嵌合数 総有効長 釘本数 Pmax 剛性値
試験体名 （㎜） （㎜） （組） （㎜） （本） （ｋN） （ｋN/㎜）
１：２-１６ 10×20 40 20 800 16 26.71 12.90
１：３-３０ 10×30 60 14 840 30 27.73 18.00
１：４-２２ 10×40 80 10 800 22 23.06 13.20
１：５-１８ 10×50 100 8 800 18 19.33 12.10
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式(2.1)に、前節の要素試験で得られた値である表 2･13･2（せん断剛性）、表 2･13･3（めり込
み剛性）及び表 2･13･5の嵌合セット数、釘本数を代入して計算し，実験値と比較した結果を表
2･13･6及び図 2･13･13 に示す。 
 
1:3、1:4、1:5については実測値と計算値がほぼ一致したが、1:2 は実測値が計算値よりも低
い値を示した。これは，アスペクト比が小さな嵌合セットでは合板凸部にせん断力に加え曲げ応
力も加わるため剛性が低下する事が要因と考えられる。 
 
表 2･13･6 剛性の実測値と計算値 
 
 
 
 
 
図 2･13･13 剛性の実測値と計算値の比較 
  
実測　剛性値 計算　剛性値
試験体名 （ｋN/㎜） （ｋN/㎜）
１：２-１６ 12.90 20.47
１：３-３０ 18.00 18.74
１：４-２２ 13.20 14.47
１：５-１８ 12.01 11.38
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２．１４ 要素試験値の一般化の検討 
 要素試験に於いて使用した合板は、同一樹種で厚さの異なる素材が必要であった為、試験体は
ラワンの 2級合板としたが、近年一般的に用いられる様になってきた針葉樹合板を使用するため
には、今回と同様の要素試験値が必要となるため、ラワン合板の試験値を針葉樹合板の値に換算
する方法を検討する。 
 アスペクト比の違いによる嵌合セットの耐力を推定するためには、２･６のせん断試験と、２･
７の面圧試験の結果を必要とする。そのため、ラワン合板で行った本章の試験値を元に、各樹種
に於ける合板のせん断力と面圧力の耐力に換算する方法を示す。 
 
 まず、2・6 節で示した表 2･6･2「せん断試験の𝑃𝑚𝑎𝑥平均値と単位面積当たりの平均値」を表２･
１４･１に、2・7 節の表 2･7･1「面圧試験の𝑃𝑚𝑎𝑥平均値と単位面積当たりの平均値」を表２･１４･
２として再掲する。 
 
表 2･14･1 せん断試験の𝑃𝑚𝑎𝑥平均値と単位面積当たりの平均値（再掲） 
 
表 2･7･1 面圧試験の𝑃𝑚𝑎𝑥平均値と単位面積当たりの平均値（再掲） 
 
せん断長
（㎜）
Pmax
（N)
単位面積当り
（N/mm2)
Pmax
（N)
単位面積当り
（N/mm2)
Pmax
（N)
単位面積当り
（N/mm2)
10 1,825 10.4 1,944 6.3 3,757 6.6
15 2,506 9.5 3,194 6.9 5,835 6.8
20 3,719 10.6 4,915 8.0 8,647 7.6
30 5,411 10.2 7,873 8.5 12,730 7.5
40 5,994 8.5 10,127 8.2 17,713 7.8
45 6,685 8.4 11,540 8.3 20,680 8.1
50 8,233 9.4 12,950 8.4 23,663 8.3
60 10,820 10.2 15,177 8.2 28,070 8.2
80 11,980 8.5 17,760 7.2 33,163 7.3
全平均値 9.5 全平均値 7.8 全平均値 7.6
９㎜合板
（5P　密度60kg/m3）
15㎜合板
（7P 密度550kg/m3）
28㎜合板
(11P 密度540kg/m3）
突合面長
（㎜）
Pmax
（N)
単位面積当り
（N/mm2)
Pmax
（N)
単位面積当り
（N/mm2)
Pmax
（N)
単位面積当り
（N/mm2)
5 2,351 26.7 4,550 29.5 8,587 30.4
10 5,300 30.1 8,057 26.2 14,903 26.2
15 7,505 28.4 12,963 28.1 22,807 26.8
20 9,840 28.0 16,610 27.0 29,217 25.7
全平均値 28.3 全平均値 27.7 全平均値 27.3
９㎜合板
（5P 密度600kg/m3）
15㎜合板
（7P 密度550kg/m3）
28㎜合板
(11P 密度540kg/m3）
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これらの表より、中間の密度である 550kg／㎥の 15㎜合板の結果を選択し、その単位面積あ
たりのせん断試験値と面圧試験値に着目する。せん断試験値では平均で 7.8N/㎟、面圧試験値で
は平均で 27.7N/㎟となる。これらの値をラワン合板の基準値として考え、それらの値に、一般
化された木材樹種別の基準強度の比を掛けることにより、各樹種のせん断耐力と面圧耐力の単位
面積あたりのせん断力と面圧力を求める。求めたそれぞれの値より、せん断耐力と面圧耐力の値
に換算する。 
 表２･１４･１に、平成 12年の建設省告示第 1452号第 6号に規定された無等級の木材基準強度
に、平成 13 年度の国土交通省告示第 1024号第 3第 1号に示されためり込みの基準強度を併記し
た表を示す。 
表 2･14･1各樹種における基準強度 
 
 
 上記表中の木材基準強度から、目的樹種合板のせん断力の推定には「せん断 Fs」の比を、面
圧力の推定には「めり込み Fcv」の比を求め、ラワン合板の試験値に掛けて求める。 
 具体的には式 2.2、2.3より、目的樹種による合板のせん断力と面圧力を求める。 
表 2･14･2に、ラワン合板の試験値を基準とした各樹種による合板の推定強度を示す。 
目的樹種合板のせん断力 = ラワン合板のせん断試験値 ×
目的樹種の Fs
ラワンの Fs
 （2.2） 
目的樹種合板の面圧力 = ラワン合板の面圧力試験値 ×
目的樹種の Fcv
ラワンの Fcv
  (2.3) 
表 2･14･2 各樹種の基準強度（左）と合板の推定強度（右） 
 
圧縮 Fc 引張 Ft 曲げ Fb せん断 Fs めり込みFcv
広葉樹 ラワン 21.0 14.7 26.7 1.8 9.0
針葉樹 アカマツ、ベイマツ、クロマツ 22.2 17.7 28.2 2.4 9.0
針葉樹 カラマツ、ヒノキ、ヒバ、ベイヒ 20.7 16.2 26.7 2.1 7.8
針葉樹
スギ、ベイスギ、トドマツ、エゾマ
ツ、スプルース、ベニマツ
17.7 13.5 22.2 1.8 6.0
基準強度（N／㎟)
樹種
せん断 Fs めり込みFcv せん断 面圧
広葉樹 ラワン（基準値） 1.8 9.0 7.8 27.7
針葉樹 アカマツ、ベイマツ、クロマツ 2.4 9.0 10.4 27.7
針葉樹 カラマツ、ヒノキ、ヒバ、ベイヒ 2.1 7.8 9.1 24.0
針葉樹
スギ、ベイスギ、トドマツ、エゾマ
ツ、スプルース、ベニマツ
1.8 6.0 7.8 18.5
合板の推定強度（N／㎟）
樹種
木材基準強度（N／㎟)
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 表 2･14･2 で示した各樹種による合板の単位面積あたりの推定強度を元に、せん断力と面圧力
の各推定値を求めて表 2･14･3 に示す。 
 
表 2･14･3 各樹種による合板のせん断、面圧力の推定値 
 
 
 
 
次に、実際のスギ、カラマツ合板 12㎜ 5 プライを用いて面厚力及びせん断力の試験を行った。 
試験体は面厚試験を図 2･5･3、せん断試験を図 2･5･2に準じて製作して、2･5節の試験方法にて
試験を行った。試験の様子を図 2･14･1 に、結果を図 2･14･2、表 2･14･4に示す。 
 
 
図 2･14･1 スギ、カラマツ合板 12㎜の要素試験 
 
 
図 2･14･2 スギ、カラマツ合板 12㎜の面厚、せん断試験結果 
せん断 面圧 20㎜ 30㎜ 40㎜ 10㎜ 15㎜ 20㎜
広葉樹 ラワン（基準値） 7.8 27.7 1,872 2,808 3,744 3,324 4,986 6,648
針葉樹 アカマツ、ベイマツ、クロマツ 10.4 27.7 2,496 3,744 4,992 3,324 4,986 6,648
針葉樹 カラマツ、ヒノキ、ヒバ、ベイヒ 9.1 24.0 2,184 3,276 4,368 2,880 4,320 5,760
針葉樹
スギ、ベイスギ、トドマツ、エゾ
マツ、スプルース、ベニマツ
7.8 18.5 1,872 2,808 3,744 2,220 3,330 4,440
樹種
合板の推定強度（N/㎟） せん断力推定値（N） 面圧力推定値（N）
0
500
1000
1500
2000
2500
3000
3500
4000
0 1 2 3 4 5
荷
重
N
変位 ㎜
せん断試験 長さ20㎜
スギ20-1
スギ20-2
スギ20-3
カラマツ20-1
カラマツ20-2
カラマツ20-3
0
1000
2000
3000
4000
5000
6000
0 2 4 6 8
荷
重
ｋ
N
変位 ㎜
スギ、カラマツ合板の面圧試験(12㎜、5プライ)
スギ１
スギ２
スギ３
カラマツ１
カラマツ２
カラマツ３
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表 2･14･4 スギ、カラマツ合板の要素試験（12㎜ 5プライ） 
 
 
表 2･14･3の推定値と表 2･14･4の測定値のそれぞれの該当する部分を抽出して、表 2･14･5に
示す。スギとカラマツの想定密度は 380kg/㎥、500kg/㎥であるのに対し、試験体の平均密度は
スギが 414kg/㎥と 458kg/㎥であった。 
スギに関しては比較的近い値となったが、カラマツでは試験体の密度が想定密度より低い事も
有り、実測数値も低くなった。 
これらの結果より、特定の樹種による合板の試験荷重は、木材の基準強度の比を用いる事で近
い値になる事が示唆された。 
 
表 2･14･5 推定値と実測値の比較 
 
 
 
 
 
 
 
種類 試験体名 サイズ Pmax（N） N/箇所 N/㎟ 平均密度(kg/㎥)
面圧試験 スギ-1 10㎜ 4783.9 2392 19.9
面圧試験 スギ-2 10㎜ 4495.62 2248 18.7
面圧試験 スギ-3 10㎜ 4163.93 2082 17.3
面圧試験 カラマツ-1 10㎜ 4364.43 2182 18.2
面圧試験 カラマツ-2 10㎜ 5011.51 2506 20.9
面圧試験 カラマツ-3 10㎜ 4567.45 2284 19.0
せん断試験 スギ20-1 20㎜ 3469.88 1735 7.2
せん断試験 スギ20-2 20㎜ 3086.7 1543 6.4
せん断試験 スギ20-3 20㎜ 3109.43 1555 6.5
せん断試験 カラマツ20-1 20㎜ 3482.95 1741 7.3
せん断試験 カラマツ20-1 20㎜ 3237.78 1619 6.7
せん断試験 カラマツ20-1 20㎜ 3678.46 1839 7.7
414
458
414
458
推定値 実測値 推定値 実測値
種類 長さ 荷重(N) 荷重(N) 荷重(N) 荷重(N)
面厚耐力 10㎜ 2220 2241 2880 2324
せん断耐力 20㎜ 1872 1611 2184 1733
スギ カラマツ
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２．１５．まとめ 
 嵌合連結を用いた合板の応力伝達機構について要素試験を行い、以下のような知見を得た。 
・ 嵌合セットの耐力と破壊性状は、合板厚さ及びせん断部とめり込み部のアスペクト比により
決定し、アスペクト比が 1：2ではせん断部のせん断破壊となり、1：4ではめり込み部のめ
り込み破壊が優位となった。1：3ではその両者が混在する結果となった。また嵌合セットの
おおよその耐力は、せん断及びめり込みの要素試験値より予想できる。 
 
・ 嵌合セット＋釘の複合型試験では、全体の耐力から換算した 1嵌合セットの値を調べると、
単独の嵌合セット要素試による試験値より小さく、要素試験値の 48％～68％の耐力であった。
また、明快な降伏点が見られ、せん断型破壊が支配的なアスペクト比 1:2、1:3の試験体では
降伏後の耐力低下が大きいが、1：4、1：5 では降伏後の耐力低下は緩やかであった。 
 
・ 複合試験における釘本数変動型と釘本数固定型の結果より、嵌合セットが降伏し破壊が開始
するまでの線形部分の形に大きな違いは見られず、嵌合部分の破壊後の荷重の変化が、釘の
本数の多い変動型の方が緩やかであり、釘の靭性の違いが確認された。 
 
・ 厚さの違う合板による嵌合セットの試験値より、9mm合板では嵌合セットの靱性が乏しく、
15mm、28mmと厚さが厚くなると靱性が加わる試験体が確認できた。また、アスペクト比 1：2
の試験体では、せん断面の破壊に加え、曲げの影響も有り、剛性が下がる状況が見られた。 
 
・ 複合試験の正負交番繰り返し試験において、嵌合部分の変位 2 ㎜以下ではほぼ線形の状態が
確認された。 
 
・ 複合試験に於いてもアスペクト比 1：2の剛性低下が測定され、嵌合セットの要素試験に於い
ても同様の結果となったが、１ｍ辺りの𝑃𝑚𝑎𝑥による耐力の比較では、単位長さ辺りの嵌合セ
ットの数量が多いため、高い値を示した。 
 
・ 合板の要素試験の値は、木材の基準強度の比率により、他の樹種に於ける合板の値を推定す
る可能性がある事が示唆された。 
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第３章．嵌合連結した鉛直構面の評価式 
 
３．１ 概要 
 単体での面材耐力壁による挙動は、神谷 9)、村上ら 10)により、面材の回転方向を力の釣り合い
により定める方法でせん断挙動を推定するモデルが提案されており、特に村上らは任意の釘配列
に対しても汎用性のある定式化を行っている。それにより釘の一面せん断試験結果を元に面材耐
力壁の弾性域から塑性域までの荷重変位関係を、収束計算を用いて予測することが可能である。 
 そこで本論文では嵌合連結による付加せん断荷重を前述の式に追加し、要素試験から得られた
嵌合セットのせん断荷重及び釘の一面せん断荷重を代入し、弾性域から塑性域に至る荷重変位関
係を予測し、実大試験の結果との比較により式の妥当性を評価する。 
本章ではそのための評価式を、既存の式である「嵌合無し」を基本として、「２P 嵌合あり」、
「３P 嵌合有り」の２種類を新たに提案する。 
 
 
３．２ 評価式誘導のための仮定 
 文献 10）と同様に評価式の誘導にあたり、以下の仮定を設定する。   
① 面材は剛体として扱う。 
② 軸組材の曲げ変形、せん断変形、軸方向変形は無視する。 
③ 各軸組材の接合はピン接合とする。 
④ 四周の釘は対象形とする。 
⑤ 軸組材と面材の間に生じた回転角𝜃𝑥、𝜃𝑦は図 3･2･1に示す様に X方向の変形を表す Xモード
と、Y 方向の変形を表す Yモードに分解できるものとする。 
 
 
 
図 3･2･1 仮定した変形モード 9) 
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３．３ 設計式１ 嵌合連結を用いない２P耐力壁 
 嵌合連結を用いない単体の耐力壁の連続形は、村上らの式 10)を用いて表す事ができる。後述
での比較のため、以下に要点を記す。 
 ２P耐力壁における釘の中立軸𝑥0と面材の Y方向の回転角𝜃𝑦の関係を図 3･3･1に模式的に示す。
各合板の中央にある𝑥0を中心に回転角𝜃𝑦を持つ面材が並列に並んでおり、面材相互の影響は無い。 
 
 
図 3･3･1 中立軸𝑥0と回転角𝜃𝑦 
 
 
面材耐力壁における Xと Yのそれぞれの方向のモーメント𝑀𝑥、𝑀𝑦と、回転角𝜃𝑥と𝜃𝑦の関係は、
釘の剛性𝑘𝑛及び釘の配列二次モーメント𝐼𝑥、𝐼𝑦 を用いて式(3.1)となる。 
 
𝑀𝑥 = 𝑘𝑛 ∙ 𝐼𝑥 ∙ 𝜃𝑥      (3.1a) 
 
𝑀𝑦 = 𝑘𝑛 ∙ 𝐼𝑦 ∙ 𝜃𝑦      (3.1b) 
 
また、層間変形角 Rと X、Y 方向の𝜃𝑥と𝜃𝑦の関係は式(3.2)となる。 
 
𝑅 = 𝜃𝑥 + 𝜃𝑦      (3.2) 
 
𝑀𝑥と𝑀𝑦及び比率𝜃𝑥 𝜃𝑦⁄ は式(3.3),(3.4),(3.5)で与えられる。 
 
𝑀𝑥 = 𝑀𝑦       (3.3) 
 
𝜃𝑥
𝜃𝑦
=
𝐼𝑦
𝐼𝑥
       (3.4) 
𝑀𝑥 = 2 ∑
(𝑦𝑗−𝑦0)
2
∙𝜃𝑥
√(𝑥𝑖−𝑥0𝑙)2∙𝜃𝑦
2+(𝑦𝑗−𝑦0)
2
∙𝜃𝑥
2
𝑓𝑛(𝛿𝑖𝑗)   (3.5a) 
模式図
の原点
frame
面材
P
h
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𝑀𝑦 = 2 ∑
(𝑥𝑖−𝑥0)
2∙𝜃𝑦
√(𝑥𝑖−𝑥0𝑙)2∙𝜃𝑦
2+(𝑦𝑗−𝑦0)
2
∙𝜃𝑥
2
𝑓𝑛(𝛿𝑖𝑗)   (3.5b) 
 
ここで 
  𝑓𝑛(𝛿𝑖𝑗)：位置 ijの釘すべり量が𝛿𝑖𝑗の時のせん断荷重 
  𝑥0𝑙、𝑥0𝑟、𝑦0 ： 左右合板の Y方向中立軸と X方向の釘の中立軸位置 
 
各変形角時において、式(3.5)及び式(3.3)を満たす𝑥0𝑙、𝑦0及び𝜃𝑥 𝜃𝑦⁄ を収束計算にて求める事
により、弾塑性域の解を得る。 
実験値との比較においては、合板の弾性変形の考慮が必要となるため、真の回転角𝑅真を式
(3.6)により求める。 
 
  𝑅真 = 𝑅 + (𝑀 (ℎ ∙ 𝑙 ∙ 𝑡 ∙ 𝐺𝑏)⁄ )     (3.6)  
ここで 
  R：合板を剛体とした場合の回転角 
  𝑀：回転角 Rの時の X若しくは Y方向の抵抗モーメントの和 
  ℎ、𝑙、𝑡：面材の高さ、幅、厚さ 
  𝐺𝑏：合板のせん断弾性係数 
 
各変形角時において、式(3.5)及び式(3.3)を満たす𝑥0𝑙、𝑦0及び𝜃𝑥 𝜃𝑦⁄ を収束計算にて求める事に
より、弾塑性域の解を得る。 
 
  
50 
 
３．４ 設計式２ 嵌合連結を用いた２P耐力壁 
模式図を図 3･4･1 に示す。 
 
 
図 3･4･1 嵌合連結部の変位𝛿𝑘及び𝑥0𝑙、𝑥0𝑟と𝜃𝑦、嵌合中心𝑥𝑘の関係 
 
模式図を図 3･4･1に示す。嵌合を用いた２P耐力壁では、嵌合の荷重は Y 方向のみに働くもの
として、𝑀𝑥は式(3.5a)と同じとなり、𝑀𝑦にのみ嵌合荷重のモーメントを足し合わせる。耐力壁
の中央に嵌合連結があるため、中立軸𝑥0𝑙、𝑥0𝑟は嵌合中心𝑥𝑘に近づく。左右対称であるため、嵌
合部分𝑥𝑘の嵌合変位𝛿𝑘は左側合板の変位𝛿𝑘𝑙を 2倍した値であり、左側合板の𝑥0𝑙を用いて式(3.7)
とする。 
 
𝛿𝑘 = 2 ∙ 𝛿𝑘𝑙 = 2 ∙ (𝑥𝑘 − 𝑥0𝑙) ∙ 𝜃𝑦    (3.7) 
 
 
嵌合変位𝛿𝑘の時の 1嵌合セットのせん断荷重𝑃𝑘は式(3．8)で表される。対称形であるため全体
のモーメントは式(3.9)で与えられる。 
 
𝑃𝑘 = 𝑓𝑘{2 ∙ (𝑥𝑘 − 𝑥0𝑙) ∙ 𝜃𝑦}     (3.8) 
𝑀𝑥 = 2 ∑
(𝑦𝑗−𝑦0)
2
∙𝜃𝑥
√(𝑥𝑖−𝑥0𝑙)2∙𝜃𝑦
2+(𝑦𝑗−𝑦0)
2
∙𝜃𝑥
2
𝑓𝑛(𝛿𝑖𝑗)   (3.9a) 
𝑀𝑦 = 2 ∑
(𝑥𝑖−𝑥0𝑙)
2∙𝜃𝑦
√(𝑥𝑖−𝑥0𝑙)2∙𝜃𝑦
2+(𝑦𝑗−𝑦0)
2
∙𝜃𝑥
2
𝑓𝑛(𝛿𝑖𝑗)  
+𝑛 ∙ (𝑥𝑘 − 𝑥0𝑙) ∙ 𝑃𝑘 ∙ 𝛼    (3.9b) 
ここで 
𝑓𝑘(𝛿𝑘)：嵌合変位𝛿𝑘の時の一嵌合セット当りの嵌合荷重 
𝛿𝑖𝑗：釘𝑥𝑖、𝑦𝑗での釘のせん断すべり量 
𝑓𝑛(𝛿𝑖𝑗)：位置 ijの釘のすべり量が𝛿𝑖𝑗の時のせん断荷重 
𝑥0𝑙、𝑥0𝑟、𝑦0、𝑥𝑘：Y 方向左、右と X方向の中立軸及び嵌合位置 
ｎ：嵌合連結 1列あたりの嵌合セット数 
α：嵌合荷重の低減係数 
frame
面材
P
h
模式図
の原点
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 2章、2.13節より、嵌合セットが並列で多数（ｎ個）並んだ際に、全体の荷重と 1嵌合セット
の荷重のｎ倍と比較した場合、全体の荷重の方が小さくなる事が明らかになったため、要素試験
より求めた嵌合荷重の総和に対して、低減係数αを乗じた値を嵌合荷重とした。設計式１同様、
各変形角時において、式(3.9)及び式(3.3)を満たす𝑥0𝑙、𝑦0及び𝜃𝑥 𝜃𝑦⁄ を収束計算にて求める事に
より、弾塑性域の解を得る。 
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３．５ 設計式３ 嵌合連結を用いた３P耐力壁 
模式図を図 3･5･1に示す。嵌合連結面材壁は相互に拘束を受ける挙動となるため、各面材の Y
方向の変形角𝜃𝑦は同じであると仮定する。 
 
図 3･5･1 ３P嵌合耐力壁の嵌合部分の変位と𝜃𝑦の関係 
 
 
左側嵌合部の変位𝛿𝑘𝑙は、左合板側の𝛿𝑘1と中央合板側の𝛿𝑘2を合算した値となり、式(3.10)で表
す。 
𝛿𝑘 =   𝛿𝑘1 + 𝛿𝑘2 
      = (𝑥𝑘𝑙 − 𝑥0𝑙) ∙ 𝜃𝑦 + (𝑥0𝑐 − 𝑥𝑘𝑙) ∙ 𝜃𝑦 
      = (𝑥0𝑐 − 𝑥0𝑙) ∙ 𝜃𝑦       (3.10) 
 
嵌合変位𝛿𝑘の時の嵌合荷重𝑃𝑘は一対の力であるため端部合板と中央合板にかかる荷重は同一
であり、式(11)で与えられる。 
 
  𝑃𝑘 =   𝑓𝑘(𝛿𝑘1 + 𝛿𝑘2) = 𝑓𝑘 ((𝑥0𝑐 − 𝑥0𝑙) ∙ 𝜃𝑦)   (3.11) 
 
耐力壁全体のモーメント𝑀𝑥と𝑀𝑦は式(3.12)となる。設計式２同様、𝑃𝑘は Y 方向にかかるもの
として、その抵抗モーメントを𝑀𝑦に加える。 
 
frame
面材
P
h
模式図
左嵌合部
の原点
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𝑀𝑥 = 2 ∑
(𝑦𝑗−𝑦0)
2
∙𝜃𝑥
√(𝑥𝑖−𝑥0𝑙)2∙𝜃𝑦
2+(𝑦𝑗−𝑦0)
2
∙𝜃𝑥
2
𝑓(𝛿𝑖𝑗)+∑
(𝑦𝑗−𝑦0)
2
∙𝜃𝑥
√(𝑥𝑖−𝑥0𝑙)2∙𝜃𝑦
2+(𝑦𝑗−𝑦0)
2
∙𝜃𝑥
2
𝑓(𝛿𝑖𝑗)  (3.12a) 
𝑀𝑦 = 2 ∑
(𝑥𝑖−𝑥0𝑙)
2∙𝜃𝑦
√(𝑥𝑖−𝑥0𝑙)2∙𝜃𝑦
2+(𝑦𝑗−𝑦0)
2
∙𝜃𝑥
2
𝑓(𝛿𝑖𝑗) +∑
(𝑥𝑖−𝑥0𝑐)
2∙𝜃𝑦
√(𝑥𝑖−𝑥0𝑐)2∙𝜃𝑦
2+(𝑦𝑗−𝑦0)
2
∙𝜃𝑥
2
𝑓(𝛿𝑖𝑗)  
+2 ∙ 𝑛 ∙ (𝑥0𝑐 − 𝑥0𝑙) ∙ 𝑃𝑘 ∙ 𝛼      (3.12b) 
 
ここで 
𝑓𝑘(𝛿𝑘)：嵌合変位𝛿𝑘の時の一嵌合セット当りの嵌合荷重 
𝛿𝑖𝑗：釘𝑥𝑖、𝑦𝑗での釘のせん断すべり量 
𝑓𝑛(𝛿𝑖𝑗)：位置 ijの釘のすべり量が𝛿𝑖𝑗の時のせん断荷重 
𝑥0𝑙、𝑥0𝑐、𝑦0、𝑥𝑘：Y 方向左、中央と X方向の中立軸及び嵌合位置 
ｎ：嵌合連結 1列あたりの嵌合セット数 
α：嵌合荷重の低減係数 
 
前節同様各変形角時において、式(3.12)及び式(3.3)を満たす𝑥0、𝑦0及び𝜃𝑥 𝜃𝑦⁄ を収束計算にて
求める事により、弾塑性域の解を得る。 
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第４章 壁の実大試験による検証 
 
４．１ 概要 
 本章では、実際に試験可能な幅として、2P 及び 3Pの試験体を用いて、嵌合連結の有無及び嵌
合セットのアスペクト比の違いを検証するため、実大耐力壁の面内せん断試験を行い、その結果
を基に、嵌合の有無や、アスペクト比の違いにおける壁倍率、荷重変位関係、降伏荷重時変位、
柱脚引き抜き力、面材の回転及び釘の降伏の状況など、本試験より得られる耐力壁の構造特性を
検証する。 
 その際、それぞれの試験体の性質を多面的に確認する為に、数値上の比較は一覧表形式での確
認とし、荷重変位曲線のループや包絡線による比較などを試みる。また、柱脚の引き抜き力の分
布や外周部の釘の降伏、面材合板の挙動などから試験体の特定変形角毎の変化を確認する。 
 
 
４．２ 試験体と試験方法 
 試験体を図 4･2･1、試験体名、仕様を表 4･2･1に示す。試験方法は、文献 27）の「鉛直構面の
面内せん断試験」における「①柱脚固定式」に準拠して行い、「鉛直構面の剛性と許容せん断耐
力の計算」により、真のせん断変形角にて評価した。 
 特定変形角は当書籍通り、1／450rad、1/300rad、1/200rad、1/150rad、1/100rad、1/75rad、
1/50rad を正負交番繰り返しで 3ステップずつ行い、1/50rad 以降は終局まで単調加力を与えて
破壊した。 
 本試験では柱脚引き抜き力も測定するため、間柱部分にも柱材を用いる構成とした。各試験体
は同じフレームで面材を試験毎に交換し、それぞれ 2体ずつ実施した。その際、各試験の最大変
位は、同一仕様における 1体目の試験体では、𝑃𝑚𝑎𝑥を超え 0.8𝑃𝑚𝑎𝑥の時点で終了し、２体目は変
形角が 1/15rad になるまで加力した。 
標準的な変位計以外に、軸材と合板の相対変位と、各柱の柱頭柱脚の引き抜き変位を計測した。
柱頭柱脚の変位計は図の簡略のため省略する。 
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図 4･2･1 ２P試験体(左) ３P 試験体(右) 
 
表 4･2･1 試験体名一覧 
 
 
表 4･2･2 試験体仕様 
 
 
試験体高さは試験機の都合により 2600 ㎜、釘種は３P 試験体に於いては CN65 及び N50、２P
試験体は CN65のみとし、釘ピッチはすべて 100 ㎜とした。釘の縁空きはモジュール芯より１５
㎜とした。構造用合板はカラマツ 5 プライ、厚さ 12㎜、JAS特類 2級を用いた。 
 嵌合セットのアスペクト比は、２章の試験結果より、破壊性状の異なる 1:2及び 1:4とした。
1:2 は凸部根元のせん断破壊で降伏するが、1:4 は突合面のめり込み破壊で降伏する。嵌合部分
の具体的な寸法は、凸部の突合面長を 10 ㎜、せん断長は 1：2 では 20 ㎜、1：4 では 40 ㎜とし
た。図 4･2･2に示す。 
荷重P
26
00
900 900 900
荷重 P
26
00
900 900
ロードセル
変位計
変位計
変位計
変位計
変位計
変位計
ロードセル
試験体名 型 釘 嵌合 試験体名 型 釘 嵌合 試験体名 型 釘 嵌合
2P65-2-1 2P CN65 １：２ 3P65-2-1 3P CN65 １：２ 3P50-2-1 3P N50 １：２
2P65-2-2 2P CN65 １：２ 3P65-2-2 3P CN65 １：２ 3P50-2-2 3P N50 １：２
2P65-4-1 2P CN65 １：４ 3P65-4-1 3P CN65 １：４ 3P50-4-1 3P N50 １：４
2P65-4-2 2P CN65 １：４ 3P65-4-2 3P CN65 １：４ 3P50-4-2 3P N50 １：４
2P65-N-1 2P CN65 嵌合無 3P65-N-1 3P CN65 嵌合無 3P50-N-1 3P N50 嵌合無
2P65-N-2 2P CN65 嵌合無 3P65-N-2 3P CN65 嵌合無 3P50-N-2 3P N50 嵌合無
サイズ 平均密度
㎜ kg/m3
柱 スギ 105×105 410
土台 スギ 105×105 430
梁 ベイマツ 105×180 560
合板 カラマツ 5プライ12t 510
部位 樹種
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図 4･2･2 実大試験における嵌合部分のアスペクト比と実際の寸法 
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４．３ 試験結果 
 本節では試験結果の一覧を表とグラフで示し、試験によって得た値を評価する。評価の方法は、
数値の表による比較、加力ループの形状による比較、荷重変位関係の包絡線による比較、面材の
挙動の検証、嵌合突合せ面の荷重変位関係の検証と写真による確認、柱脚の引抜力の検証、構面
の最外端に打たれた釘の降伏の検証など多角的な現象を個別に検証する。また、個々の試験体の
データは、４．７節 データ、において示す。 
 
 
４．３．１ 荷重一覧表 
試験結果の荷重一覧を表 4･3･1～4･3･3に示す。表中の(0.2 ∙ 𝑃𝑢/𝐷𝑠)は終局耐力と塑性率から求
める荷重とする。表は２P-CN65（２P に CN65 釘を打ち付けた試験体）、３P-CN65（３P に CN65
釘を打ち付けた試験体）、３P-N50（３Pに N50釘を打ち付けた試験体）の３組を示す。 
ここでは一覧表より壁倍率の決定要因を確認する。 
 
耐力壁の壁倍率は、まず表中の(1)降伏荷重𝑃𝑦、(2)2/3𝑃𝑚𝑎𝑥、(3)特定変形角時（ここでは 120rad）
における荷重、(4)終局耐力と塑性率から求める値0.2 ∙ 𝑃𝑢/𝐷𝑠、の 4種類の荷重の内、最小値を求
めて基準耐力𝑃0とする。それを試験体の壁長で除して単位長さ辺りの荷重とした後、壁倍率が１
倍相当の数値である 1.96kN で除した値を壁倍率とする。 
 
表 4･3･1の２P-CN65の一覧を見ると、(1)～(4)の荷重の内、嵌合連結した試験体では(4)の0.2 ∙
𝑃𝑢/𝐷𝑠が最小となり、壁倍率となったのに比べ、嵌合無し試験体では(3)特定変形角時の荷重が壁
倍率となった。 
さらに詳しく見ると、嵌合連結合板による試験体（以下、嵌合連結試験体と呼ぶ）では、(1) 𝑃𝑦 
と(2) 2/3𝑃𝑚𝑎𝑥が(3)と(4)に比して大きく、最小値である基準耐力𝑃0は、(4) 0.2 ∙ 𝑃𝑢/𝐷𝑠で決まっ
たのに対して、嵌合無し試験体では(1) 𝑃𝑦 (3)120rad (4) 0.2 ∙ 𝑃𝑢/𝐷𝑠の値が拮抗しており、(3) 
120radで決定した事が判る。 
 
表 4･3･1 ２P-CN65の結果一覧 
 
嵌合アスペクト比
試験体名 2P65-2-1 2P65-2-2 平均値 2P65-4-1 2P65-4-2 平均値 2P65N-1 2P65N-2 平均値
Pmax (kN) 52.5 54.1 53.3 55.2 52.9 54.1 46.8 44.1 45.4
Pmax変位 (㎜) 95.7 66.5 81.1 84.0 119.8 101.9 140.9 113.4 127.1
初期剛性 (kN/㎜) 1.0 1.2 1.1 1.2 1.2 1.2 0.9 1.0 0.9
エネルギー吸収量 6438.9 6343.8 6391.3 6686.4 6745.0 6715.7 6302.2 6287.1 6294.7
Pu (kN) 47.4 49.4 48.4 53.2 50.3 51.7 42.3 39.9 41.1
Py (kN) 28.1 29.0 28.5 35.8 27.0 31.4 23.6 22.2 22.9
2/3Pmax (kN) 35.0 36.0 35.5 36.8 35.2 36.0 31.2 29.4 30.3
Pr120rad (kN) 23.6 26.7 25.2 26.8 26.2 26.5 21.2 21.4 21.3
(0.2/Ds) x Pu (kN) 23.1 24.7 23.9 25.0 25.5 25.2 21.4 22.2 21.8
Pa (kN) 23.1 24.7 23.9 25.0 25.5 25.2 21.2 21.4 21.3
壁倍率 6.6 7.0 6.8 7.1 7.2 7.2 6.0 6.1 6.0
１　：　２ １　：　４ 嵌合無し
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次に、表 4･3･2の３P-CN65 の一覧を見ると、(1)～(4)の荷重の内、嵌合連結試験体は２P試験
体と同様に、(4)の0.2 ∙ 𝑃𝑢/𝐷𝑠が最小となり、壁倍率となったのに比べ、嵌合無し試験体では(1)
降伏荷重𝑃𝑦が最小となり壁倍率となった。 
嵌合連結試験体では、(1) 𝑃𝑦 、(2) 2/3𝑃𝑚𝑎𝑥、(3)120radが(4) 0.2 ∙ 𝑃𝑢/𝐷𝑠に比して大きく、最
小値である基準耐力𝑃0は、(4) 0.2 ∙ 𝑃𝑢/𝐷𝑠であったのに対して、嵌合無し試験体では２P 同様、
(1) 𝑃𝑦 (3)120rad (4) 0.2 ∙ 𝑃𝑢/𝐷𝑠の値が拮抗しており、(1)降伏荷重 𝑃𝑦 で決定した事が判る。 
 
表 4･3･2 ３P-CN65の結果一覧 
 
 
更に、表 4･3･3の３P-N50 では(1)～(4)の荷重の内、嵌合連結試験体は３P-CN65と同様に、(4)
の0.2 ∙ 𝑃𝑢/𝐷𝑠が最小となり、嵌合無し試験体でも(4)の0.2 ∙ 𝑃𝑢/𝐷𝑠が最小となり壁倍率となった。 
嵌合連結試験体では３P-CN65 と同様に、(1) 𝑃𝑦 、(2) 2/3𝑃𝑚𝑎𝑥、(3)120radが(4) 0.2 ∙ 𝑃𝑢/𝐷𝑠に
比して大きく、嵌合無し試験体では他の試験体同様、(1) 𝑃𝑦 (3)120rad (4) 0.2 ∙ 𝑃𝑢/𝐷𝑠の値が拮
抗している事が判る。 
 
表 4･3･3 ３P-N50 の結果一覧 
 
 
結果一覧の表すべてで、嵌合連結試験体は、(4) 0.2 ∙ 𝑃𝑢/𝐷𝑠が最小であったのに対し、嵌合無
し試験体では、それぞれ壁倍率の決定要因が異なる結果となった。 
 
嵌合アスペクト比
試験体名 3P65-2-1 3P65-2-2 平均値 3P65-4-1 3P65-4-2 平均値 3P65N-1 3P65N-2 平均値
Pmax          (kN) 72.1 76.4 74.2 72.2 77.0 74.6 53.3 56.2 54.8
Pmax変位      (㎜) 46.2 50.6 48.4 87.0 81.9 84.5 96.2 82.4 89.3
初期剛性   (kN/㎜) 2.2 2.1 2.1 2.5 2.2 2.4 1.8 1.6 1.7
エネルギー吸収量 7430.7 7582.7 7506.7 5898.3 9254.0 7576.2 5880.2 7089.3 6484.7
Pu            (kN) 67.1 71.6 69.4 65.7 69.3 67.5 46.6 50.3 48.4
(1) Py        (kN) 39.9 41.8 40.8 40.2 46.7 43.5 30.2 28.2 29.2
(2) 2/3Pmax   (kN) 48.0 50.9 49.5 48.1 51.3 49.7 35.6 37.5 36.5
(3) Pr-120rad (kN) 42.4 41.6 42.0 46.1 44.5 45.3 32.7 29.8 31.3
(4) 0.2･Pu/Ds (kN) 36.0 35.3 35.7 34.4 40.6 37.5 28.8 30.3 29.5
基準耐力P0    (kN) 36.0 35.3 35.7 34.4 40.6 37.5 28.8 28.2 29.2
壁倍率 6.8 6.7 6.7 6.5 7.7 7.1 5.4 5.3 5.5
１　：　２ １　：　４ 嵌合無し
嵌合アスペクト比
試験体名 3P50-2-1 3P50-2-2 平均値 3P50-4-1 3P50-4-2 平均値 3P50-N-1 3P50-N-2 平均値
Pmax          (kN) 70.1 67.0 68.5 65.9 71.8 68.8 49.6 47.2 48.4
Pmax変位      (㎜) 96.1 50.0 73.0 82.3 96.7 89.5 109.6 104.2 106.9
初期剛性   (kN/㎜) 2.0 1.8 1.9 2.3 2.1 2.2 1.2 1.2 1.2
エネルギー吸収量 7666.3 5210.5 6438.4 6714.3 9181.6 7947.9 6741.7 6205.9 6473.8
Pu            (kN) 62.9 59.4 61.2 61.0 65.3 63.2 43.9 42.5 43.2
(1) Py        (kN) 36.7 40.0 38.4 39.2 45.2 42.2 25.6 26.4 26.0
(2) 2/3Pmax   (kN) 46.7 44.6 45.7 43.9 47.8 45.9 33.1 31.5 32.3
(3) Pr-120rad (kN) 39.2 38.6 38.9 43.6 46.0 44.8 25.9 25.8 25.9
(4) 0.2･Pu/Ds (kN) 34.8 27.3 31.1 35.4 39.5 37.4 25.9 24.2 25.1
基準耐力P0    (kN) 34.8 27.3 31.1 35.4 39.5 37.4 25.6 24.2 25.1
壁倍率 6.6 5.2 5.9 6.7 7.5 7.1 4.8 4.6 4.7
１　：　２ １　：　４ 嵌合無し
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 嵌合アスペクト比の違いによる、構造特性係数𝐷𝑠、降伏荷重𝑃𝑦、最大耐力𝑃𝑚𝑎𝑥、初期剛性ｋの
平均値による比較を表 4･3･4 に示す。 
 
図 4･3･4 アスペクト比の違いによる各種係数 
 
 
 構造特性係数𝐷𝑠は小さいほど靭性が大きい事を示す値であるが、３P では CN65,N50 共に 1：4
の方が小さく靭性が高い事を示した。２Pに於いてはバラツキの結果、１：２と１：４が拮抗す
る結果となった。 
 降伏荷重𝑃𝑦においても 1：4 の方が大きな値を示した。初期剛性ｋにおいても 1：4 が大きい値
となった。最大荷重𝑃𝑚𝑎𝑥は 1：2、1：4共拮抗した値となった。 
 
次に嵌合無し試験体の値を１とした場合の嵌合連結試験体の各特性値の増加率を表 4･3･5 に
示す。表より２P に比べ３P の試験体で増加率が大きく、アスペクト比では 1：2 より 1：4の方
がほとんどの項目で大きい値を示した。また、壁倍率の上昇より降伏荷重𝑃𝑦の値の方が増加率の
伸びが顕著で有り、終局荷重と塑性率により決まる数値（0.2 ∙ 𝑃𝑢/𝐷𝑠）の伸びに比べ、弾性域が
伸びる傾向が確認された。 
 
表 4･3･5 嵌合連結試験体の各指標平均値の増加率 
 
 
嵌合アスペクト比による数値での評価は、1:4試験体の方がほぼすべての項目において高い結
果となり、大変形時の荷重も高い傾向を示し、嵌合連結部のめり込みによる靭性の影響が見られ
た。 
 
  
評価項目 嵌合無 １：２ １：４ 嵌合無 １：２ １：４ 嵌合無 １：２ １：４
構造特性係数Ds 0.4 0.4 0.4 0.3 0.4 0.4 0.3 0.4 0.3
降伏荷重Py　　(kN) 22.9 28.5 31.4 29.2 40.8 43.5 26.0 38.4 42.2
最大耐力Pmax  (kN) 45.4 53.3 54.1 54.8 74.2 74.6 48.4 68.5 68.8
初期剛性K  (kN/mm) 1.0 1.1 1.2 1.7 2.1 2.4 1.2 1.9 2.2
数値の大きい方を強調表示
２P　CN65 ３P　CN65 ３P　N50
評価項目 嵌合無 1:2 1:4 嵌合無 1:2 1:4 嵌合無 1:2 1:4
最大荷重 Pmax 1.00 1.17 1.19 1.00 1.36 1.36 1.00 1.42 1.42
120radの荷重 1.00 1.18 1.25 1.00 1.34 1.45 1.00 1.50 1.73
降伏荷重 Py 1.00 1.25 1.37 1.00 1.40 1.49 1.00 1.48 1.63
2/3Pmax   1.00 1.17 1.19 1.00 1.36 1.36 1.00 1.42 1.42
0.2･Pu/Ds 1.00 1.10 1.16 1.00 1.21 1.27 1.00 1.24 1.49
壁倍率 1.00 1.12 1.19 1.00 1.25 1.32 1.00 1.25 1.50
（0.2･Pu/Ds：終局耐力と塑性率から求める荷重）
３P CN65２P CN65 ３P N50
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４．３．２ 荷重変位曲線 
 すべての試験結果の荷重変異曲線を、図 4･3･1:２P-CN65、図 4･3･2:３P-CN65、図 4.3･3:３P-N50
として示す。ここでは荷重変位曲線の全体の形を評価し、加力ループの幅方向の大きさの違いや
逆 s時カーブの発生状況、大変形時の𝑃𝑚𝑎𝑥の位置とその後の伸びなどを評価する。 
 ループ内の詳しい評価と考察は第 6章に於いて行う。 
 まず図 4･3･1 で示した２P 試験体において、嵌合アスペクト比 1:2 及び 1:4の両試験体と嵌合
無し試験体におけるループ部分の幅を比較すると、嵌合連結試験体ではどれもループの幅が狭く
細長い形となっているのに比べ、嵌合無しでは全体的に幅が広く、1/100rad の 2 回目のループ
から軌跡が逆 S 字型カーブを描き、塑性化の傾向が明確になっている。嵌合有り試験体がループ
終了後 60㎜～90㎜付近で𝑃𝑚𝑎𝑥を迎えているのに比べ、嵌合無し試験体では 120 ㎜程度まで荷重
が上昇しており、単調加力時の軌跡は丸い山形になっている。 
 
図 4･3･1 荷重変位曲線 ２P CN65 
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 図 4･3･2 は、３P試験体・CN65釘による荷重変位曲線一覧だが、アスペクト比 1:2、1:4 共に
２P試験体に比べループの幅が広く、特に 1/50radの 2 回目ループから逆 S字型カーブが顕著に
なっており、この段階で構面の降伏が起きたことがうかがえる。しかし、1/75rad までのループ
は健全な状態となっている。嵌合の有無による違いを比べると、嵌合無し試験体のループが
1/100rad のループ辺りから逆 S 字形が顕著となり傾きも大きいため、早い段階から塑性化して
剛性が下がっている事がうかがえる。 
 図 4･3･1で示した２Pの試験体と比較すると、３P試験体の方が全体としてループの幅が広く
塑性域への変化が顕著であることが判る。 
 
 
 
 
図 4･3･2 荷重変位曲線 ３P CN65 
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図 4･3･3 は、３P試験体・N50 釘の一覧だが、アスペクト比 1:2、1:4共に３P・CN65 同様 1/50rad
よりループが逆 S 字型となり、塑性化が確認できる。嵌合無しでは 1/100rad辺りで逆 S字型カ
ーブが顕著となった。𝑃𝑚𝑎𝑥時変位𝛿𝑃𝑚𝑎𝑥は嵌合有り試験体が 80 ㎜～90 ㎜で有るのに対し、嵌合
無し試験体では 120㎜辺りとなっている。 
 
 ２P-CN65では嵌合連結試験体では 1/50までループの幅が極端に肥大する傾向は見られなかっ
たが、３P-CN65、３P-N50 の嵌合連結試験体では 1/50radから塑性化が顕著となり、嵌合無し試
験体では 1/100rad 辺りから変化が起きている事が判る。 
 𝑃𝑚𝑎𝑥時変位𝛿𝑃𝑚𝑎𝑥は全体的に、嵌合無しが嵌合有りに比べて大きい事が判った。 
 
 
 
図 4･3･3 荷重変位曲線 ３P N50 
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４．３．３ 包絡線の比較に見る特徴 
 前節で示した荷重変位曲線では、ループの繰り返しによる線が多いため、異なる試験体のグラ
フ同士を重ねて比較する事は困難である。そのため、本節では荷重変位関係の包絡線により、性
質の異なる試験体の特徴を比較解析する。 
 まず、２P-CN65、３P-CN65、３P-N50 の 3カテゴリーに分け、その中で、嵌合の有無及び嵌合
のアスペクト比の違いによる性質を評価する。 
図 4･3･4 より、嵌合連結された試験体（グラフ中ではアスペクト比 1:2の試験体を 2-1、2-2、
1:4の試験体を 4-1、4-2 と表記）は、嵌合無しの試験体（グラフ中では N-1、N-2 と表記）に比
べ初期剛性や最大荷重𝑃𝑚𝑎𝑥が高く荷重変位関係からみた両者の違いは明らかである。その特徴と
しては、嵌合連結された試験体では、嵌合の無い試験体に比べ大荷重𝑃𝑚𝑎𝑥時の変位𝛿𝑃𝑚𝑎𝑥が小さ
く、更に嵌合のアスペクト比 1:2の試験体である 2-1、2-2は 70㎜～100 ㎜程度であるのに対し
てアスペクト比 1:4の試験体 4-1、4-2 では 100㎜～120 ㎜となっており、150㎜程度まで荷重が
低下せずに変位が増大する傾向が見られた。これは 1:4 の試験体で、より靭性の傾向が現れた事
に由来すると考えられる。 
降伏荷重𝑃𝑦時の変位𝛿𝑦を比較すると、嵌合の有無にかかわらず比較的近い値となっている事が
判る。しかし、降伏荷重𝑃𝑦自体の値は、アスペクト比 1:4、1:2、嵌合無しの順番で小さくなっ
ている。降伏荷重が高い分だけ線形部分の長さも長くなり、弾性域が広がる事を示している。 
 
 
 
 
図 4･3･4 ２Pモジュール＋CN65釘の試験体 
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 次に３Pモジュール＋CN65 釘の試験体を図 4･3･5に示す。２Pモジュールの試験体に比べ嵌合
連結の有無ははっきりと現れており、初期剛性も最大荷重𝑃𝑚𝑎𝑥も嵌合連結の試験体が明らかに高
い傾向となった。 
しかし、最大荷重時𝑃𝑚𝑎𝑥の変位𝛿𝑃𝑚𝑎𝑥では、２Pと同様に嵌合無しの方が大きい値となっている。
つまり、嵌合連結した方がピークを早い段階で迎える事が判る。 
 初期剛性で見ると、嵌合連結した試験体の初期剛性は嵌合無しに比べ相当に大きい値となって
おり、最も荷重の差が大きい変位 50㎜辺りでは最大で約 30kN程度の差となった。グラフの形か
らも、線形部分の長さが長い事が確認できる。 
 降伏荷重𝑃𝑦時の変位𝛿𝑦は２P同様比較的近い値となったが、荷重自体は２P 試験体と同様に嵌
合連結の試験体の方が高い値となった。 
 アスペクト比 1:2と 1:4 の比較では、1:4 の方が、若干初期剛性が高い傾向となった。大変形
時の荷重の状態では、1:4 の方が高い傾向となり、２P、３Pとも嵌合アスペクト比 1:4の方が耐
力壁の性能としては高い傾向を示した。 
 
 
 
 
図 4･3･5 ３Pモジュール＋CN65釘の試験体 
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 次に３Pモジュール＋N50 釘の試験体を図 4･3･6に示す。前項の３P＋CN65（図 4･3･5）に比べ
ると全体的に荷重が小さくなっている。CN65同様、嵌合連結試験体は嵌合無しに比べ初期剛性、
最大荷重とも大きな差が出ており、嵌合連結の効果が明確となっている。 
 嵌合アスペクト比 1:2 と 1:4で比較すると、1:4 の方が、初期剛性の値が高い傾向となった。
降伏荷重𝑃𝑦時の変位𝛿𝑦はこれまでの他の試験同様に嵌合の有無に関係なくほぼ近い値となった。 
  
 
 
図 4･3･6 荷重変位曲線の比較 
 
図 4･3･4～4･3･6までに示したグラフから見る傾向としては、嵌合連結試験体では変形角 1/75rad
程度まではほぼ直線に近いグラフ形状を示しているが、嵌合無しでは 1/300rad から 1/200rad
辺りで 2 次勾配に変化しており、剛性が急に変化している事が判る。この事から、嵌合連結した
鉛直構面では弾性域を保つ線形部分の長さが長い傾向が示された。この事は前節で示したループ
途中での剛性の変化と一致しており、嵌合連結構面の弾性域の長さを示す資料となる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
次に嵌合試験体で CN65 の釘を使用した、２P と３P試験体の包絡線を図 4･3･7に示す。 
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図より、２P に比べ３P 試験体の方が、働き幅が大きいため全体の荷重も大きくなっている。
降伏点𝑃𝑦の位置では、２P試験体の方が３Pに比べ降伏荷重時における変位が大きい事が判る。 
両試験体とも、アスペクト比 1:4の方が 1:2に比べて初期剛性ｋが若干高い事が形の上からも
判る。 
 
 
図 4･3･7 CN65 を使用した２P、３P の嵌合連結試験体の包絡線と降伏点位置 
 
図 4･3･8 に、嵌合無し試験体の２P及び３P試験体の包絡線と降伏点位置を示す。これより、
２P試験体の方が𝑃𝑚𝑎𝑥時の変位𝛿𝑃𝑚𝑎𝑥、降伏荷重𝑃𝑦時の変位𝛿𝑦共に大きい事が判る。 
 
 
図 4･3･8 嵌合無しの２P、３P試験体の包絡線と降伏点位置 
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４．３．４ 嵌合連結部の降伏 
本節では、嵌合連結部の降伏位置を、試験体に設置した各変位計の値より図示したグラフから
特定し、試験体毎の特徴を検証し、実際の変形角毎の嵌合部の変形と破壊性状を写真において確
認する。 
 
壁の水平変位δと嵌合突合せ部の変位𝛿𝑘の関係を図 4･3･9に示す。図は２P-CN65及び３P-CN65、
３P-N50 の 3 カテゴリーとし、横軸には壁の水平変位δ、縦軸には嵌合突合せ部の変位𝛿𝑘（図中
では嵌合変位とする）を示す。また図中には 1/75radと 1/50rad の水平変位位置を示した。２P
試験体では、1試験体に対して嵌合部は中央のみの 1カ所であるが、３P試験体の場合には左右
の 2カ所とする。図の煩雑さを避けるため、３Pの図中の左右の嵌合変位グラフの線種表記を同
一とした。また図中では、アスペクト比 1:2の 1 体目を 2-1、2体目を 2-2と略記号表記とした。 
 
図より、試験体への荷重上昇による水平変位δの増加に伴い、嵌合突合せ部の変位𝛿𝑘もリニア
に増大し、δの増加途中において、それまでのグラフの傾きが大きく変化するポイントが見られ
る。その傾きの変化するポイントに於いて嵌合部がその最大耐力を超え、破壊が進行し始めると
考えられる。ここでは便宜上この現象を持って嵌合連結部の降伏と位置づける。 
 
嵌合連結部の降伏は、2P-CN65では水平変位 59～72㎜で、3P-CN65では 30～49 ㎜で、３P-N50
では 32～52 ㎜で生じた。この事から、3P試験体の方が２P試験体に比べて早い段階で破壊が進
む事が判る。また、アスペクト比 1:2の方が、嵌合突合せ部の降伏変位のばらつきが小さく、3P
試験体では釘の種類にかかわらず、1:4 の方が早い段階で降伏し破壊が進行する事が判った。 
 
 嵌合連結部が降伏する前の嵌合突合せ部の変位の増加は、各カテゴリーともリニアに上昇する
が、その比例範囲におけるそれぞれの違いを比較する為、水平変位 30 ㎜における嵌合突合せ部
の変位𝛿𝑘を一覧にして表 4･3･5 に示す。 
 表より、２P試験体では３P の各試験体に比べ𝛿𝑘が小さく、更に 1:2に比べ 1:4が小さい値と
なった。３P-CN65及び３P-N50 の試験体では 1:2と 1:4の平均値の値は比較的拮抗している事が
判る。 
 この事から、降伏前では２P 連結の方が３P 連結に比べ嵌合突合せ部の変位が小さい事が判っ
た。 
 
表 4･3･5 水平変位 30 ㎜における嵌合突合せ部の変位𝛿𝑘の値 
 
試験体 アスペクト比 平均δk 試験体 アスペクト比 平均δk 試験体 アスペクト比 平均δk
2P 1:2 1.93 3P 1:2 2.55 3P 1:2 2.63
CN65 1:4 1.55 CN65 1:4 2.67 N50 1:4 2.49
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図 4･3･9 嵌合突合せ部の変位𝛿𝑘と試験体の水平変位δの関係 
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 嵌合突合せ部の変位𝛿𝑘を試験体毎に写真により検証する。これは嵌合連結部にあらかじめマー
クしておいた線を、変形角毎に撮影した物で、それぞれの変形角における変位𝛿𝑘のおおよその推
移を目視により行うためである。貼り付けてある紙は市販の方眼紙を短冊状にしたもので、変位
の大まかな測定を可能とした。以降、この目盛り機構をインジケーターと呼ぶ。図 4･3･10。 
 
 
 
 
図 4･3･10 インジケーターの様子 
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 写真中に示した破線による円は、変形量が増大して嵌合連結部が降伏したと考えられる部位に
印しを付記し、理解し易くしたものである。（写真には所々にデータの欠損が生じた部分もある） 
 
 図 4･3･11 にアスペクト比 1：2の２P65-2-1試験体の嵌合連結部の各変形角におけるインジケ
ーターの状態を一覧にする。前項の図 4･3･9 における２P-CN65 での 1/50rad 時の嵌合突合せ部
の変位𝛿𝑘を見ると 2.5㎜程度となっており、1/50rad 時点ではまだ嵌合連結部の降伏は起きてい
ない事が、本項のインジケーターの目盛りからも読み取れる。この後、試験体の水平変位が 59
㎜～72 ㎜までの間に２P 試験体のそれぞれの嵌合突合せ部が最大耐力を超えて連結部が降伏す
る事となる。「終局」として記された写真は降伏をした後の状況である。 
 
図 4･3･11 2P65-2-1 嵌合部破壊性状 
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 図 4･3･12 に２P65-2-2試験体のインジケーターの記録を示す。これも、1/450rad から 1/50rad
までの間に、徐々に嵌合突合せ部の変位𝛿𝑘が増大していき、1/50radを超えた後に嵌合連結部が
降伏した様子を示している。終局は合板凸部の表層単板が外れ、2層目以深の直交層の繊維が曲
げ変形を起こし、全体としては凸部のせん断破壊となった。 
 
 
図 4･3･12 2P65-2-2 嵌合部破壊性状 
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図 4･3･13にアスペクト比 1：4 の２P65-4-1 試験体のインジケーターの記録を示す。これも前
項の２P65-2-2試験体同様、1/450radから 1/50radまでの間に、徐々に嵌合突合せ部の変位𝛿𝑘が
増大していき、1/50radを超えた後に嵌合連結部が降伏した様子を示している。終局の様子は、
突合せ部がめり込み破壊の後、凸部の表層単板が外れ、せん断破壊と似た形になった。 
 
 
 
図 4･3･13 2P65-4-1 嵌合部破壊性状 
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 図 4･3･14 に２P65-4-2によるインジケーターの記録を示す。 
図 4･3･13同様、1/50rad では嵌合部の降伏による変形は起きていない事が判る。 
 
 
図 4･3･14 2P65-4-2 嵌合部破壊性状 
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 図 4･3･15 に、嵌合無しの試験体２P65-N-1 のインジケーターの記録を示す。 
 嵌合が無い構面では 1/100rad 辺りから接合面の変位が増大している事が判る。 
 
 
図 4･3･15 2P65-N-1 嵌合部破壊性状 
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 図 4･3･16 に２P65-N-2の記録を示す。これも最外端の釘の降伏が起こり始める 1/100rad で変
位が増大している。 
 
 
図 4･3･16 2P65-N-2 嵌合部破壊性状 
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 図 4･3･17、4･3･18に３P試験体である３P65-2-1、2-2 を示す。３P 試験体は嵌合部が 2 カ所
あるため、左右の記録を並べて示す。３Pの構面では 1/50rad で嵌合部が破壊し構面全体の変位
も進む。 
 
図 4･3･17 3P65-2-1 嵌合部破壊性状 
 
図 4･3･18 3P65-2-2 嵌合部破壊性状 
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 図 4･3･19、4･3･20に３P-CN65の試験体の記録を示す。1/50rad で大きく変形が進んだ事が判
る。手前の 1/75rad では変形はわずかである事が判る。 
 
図 4･3･19 3P65-4-1 嵌合部破壊性状 
 
図 4･3･20 3P65-4-2 嵌合部破壊性状 
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 図 4･3･21、4･3･22に嵌合の無い試験体、３P65-N-1、N-2の記録を示す。 
嵌合が無いと 1/100rad 辺りから変位が増大している事が判る。 
 
図 4･3･21 3P65-N-1 嵌合部破壊性状 
 
図 4･3･22 3P65-N-2 嵌合部破壊性状 
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 図 4･3･24、4･3･25 に３P で N50 釘を用いた３P50-N-1、N-2 の記録を示す。1 体目の N-1 では
右側の嵌合部が先に降伏している事が判る。N-2 では 1/50rad で両方の嵌合部が降伏して破壊し
ている事が判る。 
 
図 4･3･24 3P50-2-1 嵌合部破壊性状 
 
図 4･3･25 3P50-2-2嵌合部破壊性状 
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 図 4･3･26、4･3･27にアスペクト比 1：4である３P50-4-1、4-2 の記録を示す。これも 1/50rad
で嵌合部が降伏破壊を起こしていることが判る 
 
 
図 4･3･26 3P50-4-1 嵌合部破壊性状 
 
図 4･3･27 3P50-4-2 嵌合部破壊性状 
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 図 4･3･28、4･3･29に N50 釘の３P嵌合無し試験体の記録を示す。 
他の嵌合無し試験体同様に、1/100rad を過ぎると変位が増大している事が判る。 
 
図 4･3･28 3P50-N-1 嵌合部破壊性状 
 
図 4･3･29 3P50-N-2 嵌合部破壊性状 
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４．３．５ 最外端の釘の降伏と Pick Point による試験体の降伏の関係 
 本節では試験体の最外端に打ち付けられた釘の変位を、設置した変位計のデータから計算によ
り求め、構面全体の水平変位δと釘の変位𝛿𝑛𝑥𝑦の関係を調べ、釘の降伏と構面全体の降伏との関
係を調べる。構面の降伏は文献 15)の 6.3.5 耐力壁の評価方法により、荷重変位関係の包絡線図
からの図形処理により求める。図 4･3･30に釘の位置及び最外端の釘の変位𝛿𝑛𝑥𝑦の求め方を示す。 
  
 
図 4･3･30 最外端の釘の位置と変位（㎜） 
 
 木造軸組工法住宅の許容応力度設計２００８年版 15)には鉛直構面の降伏荷重の求め方が示さ
れている。降伏荷重𝑃𝑦を求めるためには降伏変位𝛿𝑝𝑦を特定する事が必要となり、その根拠とな
っている考えは、最外端に打たれた隅釘の降伏が、構面全体の降伏の始まりとする事である。そ
のため、本章の鉛直構面の実大試験に於いても 4 隅の釘の変位及び軸材と合板の挙動を調べる変
位計を設置して、それらの変位を測定した。 
 図 4･3･31、4･3･32に３P-CN65 の釘の変位と構面の変形角の関係図を示す。図の縦主軸には釘
の変位𝛿𝑛𝑥𝑦（㎜）と横軸には構面の特定変形角の各加力ループのステップ数、縦 2軸には試験体
に加力される荷重（kN）を現す。ターゲットとする釘の降伏変位は文献 15)に示す通り既知の値
であり、CN65は 2.5㎜、N50 は 2.1㎜である。 
 各特定変形角における最外端の釘の変位𝛿𝑛𝑥𝑦は、試験体構面の変形に伴い増大し、前述の値を
超えると当該構面が降伏したと位置づける。グラフには𝛿𝑛𝑥𝑦が降伏値を超えた値に印を記入し、
併せて、PickPoint30)による構面の降伏位置と降伏荷重𝑃𝑦をプロットした。 
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 図 4･3･31 に示した３P-CN65の試験体では、釘の降伏位置は嵌合連結試験体では 1/100rad の
位置で起こり、嵌合無しでは 1/75rad であった。PickPoint の降伏位置と比べると、アスペクト
比 1：2では PickPoint30)と釘の降伏が 1/100rad 内にあり、リンクしている事が判る。1：4では、
釘の降伏が 1/100radであるに対し、PickPoint では 1/75rad と 1/100rad にばらついた。嵌合無
し試験体では釘の降伏変位は嵌合連結に比べ 1段階後のループで有り、PickPoint との差が測定
された。 
 
 
 
 
 
図 4･3･31 ３P-CN65の最外端釘の降伏位置と PickPoint30)による降伏点の関係 
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 図 4･3･32 に３P-N50 釘の試験体の結果を示す。N50は釘の降伏位置はすべて 1/100rad のルー
プ内にあり、PickPoint による降伏点も同ループ内にすべて有る事が判った。前項の CN65の試
験体では嵌合無しの釘の降伏位置が 1/75rad 内で有ったのに対し、N50では 1/100rad となり、
釘の耐力が CN65に比べ小さいため、早い段階での降伏となった可能性が有る。 
 荷重のグラフの動きでは、嵌合連結の方は 1/200rad 辺りまでは 1ステップ目の荷重と２、３
ステップ目の荷重の大きさにあまり変化がなく、グラフは水平に近い状態になっているのに対し、
嵌合無し試験体では 1/300rad 辺りからすでに、グラフには右下がりの勾配がついている事が判
る。これは、嵌合無し試験体では早い段階から構面の抵抗力に繰り返し加力に対するダメージが
発生しているものと思われる。 
 
 
 
図 4･3･32 ３P-N50の最外端釘の降伏位置と PickPoint による降伏点の関係 
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４．３．６ 面材合板の挙動 
伝統工法の床構面には小幅板を並列に打ち付けた床を構成する事が一般的で有るが、その目地
間に、せん断抵抗力を持ったダボ等のせん断キーを組み込み構面全体のせん断抵抗力を増すため
の研究はこれまで散見された。既往の研究の節でも述べた文献 12）では、それぞれの板間にせ
ん断力を伝達するせん断キーを組み込みこんだ場合、せん断キーのせん断力が小さい場合には、
それぞれの小幅板が個別に回転する「回転モードⅠ」となるが、板間のせん断キーのせん断力が
大きい場合には、小幅板間のずれは少なくなり、構面全体で回転する挙動である「回転モードⅡ」
となる。そして実際の回転モードはそのモードⅠとモードⅡの合成値となる事が述べられている。
それを、本研究に置き換え、小幅板を各合板に、せん断キーを嵌合抵抗力として、実際の回転を
考えて見る。図 4･3･32 に示す様に、個別に回転する「回転モードⅠ」に加え、一体化して回転
する「回転モードⅡ」の挙動が合成されて実際の回転となる事が予想される。ここで図中の𝜃𝑦Ⅰ
は各合板のそれぞれの回転角を表し、𝜃𝑦Ⅱは構面全体が一体的に回転する場合の全体の回転角を
表す。それぞれの合板の実際の回転角は、𝜃𝑦Ⅰ＋𝜃𝑦Ⅱとなる。 
 
図 4.3.32 面材間に応力伝達が存在する場合の回転 12) 
 
 本節では、各合板の挙動を見るためのターゲットとして、土台に打ち付けられた各釘頭の位置
を図形としてプロットする事により、回転の状況を確認する事とした。 
 土台は試験体の部位の中でも最も固定度が高く、試験体が試験機のフレームに取り付けられた
状態で終局破壊に至るまで元の状態を維持する部材であるため、釘の挙動を把握しやすいためで
ある。 
 測定した変位は各柱とその柱に打ち付けられた合板との間の縦ズレによる変位及び、柱への引
き抜き力による柱脚部の浮き上がりの変位より、合板の下端の傾きを特定して各釘の位置を推定
し、それを特定変形角毎に図示する事により行った。その結果を図 4･3･33～図 4･3･34 に示す。 
 4.3.4節に於いて、嵌合突合せ部の変位𝛿𝑘は嵌合セットの降伏後、急速に拡大する挙動を示し
たが、変位が増大すると図 4･3･32 中の𝜃𝑦Ⅰが増大し、個別回転であるモードⅠが卓越すること
となる。そのため、本節では嵌合セットが明らかに降伏する 1/50rad の変形角の前の段階である
1/75radまでの特定変形角時における釘の位置を図示する事で、それぞれの変形角による合板の
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回転挙動の推移を見ることとした。 
ここで、各特定変形角は 4.2 節に示したものと同様となる。 
 図では縦軸に土台面の釘頭の上下の変位、横軸には釘の打ち付け位置を表した。最も左の釘を
0 ㎜として示し、右端の釘を 2700 ㎜とした。柱間の１モジュールによる離隔距離は 900 ㎜であ
るため、900 ㎜と 1800 ㎜の位置がそれぞれの合板の継ぎ目の位置となる。 
 図 4･3･33 に３P-CN65釘の結果を示す。上段が 1 体目、下段が２体目であり、左からアスペク
ト比 1:2（3P65-2-1）、1:4(3P65-4-1)、嵌合無し(3P65-N-1)の順に並べた。 
 各図とも、変形角 1/150rad までは傾きが進行する割合がほぼ一定であるのに対し、1/100、1/75
と傾きの変化の割合が大きくなっている事が判る。嵌合連結された 1:2と 1:4では、合板の中心
位置同士を結んだ線が大きく傾いており、それぞれの合板も個別に回転している事が判る。それ
に比べて右の嵌合無しは、合板の中心を結んだ全体の傾きはわずかで有り、個々の合板による変
形が支配的となっている。 
 
この事から、嵌合連結を有する試験体では、個別の合板の回転に加え、構面全体の回転が加わ
り実際の回転となっている事が判る。これは前述した、「実際の回転＝𝜃𝑦Ⅰ＋𝜃𝑦Ⅱ」と同じであり、
図右に示した N-1、N-2 の嵌合無し試験体では個別回転である𝜃𝑦Ⅰが卓越し、𝜃𝑦Ⅱはわずかである
事が判る。 
 
 
図 4･3･33 ３P-CN６５釘における結果 
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 図 4･3･34 に３P-N50 釘の結果を示す。嵌合無し試験体である N-1、N-2では、構面全体の回転
角𝜃𝑦Ⅱは殆ど見られず、個々の合板の回転角𝜃𝑦Ⅰのみであるのに比べ、嵌合連結を持つ 1:2 と 1:4
は、図 4･3･33の CN65 の結果同様、「実際の回転＝𝜃𝑦Ⅰ＋𝜃𝑦Ⅱ」となっており、前試験体同様、回
転角 1/100 から回転角の変化率が大きくなっている事が判る。 
 
 
図 4･3･34 ３P N50釘試験体の結果 
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４．３．７ 柱脚の引き抜き力 
鉛直構面に作用する水平力により構面の面材は回転力を受ける。ここで合板同士の応力伝達が
小さいか、もしくは無い場合では図 4･3･32 に示す様に、各合板が別々に回転する回転モードⅠ
で示した「個別回転」となり、応力伝達力が大きい場合には、回転モードⅡで示した「一体回転」
となる。構面に打たれた面材は回転しながらそれぞれの柱脚部を介して、土台との間に圧縮力や
引抜力が発生する。 
 
個別回転では隣り合う合板同士の中間部に位置する柱では、打たれた釘によるせん断力がそれ
ぞれ反対方向に作用して結果として相殺し合うが、合板の片側のみが打たれた端部の柱では、そ
の柱脚部に大きな圧縮力、引抜力がかかる。しかし、ｂの一体回転では全体が回転する事で、全
体の柱脚部で圧縮力と引抜力を負担する為、aに比べて端部柱の柱脚部に掛かる力の絶対値が小
さくなると考えられる。本節ではそのような柱脚への負荷の度合いを調べる事により構面の回転
の様子を検証する。 
 
 
 
 
 
 
 
図 4･3･35 回転モードと柱脚引抜力 
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 各柱脚には図 4･3･36に示す様に、外周側の柱より柱脚 1，柱脚 2，柱脚 3と柱脚番号を設定し、
センターホール型のロードセルを用いて、柱脚部に設置したホールドダウン金物と、試験機下部
レールに直接緊結された M16 ボルトにより挟まれたセルの引っ張り力を測定することにより、引
き抜き力を測定した。 
 
 
 
図 4･3･36 試験体の柱脚位置 ２P（左）と３P（右） 
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 本節で使用するグラフは、図 4･3･37 に示す通り、左側の図では、横軸に特定変形角毎の繰り
返し加力の正側の加力ステップ数を取り、縦軸には試験体への水平力の荷重と柱脚の引抜力を示
す。右図では、横軸は左図と同様とし、縦軸には水平力の加力荷重に対する各柱脚部引抜力の割
合を示す。 
 図 4･3･37 に３P-CN65・アスペクト比 1：2の柱脚引抜力（左）と水平力に対する割合（右）を
示す。図中の荷重を見ると、特定変形角が大きくなるにつれて１ステップ目から 3 ステップ目ま
での荷重が右下がりになっていく事が判る。そして 1/50rad の第 1ステップから第 3ステップへ
の落差が大きくなっている部分で嵌合突合せ面が降伏して構面全体が降伏した事を現している。
その際に右側の水平荷重に対する割合のグラフを見ると、嵌合部が降伏した 1/50rad において最
外側柱である柱脚１の引抜力の割合が上昇し、反対に柱脚３の割合が減少している事が判る。こ
れは一体的に回転していた構面のつなぎ目が崩壊して回転モードが個別回転になったためだと
考えられる。 
 また、柱脚１の荷重に対する割合が初期に高く、変形が進むにつれて低くなっていく事が確認
された。これは嵌合突合せ部分の加工のバラツキによる応力集中で応力伝達力が不足していたも
のが、構面の変形の増大に伴い耐力が増大して一体回転の割合が増加したためであると推測する。
そのため、1/100rad から 1/75rad では柱脚間の引抜力の差が縮まり最外側の柱の引抜力の割合
が低下したものである。 
 
 
 
図 4･3･37 ３P65 2-1、2-2 の結果 
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 図 4･3･38 に３P-CN65・アスペクト比 1：4の柱脚引抜力（左）と水平力に対する割合（右）に
加え 4.3.4 節の嵌合変位を再度示す。この図 4･3･9は嵌合突合せ部の嵌合変位を現した図で有る
が、嵌合部分の降伏の様子をはっきりと示している。 
前項のアスペクト比 1：2 とは異なり、嵌合変位の図よりアスペクト比 1：4の試験体は 1/75rad
の時点で降伏しているため、柱脚の引抜力にも 1/75rad から個別回転への移行が見られる。最外
側柱の柱脚１は 1/100rad の変形角まで一体回転している事がグラフからもうかがえる。 
 
 
 
 
 
 
図 4･3･38 ３P65 4-1、4-2 の結果 
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 図 4･3･39 に３P-CN65・嵌合無し試験体の柱脚引抜力（左）と水平力に対する割合（右）を示
す。嵌合の無い構面では合板間の応力伝達が行われないため合板はモードⅠの個別回転となる。
しかし、３P65-N-1の右図を見ると、最外側柱以外の柱脚２、柱脚３にも引抜力が掛かっている
事が判る。これは 3枚の合板がある程度連携して一体的に回転したことを現していると考えられ
る。合板間の隙間不足による合板端部同士の接触から、合板同士の摩擦力より生じる若干の応力
伝達が有ったためである。 
 しかし N-2試験体では、柱脚２の引抜力は殆ど測定され無かったが、柱脚３の引抜力は少量だ
が測定された。その分柱脚１に大きな負荷が掛かり、引抜力の水平荷重に対する割合も６０％を
超える状態が続いた。構造計算における隣り合う耐力壁の関係はこの N-2の様な関係で有る。そ
のため、本試験における柱脚引抜力の測定に於いて、N-1は検討課題の残る結果であった。 
 
 
 
 
 
図 4･3.39 ３P65 N-1、N-2 の結果 
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 図 4･3･40 に３P-N50・アスペクト比 1：2の柱脚引抜力（左）と水平力に対する割合（右）に
加え 4.3.4 節の嵌合変位の図を再度示す。この図 4･3･9 は嵌合突合せ部の嵌合変位を現したもの
だが嵌合部分の降伏の様子を良く現している。 
 嵌合部分の降伏位置は、引抜力の水平荷重の変化からは両方とも 1/50rad で有ると考えられる
が、嵌合変位図では３P50-2-1と 2-2は嵌合部分の降伏位置が異なる。2-2は 1/50rad の位置で
降伏しているのに対して、2-1は明快な降伏点が無く試験体の水平変位 65㎜辺りから嵌合突合
せ部の変化が見られた。そのため、引抜力の割合からみた変化では、2-1は 1/50rad まで一体回
転が継続している。それに比べ、2-2では 1/50rad での降伏が明快で有るため、CN65同様に
1/50rad の変形角で個別回転に移行している事が判る。 
  
 
 
 
 
 
図 4･3.40 ３P50 2-1、2-2 の結果 
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 図 4･3･41 に３P50-4-1、4-2の結果を示す。 
 図より 3P50-4-1 の柱脚 2、柱脚 3、のロードセルの値が途中まで取得できておらずエラーで有
った。柱脚１に関しては他の試験体と比較をすると、それなりの信憑性はあるものと推察される。 
 4-2 では前項の図 4･3･40の嵌合変位より、1/75rad から降伏が始まり、1/50rad の変形角の時
に更に大きく変化したことが判る。しかし水平荷重に対する割合の図では 1/50rad の時点で大き
くモードが変わった事が判る。 
 
 
 
 
 
 
図 4･3.41 ３P50 4-1、4-2 の結果 
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 図 4･3･41 に３P50-N-1、N-2の結果を示す。 
 N50 の３P 嵌合無し試験体の柱脚引抜力の評価は、CN65の試験体と同様に、最外側柱に引抜力
の多くが掛かる結果ではあったが、柱脚２、柱脚３にも一定の割合の引抜力が掛かっているため、
これも全体として構面が回転したことを現している。しかし、嵌合連結された構面の最外側柱に
比べると荷重の負担率は大きく、個別回転であるモードⅡの回転であると考えられる。 
 
 
 
図 4･3.42 ３P50 N-1、N-2 の結果 
 
 
 引抜力のまとめとしては、嵌合連結構面の場合、回転モードが一体回転である場合は最外側の
柱の引抜力は比較的小さく、個別回転になると引抜力が増大する。 
また、嵌合無し構面による最外側柱への引抜力は、水平加力の荷重に対して６０％以上の割合
となり、すべて個別回転となる。 
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４．４ 要素試験 
 実大試験の結果を基に、3 章で示した評価式と実大試験の結果との相関を評価するため、実大
試験に使用した試験体から取り外した合板と柱を用いて、嵌合セットのせん断試験と釘の一面せ
ん断試験を行った。試験の内容と結果を示す。 
 
４．４．１ 嵌合セット試験 
 ２章の要素試験と同様の方法で嵌合セットの試験を行った。合板の平均密度は 510kg/m3。合
板の方向は２章同様表層単板の繊維方向が加力方向と平行になるようにそろえた。試験はオート
グラフ（島津製作所製）を用い、クロスヘッドスピードを毎分２㎜として圧縮力を与え、クロス
ヘッドの絶対変位を各試験体における変位とした。アスペクト比は実大試験に用いた 1:2 及び
1:4で、試験体は各６体とした。両試験の様子を図 4･4･1に、嵌合セットの結果を図 4･4･2に示
す。 
 嵌合セットの試験では、アスペクト比 1:2、1:4ともに𝑃𝑚𝑎𝑥を過ぎると急速に荷重が落ち込み、
変位の増大とともにグラフは緩勾配となった。  
 
 
 
図 4･4･1 嵌合セット 1:2（左）、1:4(右)  
 
 
図 4･4･2 1 嵌合セット当りの荷重変位曲線と平均値 
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４．４．２ 釘の一面せん断試験 
実大試験に用いた釘、合板、柱を使用した、釘の一面せん断試験を行った。釘は実大試験同様
CN65及び N50とした。試験の様子を図 4･4･3に、試験の結果を図 4･4･4、4･4･5に示す。 
 試験体はロケット型とした。実大試験で使用したスギ材の 105 ㎜角柱の両面に、これも実大試
験で使用した合板の一部から切り出した面材を、試験で使用したものと同ロットの釘で打ち付け
た物である。一試験体に用いた釘は 1 体当り 4 本とした。 スギの平均密度は 480kg/㎥、平均
含水率は 14.2％、カラマツ合板 12t の平均密度は 510kg/㎥平均含水率は 9.4％であった。 
 試験はオートグラフ（島津製作所製）を用い、面材の表層単板の繊維方向が加力方向と同方向
になる様に設置し、分速 2㎜の速度で圧縮力を与えた。変位はオートグラフのクロスヘッドの絶
対変位の値を用いた。 
 
 
図 4･4･3 釘の一面せん断 CN65（左） N50（右） 
 
 
 
図 4･4･4 CN65 釘の一面せん断試験の荷重変位曲線と釘一本当りの平均値 
 
 図 4･4･4 より、CN65 の各荷重変位曲線では、初期剛性と二次剛性は比較的揃っているが最大
荷重付近では試験体毎のバラツキが見られた。しかし平均値では丸型の曲線となった。 
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 次に N50 の一面せん断試験の結果を図 4･4･5に示す。前項で示した CN65 のグラフと比較し、
変位８㎜から１０㎜程度で最大荷重となり、その後バラツキながら平行に伸びるグラフとなった。 
 
 
図 4･4･5 N50釘の１面せん断試験の荷重変位曲線と釘 1本当りの平均値 
 
 
 
図 4･4･6 CN65 と N50 の釘 1 本当りの荷重変位曲線の比較 
 
 CN65と N50 の釘 1本当りの平均値による荷重変位曲線の比較を図 4･4･6 に示す。CN65は大き
なピークを持った丸い形であるのに比べ N50ではマクラ型の横長の変位曲線となった。これは要
素試験に於ける「ロケット型試験体」に打ち付けられた N50の釘が変位 8㎜辺りから、せん断よ
り引抜の挙動となったためである。この事は図 4･4･5右側の図に見られる荷重変位曲線途中の細
かな上下のグラフのギザギザした動きで確認できる。つまり試験体上部の圧縮力により釘に荷重
が加えられた後、釘が引き抜けて一気に荷重が下がる現象が連続して起きた事を示している。試
験体に打たれた 4本の釘が同時に同様の挙動を示し、結果として変位が進んでも荷重が横ばいに
続く結果となったと思われる。理由としては、CN65 の直径 3.33φに比べ N50 は 2.75φと細く、
その分変形しやすく柔らかいため、母材からの引抜きが起きやすいためである。 
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４．５ まとめ 
 本章で得られた知見をキーワード毎に下記にまとめる。 
 
荷重と壁倍率 
・ 嵌合連結を有する試験体では、連結の無いものに比べて降伏荷重、最大荷重が大きく、結果
として壁倍率も大きくなった。 
・ 壁倍率決定因子としては、嵌合連結試験体では塑性率から決まる値 0.2 ∙ 𝑃𝑢/𝐷𝑠が最小である
のに対して、嵌合無し試験体では、それぞれ結果が分かれた。 
・ 嵌合無し試験体の値を１とした場合の嵌合連結試験体の各特性値の増加率では、２P に比べ
３Pの方で増加率が大きく、アスペクト比では１：２より１：４の方がほとんどの項目で大
きい値を示した。また、壁倍率の上昇より降伏荷重 Py の値の方が増加率の伸びが顕著で有
り、靭性特性の伸びに比べ、弾性域が伸びる傾向が確認された。 
・ 嵌合アスペクト比による荷重の違いは 1:4 試験体の方がほぼすべての項目において高い結
果となり、大変形時の荷重も高い傾向を示し、嵌合連結部のめり込みによる靭性の影響が見
られた。 
 
荷重変位曲線 
・ 繰り返し荷重によるループ幅を比較すると、２P、３P とも、嵌合有りではループの幅が狭
く細長いが、嵌合無しでは全体的に幅が広く、２P では 1/100rad の 2 回目のループから、
３P では 1/50rad の 2 回目ループから荷重-変位の軌跡が逆 S 字型カーブを描き、塑性化の
傾向が明確となった。 
・ 嵌合連結を持った試験体同士を比較すると、２Pに比べ３P の方がループの幅が広い。 
・ 最大荷重𝑃𝑚𝑎𝑥の時の変位𝛿𝑃𝑚𝑎𝑥は、嵌合有り試験体が 80 ㎜～90 ㎜で有るのに対し、嵌合無
し試験体では 120㎜辺りとなり、嵌合有りの方が早く𝑃𝑚𝑎𝑥となる事が判った。 
 
包絡線 
・ 降伏荷重𝑃𝑦時の変位𝛿𝑦を比較すると、連結の数（２P、３P）が増えるにつれ微増するが、全
体的に見ると比較的近い値となった。 
・ 嵌合連結した鉛直構面では弾性域を保つ線形部分の長さが長い。 
・ 降伏点𝑃𝑦の位置は、２Pの方が３P に比べ降伏荷重時における変位が大きい。 
・ アスペクト比 1:4の方が 1:2 に比べて初期剛性が若干高い 
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４．６ 試験データ 
 本節では、試験のデータを各試験体別に添付資料の形で示す。 
 
試験体名の一覧表を表 4･3･5 に示す。 
 
 
 
表 4･3･5 試験体一覧表 
 
 
 
 
 
 
  
試験体名 型 釘 嵌合
2P65-2-1 2P CN65 １：２
2P65-2-2 2P CN65 １：２
2P65-4-1 2P CN65 １：４
2P65-4-2 2P CN65 １：４
2P65-N-1 2P CN65 嵌合無
2P65-N-2 2P CN65 嵌合無
2P-CN65 試験体
試験体名 型 釘 嵌合
3P65-2-1 3P CN65 １：２
3P65-2-2 3P CN65 １：２
3P65-4-1 3P CN65 １：４
3P65-4-2 3P CN65 １：４
3P65-N-1 3P CN65 嵌合無
3P65-N-2 3P CN65 嵌合無
3P-CN65 試験体
試験体名 型 釘 嵌合
3P50-2-1 3P N50 １：２
3P50-2-2 3P N50 １：２
3P50-4-1 3P N50 １：４
3P50-4-2 3P N50 １：４
3P50-N-1 3P N50 嵌合無
3P50-N-2 3P N50 嵌合無
3P-N50 試験体
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４.６ 3P65-2-1 試験データ 
 
 
 
図(a) 加力前 定点   図(b) 試験体概要図 
 
 
図(c) 荷重変位曲線 
 
 
図(d) pickpoint30)解析図 
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４.６ 3P65-2-1 試験データ 
表(a) 解析結果一覧 
 
 
表(b) 壁倍率決定表 
 
 
表(c) 特定変形角での荷重 
 
 
 
図(e)  1/50rad 時の損傷      図(f) 終局時の損傷 
嵌合アスペクト比 １：２
最大荷重 Pmax 72.05 kN
Pmax時変位 46.22 ㎜
初期剛性 K 2.19 kN/㎜
エネルギー吸収量 7430.69 kN・㎜
終局耐力 Pu 67.08 kN
塑性率 μ 4.11
構造特性係数 Ds 0.37
rad. mm 1回目 2回目 3回目 1回目 2回目 3回目
1/450 ±5.78 15.58 16.18 15.58 -17.38 -16.78 -17.23
1/300 ±8.67 22.02 21.42 21.57 -23.82 -22.62 -22.92
1/200 ±13.00 29.96 29.06 29.06 -31.61 -31.76 -31.01
1/150 ±17.33 38.20 34.90 34.90 -40.90 -39.10 -37.90
1/100 ±26.00 48.54 46.74 46.44 -55.28 -52.13 -50.48
1/75 ±34.67 58.27 54.38 52.73 -64.71 -60.82 -58.87
1/50 ±52.00 72.05 58.42 52.88 -71.75 -61.42 -55.58
Pmax 50.84 72.05
0.8Pmax 135.2 56.62
正方向　（＋）　kN 負方向　（－）　kN3P65-2-1
降伏耐力 Py 39.86 kN
2/3Pmax 48.04 kN
1/120rad時の耐力 42.42 kN
(0.2/Ds) × Pu 36.04 kN
Pa 36.04 kN
壁倍率 6.81 倍
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４.６ 3P65-2-2 試験データ 
 
図(a) 加力前 定点  図(b) 試験体概要図 
 
 
図(c) 荷重変位曲線 
 
 
図(d) pickpoint30)解析図 
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４.６ 3P65-2-2 試験データ 
表(a) 解析結果一覧 
 
 
表(b) 壁倍率決定表 
 
 
表(c) 特定変形角での荷重 
 
 
 
図(e)  1/50rad 時の損傷    図(f) 終局時の損傷 
嵌合アスペクト比 １：２
最大荷重 Pmax 76.40 kN
Pmax時変位 50.57 ㎜
初期剛性 K 2.05 kN/㎜
エネルギー吸収量 7582.65 kN・㎜
終局耐力 Pu 71.64 kN
塑性率 μ 3.54
構造特性係数 Ds 0.41
降伏耐力 Py 41.78 kN
2/3Pmax 50.93 kN
1/120rad時の耐力 41.64 kN
(0.2/Ds) × Pu 35.30 kN
Pa 35.30 kN
壁倍率 6.67 倍
rad. mm 1回目 2回目 3回目 1回目 2回目 3回目
1/450 ±5.78 12.13 11.24 10.94 -14.83 11.24 -15.13
1/300 ±8.67 17.83 17.23 17.38 -21.72 -21.72 -20.37
1/200 ±13.00 25.92 26.51 24.87 -31.31 -29.81 -29.21
1/150 ±17.33 35.20 33.71 33.26 -37.90 -37.60 -37.30
1/100 ±26.00 48.39 46.44 45.09 -51.68 -48.83 -47.94
1/75 ±34.67 59.17 55.88 53.93 -61.72 -58.72 -56.92
1/50 ±52.00 76.40 60.37 54.53 -67.71 -60.22 -55.43
Pmax 53.58 76.40
0.8Pmax 127.26 60.97
3P65-2-2 正方向　（＋）　kN 負方向　（－）　kN
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４.６ 3P65-4-1 試験データ 
 
図(a) 加力前 定点  図(b) 試験体概要図 
 
 
図(c) 荷重変位曲線 
 
 
図(d) pickpoint30)解析図 
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４.６ 3P65-4-1 試験データ 
表(a) 解析結果一覧 
 
 
表(b) 壁倍率決定表 
 
 
表(c) 特定変形角での荷重 
 
 
 
図(e)  1/50rad 時の損傷    図(f) 終局時の損傷 
嵌合アスペクト比 １：4
最大荷重 Pmax 72.20 kN
Pmax時変位 87.01 ㎜
初期剛性 K 2.51 kN/㎜
エネルギー吸収量 5898.28 kN・㎜
終局耐力 Pu 65.69 kN
塑性率 μ 3.93
構造特性係数 Ds 0.38
降伏耐力 Py 40.25 kN
2/3Pmax 48.14 kN
1/120rad時の耐力 46.06 kN
(0.2/Ds) × Pu 34.41 kN
Pa 34.41 kN
壁倍率 6.50 倍
rad. mm 1回目 2回目 3回目 1回目 2回目 3回目
1/450 ±5.78 15.28 14.68 14.98 -18.28 -17.38 -18.13
1/300 ±8.67 21.57 21.87 21.42 -24.12 -25.02 -23.37
1/200 ±13.00 33.71 30.56 30.86 -32.66 -31.91 -30.26
1/150 ±17.33 41.64 35.65 36.70 -39.40 -36.55 -37.45
1/100 ±26.00 50.33 49.28 47.64 -53.18 -48.98 -47.04
1/75 ±34.67 58.12 55.28 54.08 -63.37 -58.57 -57.82
1/50 ±52.00 67.41 57.22 55.43 -71.16 -61.12 -58.72
Pmax 92.54 72.20
0.8Pmax 108.3 69.66
3P65-4-1 正方向　（＋）　kN 負方向　（－）　kN
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４.６ 3P65-4-2 試験データ 
 
 
図(a) 加力前 定点        図(b) 試験体概要図 
 
 
図(c) 荷重変位曲線 
 
 
図(d) pickpoint30)解析図 
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４.６ 3P65-4-2 試験データ 
 
表(a) 解析結果一覧 
 
 
表(b) 壁倍率決定表 
 
 
表(c) 特定変形角での荷重 
 
 
 
図(e)  1/50rad 時の損傷    図(f) 終局時の損傷 
嵌合アスペクト比 １：4
最大荷重 Pmax 77.00 kN
Pmax時変位 81.92 ㎜
初期剛性 K 2.23 kN/㎜
エネルギー吸収量 9254.04 kN・㎜
終局耐力 Pu 69.26 kN
塑性率 μ 4.80
構造特性係数 Ds 0.34
降伏耐力 Py 46.72 kN
2/3Pmax 51.33 kN
1/120rad時の耐力 44.54 kN
(0.2/Ds) × Pu 40.63 kN
Pa 40.63 kN
壁倍率 7.68 倍
rad. mm 1回目 2回目 3回目 1回目 2回目 3回目
1/450 ±5.78 13.63 13.78 13.48 -14.08 -13.93 -13.78
1/300 ±8.67 20.67 19.77 19.92 -20.37 -19.92 -19.47
1/200 ±13.00 30.11 28.01 28.01 -29.06 -27.86 -27.86
1/150 ±17.33 38.05 37.30 35.35 -36.70 -34.90 -34.75
1/100 ±26.00 50.93 49.28 48.09 -50.78 -48.83 -46.89
1/75 ±34.67 60.37 56.77 54.83 -60.37 -56.62 -54.68
1/50 ±52.00 72.20 63.67 58.42 -67.56 -62.92 -58.87
Pmax 85.6 77.00
0.8Pmax 143.16 59.62
3P65-4-2 正方向　（＋）　kN 負方向　（－）　kN
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４.６ 3P65-N-1 試験データ 
 
 
図(a) 加力前 定点  図(b) 試験体概要図 
 
 
図(c) 荷重変位曲線 
 
 
 
図(d) pickpoint30)解析図 
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４.６ 3P65-N-1 試験データ 
 
表(a) 測定結果一覧 
 
 
表(b) 壁倍率決定表 
 
 
表(c) 特定変形角での荷重 
 
 
 
図(e)  1/50rad 時の損傷  図(f) 終局時の損傷 
嵌合アスペクト比 嵌合無し
最大荷重 Pmax 53.33 kN
Pmax時変位 96.22 ㎜
初期剛性 K 1.76 kN/㎜
エネルギー吸収量 5880.18 kN・㎜
終局耐力 Pu 46.61 kN
塑性率 μ 5.26
構造特性係数 Ds 0.32
降伏耐力 Py 30.16 kN
2/3Pmax 35.55 kN
1/120rad時の耐力 32.74 kN
(0.2/Ds) × Pu 28.75 kN
Pa 28.75 kN
壁倍率 5.43 倍
rad. mm 1回目 2回目 3回目 1回目 2回目 3回目
1/450 ±5.78 15.58 16.03 15.58 -13.03 -13.03 -13.18
1/300 ±8.67 21.42 20.67 20.07 -17.83 -17.08 -16.93
1/200 ±13.00 26.22 23.82 24.87 -23.67 -22.62 -23.22
1/150 ±17.33 30.11 26.96 26.51 -28.61 -26.36 -25.02
1/100 ±26.00 34.75 31.16 31.61 -32.96 -31.61 -30.71
1/75 ±34.67 38.20 35.65 33.85 -36.85 -34.30 -33.41
1/50 ±52.00 44.49 38.20 37.15 -41.20 -38.20 -35.20
Pmax 102.92 53.33
0.8Pmax 147.3 43.89
3P65-N-1 正方向　（＋）　kN 負方向　（－）　kN
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４.６ 3P65-N-2 試験データ 
 
 
図(a) 加力前 定点  図(b) 試験体概要図 
 
 
図(c) 荷重変位曲線 
 
 
図(d) pickpoint30)解析図 
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４.６ 3P65-N-2 試験データ 
 
表(a) 測定結果一覧 
 
 
表(b) 壁倍率決定表 
 
 
表(c) 特定変形角での荷重 
 
 
 
図(e)  1/50rad 時の損傷    図(f) 終局時の損傷 
嵌合アスペクト比 嵌合無し
最大荷重 Pmax 56.18 kN
Pmax時変位 82.37 ㎜
初期剛性 K 1.62 kN/㎜
エネルギー吸収量 7089.31 kN・㎜
終局耐力 Pu 50.28 kN
塑性率 μ 5.03
構造特性係数 Ds 0.33
降伏耐力 Py 28.23 kN
2/3Pmax 37.45 kN
1/120rad時の耐力 29.84 kN
(0.2/Ds) × Pu 30.27 kN
Pa 28.23 kN
壁倍率 5.33 倍
rad. mm 1回目 2回目 3回目 1回目 2回目 3回目
1/450 ±5.78 12.58 12.58 12.43 -13.03 -12.43 -12.43
1/300 ±8.67 17.08 16.78 16.63 -17.08 -16.93 -16.33
1/200 ±13.00 23.22 21.57 21.72 -22.47 -22.17 -21.27
1/150 ±17.33 26.36 25.32 24.27 -27.11 -25.92 -25.77
1/100 ±26.00 33.11 31.01 29.66 -33.41 -31.31 -30.11
1/75 ±34.67 37.75 33.71 32.96 -37.75 -35.50 -33.71
1/50 ±52.00 45.84 38.95 36.85 -44.94 -41.05 -39.10
Pmax 85.64 56.18
0.8Pmax 158.6 46.14
3P65-N-2 正方向　（＋）　kN 負方向　（－）　kN
113 
 
４.６ 3P50-2-1 試験データ 
 
 
図(a) 加力前 定点   図(b) 試験体概要図 
 
 
図(c) 荷重変位曲線 
 
 
図(d) pickpoint30)解析図 
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４.６ 3P50-2-1 試験データ 
 
表(a) 測定結果一覧 
 
 
表(b) 壁倍率決定表 
 
 
表(c) 特定変形角での荷重 
 
 
 
図(e)  1/50rad 時の損傷     図(f) 終局時の損傷 
嵌合アスペクト比 １：２
最大荷重 Pmax 70.11 kN
Pmax時変位 96.09 ㎜
初期剛性 K 1.98 kN/㎜
エネルギー吸収量 7666.34 kN・㎜
終局耐力 Pu 62.95 kN
塑性率 μ 4.32
構造特性係数 Ds 0.36
降伏耐力 Py 36.72 kN
2/3Pmax 46.74 kN
1/120rad時の耐力 39.19 kN
(0.2/Ds) × Pu 34.82 kN
Pa 34.82 kN
壁倍率 6.58 倍
rad. mm 1回目 2回目 3回目 1回目 2回目 3回目
1/450 ±5.78 13.18 13.33 12.58 -17.08 -16.63 -16.33
1/300 ±8.67 18.13 17.68 17.68 -23.22 -23.07 -22.62
1/200 ±13.00 25.32 25.62 24.57 -32.21 -30.86 -30.11
1/150 ±17.33 33.11 30.26 31.46 -39.85 -37.60 -36.40
1/100 ±26.00 43.89 41.05 42.24 -49.58 -50.03 -47.94
1/75 ±34.67 46.44 48.54 45.24 -59.92 -51.23 -53.63
1/50 ±52.00 67.11 54.38 50.93 -71.60 -60.67 -59.77
Pmax 98.08 70.11
0.8Pmax 138.9 56.47
3P50-2-1 正方向　（＋）　kN 負方向　（－）　kN
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４.６ 3P50-2-2 試験データ 
 
 
図(a) 加力前 定点  図(b) 試験体概要図 
 
 
図(c) 荷重変位曲線 
 
 
図(d) pickpoint30)解析図 
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４.６ 3P50-2-2 試験データ 
 
表(a) 測定結果一覧 
 
 
表(b) 壁倍率決定表 
 
 
表(c) 特定変形角での荷重 
 
 
 
図(e)  1/50rad 時の損傷     図(f) 終局時の損傷 
嵌合アスペクト比 １：２
最大荷重 Pmax 66.96 kN
Pmax時変位 49.99 ㎜
初期剛性 K 1.79 kN/㎜
エネルギー吸収量 5210.50 kN・㎜
終局耐力 Pu 59.39 kN
塑性率 μ 3.15
構造特性係数 Ds 0.43
降伏耐力 Py 40.05 kN
2/3Pmax 44.64 kN
1/120rad時の耐力 38.56 kN
(0.2/Ds) × Pu 27.35 kN
Pa 27.35 kN
壁倍率 5.17 倍
rad. mm 1回目 2回目 3回目 1回目 2回目 3回目
1/450 ±5.78 11.83 11.53 12.13 -10.94 -10.94 -10.94
1/300 ±8.67 17.83 18.13 17.68 -15.73 -15.58 -15.13
1/200 ±13.00 25.92 25.62 23.82 -23.97 -24.12 -23.37
1/150 ±17.33 32.21 30.41 30.26 -32.51 -31.46 -31.31
1/100 ±26.00 43.44 41.49 40.90 -45.99 -43.89 -44.19
1/75 ±34.67 52.58 50.33 48.54 -56.92 -53.93 -53.33
1/50 ±52.00 66.96 52.13 47.49 -63.67 -53.03 -47.64
Pmax 51.64 66.96
0.8Pmax 104.44 54.83
3P50-2-2 正方向　（＋）　kN 負方向　（－）　kN
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４.６ 3P50-4-1 試験データ 
 
 
図(a) 加力前 定点    図(b) 試験体概要図 
 
 
図(c) 荷重変位曲線 
 
 
図(d) pickpoint30)解析図 
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４.６ 3P50-4-1 試験データ 
 
表(a) 測定結果一覧 
 
 
表(b) 壁倍率決定表 
 
 
表(c) 特定変形角での荷重 
 
 
 
図(e)  1/50rad 時の損傷  図(f) 終局時の損傷 
嵌合アスペクト比 １：4
最大荷重 Pmax 65.91 kN
Pmax時変位 82.26 ㎜
初期剛性 K 2.33 kN/㎜
エネルギー吸収量 6714.26 kN・㎜
終局耐力 Pu 61.05 kN
塑性率 μ 4.70
構造特性係数 Ds 0.35
降伏耐力 Py 39.23 kN
2/3Pmax 43.94 kN
1/120rad時の耐力 43.59 kN
(0.2/Ds) × Pu 35.38 kN
Pa 35.38 kN
壁倍率 6.69 倍
rad. mm 1回目 2回目 3回目 1回目 2回目 3回目
1/450 ±5.78 14.38 14.53 14.53 -17.68 -17.53 -17.23
1/300 ±8.67 21.27 22.32 21.27 -25.17 -24.87 -24.57
1/200 ±13.00 30.41 29.66 29.36 -36.10 -34.60 -33.26
1/150 ±17.33 37.45 36.55 36.10 -43.74 -41.94 -41.79
1/100 ±26.00 50.18 47.34 46.29 -57.97 -54.53 -53.33
1/75 ±34.67 56.92 52.13 50.63 -64.11 -54.68 -52.13
1/50 ±52.00 64.56 55.28 50.18 -66.06 -58.12 -54.68
Pmax 85.1 65.91
0.8Pmax 124.9 53.63
3P50-4-1 正方向　（＋）　kN 負方向　（－）　kN
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４.６ 3P50-4-2 試験データ 
 
 
図(a) 加力前 定点  図(b) 試験体概要図 
 
 
図(c) 荷重変位曲線 
 
 
図(d) pickpoint30)解析図 
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４.６ 3P50-4-2 試験データ 
 
表(a) 測定結果一覧 
 
 
表(b) 壁倍率決定表 
 
 
表(c) 特定変形角での荷重 
 
 
 
図(e)  1/50rad 時の損傷    図(f) 終局時の損傷 
 
嵌合アスペクト比 １：4
最大荷重 Pmax 71.75 kN
Pmax時変位 96.74 ㎜
初期剛性 K 2.12 kN/㎜
エネルギー吸収量 9181.56 kN・㎜
終局耐力 Pu 65.29 kN
塑性率 μ 5.08
構造特性係数 Ds 0.33
降伏耐力 Py 45.24 kN
2/3Pmax 47.84 kN
1/120rad時の耐力 45.99 kN
(0.2/Ds) × Pu 39.51 kN
Pa 39.51 kN
壁倍率 7.47 倍
rad. mm 1回目 2回目 3回目 1回目 2回目 3回目
1/450 ±5.78 16.18 16.18 16.78 -14.68 -14.38 -14.23
1/300 ±8.67 22.92 21.87 22.17 -21.57 -21.57 -20.97
1/200 ±13.00 30.71 30.86 30.56 -30.86 -31.31 -29.81
1/150 ±17.33 39.55 36.85 36.25 -39.25 -38.50 -38.20
1/100 ±26.00 52.13 49.43 46.74 -53.78 -50.78 -49.13
1/75 ±34.67 60.22 56.47 55.73 -63.22 -59.77 55.73
1/50 ±52.00 66.36 58.42 56.03 -65.31 -56.32 -52.13
Pmax 96.24 71.75
0.8Pmax 154.52 58.12
3P50-4-2 正方向　（＋）　kN 負方向　（－）　kN
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４.６ 3P50-N-1 試験データ 
 
 
図(a) 加力前 定点   図(b)試験体概要図 
 
 
図(c) 荷重変位曲線 
 
 
図(d) pickpoint30)解析図 
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４.６ 3P50-N-1 試験データ 
 
表(a) 測定結果一覧 
 
 
表(b) 壁倍率決定表 
 
 
表(c) 特定変形角での荷重 
 
 
 
図(e)  1/50rad 時の損傷  図(f) 終局時の損傷 
嵌合アスペクト比 嵌合無し
最大荷重 Pmax 49.58 kN
Pmax時変位 109.64 ㎜
初期剛性 K 1.25 kN/㎜
エネルギー吸収量 6741.74 kN・㎜
終局耐力 Pu 43.85 kN
塑性率 μ 4.87
構造特性係数 Ds 0.34
降伏耐力 Py 25.61 kN
2/3Pmax 33.06 kN
1/120rad時の耐力 25.93 kN
(0.2/Ds) × Pu 25.93 kN
Pa 25.61 kN
壁倍率 4.84 倍
rad. mm 1回目 2回目 3回目 1回目 2回目 3回目
1/450 ±5.78 11.98 12.43 11.68 -12.88 -12.58 -13.03
1/300 ±8.67 17.68 15.13 14.68 -16.63 -16.18 -15.73
1/200 ±13.00 20.52 19.02 17.38 -20.67 -20.07 -19.47
1/150 ±17.33 22.77 22.77 22.92 -25.17 -22.77 -20.97
1/100 ±26.00 28.46 25.77 24.72 -29.51 -26.81 -26.36
1/75 ±34.67 32.51 29.96 26.36 -32.36 -30.86 -28.31
1/50 ±52.00 39.40 34.30 31.01 -38.50 -32.96 -31.01
Pmax 112.58 49.58
0.8Pmax 171.38 39.70
3P50-N-1 正方向　（＋）　kN 負方向　（－）　kN
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４.６ 3P50-N-2 試験データ 
 
 
図(a) 加力前 定点  図(b) 試験体概要図 
 
 
図(c) 荷重変位曲線 
 
 
図(d) pickpoint30)解析図 
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４.６ 3P50-N-2 試験データ 
 
表(a) 測定結果一覧 
 
 
表(b) 壁倍率決定表 
 
 
表(c) 特定変形角での荷重 
 
 
 
図(e)  1/50rad 時の損傷  図(f) 終局時の損傷 
嵌合アスペクト比 嵌合無し
最大荷重 Pmax 47.19 kN
Pmax時変位 104.24 ㎜
初期剛性 K 1.18 kN/㎜
エネルギー吸収量 6205.86 kN・㎜
終局耐力 Pu 42.50 kN
塑性率 μ 4.55
構造特性係数 Ds 0.35
降伏耐力 Py 26.35 kN
2/3Pmax 31.46 kN
1/120rad時の耐力 25.84 kN
(0.2/Ds) × Pu 24.19 kN
Pa 24.19 kN
壁倍率 4.57 倍
rad. mm 1回目 2回目 3回目 1回目 2回目 3回目
1/450 ±5.78 11.09 10.94 10.94 -12.73 -12.73 -12.28
1/300 ±8.67 15.73 15.43 14.98 -16.63 -16.18 -15.88
1/200 ±13.00 19.62 19.32 18.58 -21.27 -20.07 -19.77
1/150 ±17.33 23.52 21.72 20.07 -23.97 -22.77 -22.02
1/100 ±26.00 28.61 25.62 24.57 -28.61 -25.92 -25.92
1/75 ±34.67 32.36 29.06 27.86 -31.76 -28.76 -28.31
1/50 ±52.00 39.55 35.05 31.01 -37.00 -33.41 -31.61
Pmax 105.66 47.19
0.8Pmax 165.42 38.20
3P50-N-2 正方向　（＋）　kN 負方向　（－）　kN
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４.６ 2P65-2-1 試験データ 
 
 
図(a) 加力前 定点   図(b) 試験体概要図 
 
 
図(c) 荷重変位曲線 
 
 
図(d) pickpoint30)解析図 
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４.６ 2P65-2-1 試験データ 
 
表(a) 測定結果一覧 
 
 
表(b) 壁倍率決定表 
 
 
表(c) 特定変形角での荷重 
 
 
 
図(e)  1/50rad 時の損傷  図(f) 終局時の損傷 
嵌合アスペクト比 １：２
最大荷重 Pmax 52.48 kN
Pmax時変位 95.75 ㎜
初期剛性 K 1.04 kN/㎜
エネルギー吸収量 6438.87 kN・㎜
終局耐力 Pu 47.41 kN
塑性率 μ 3.47
構造特性係数 Ds 0.41
降伏耐力 Py 28.07 kN
2/3Pmax 34.99 kN
1/120rad時の耐力 23.60 kN
(0.2/Ds) × Pu 23.12 kN
Pa 23.12 kN
壁倍率 6.55 倍
rad. mm 1回目 2回目 3回目 1回目 2回目 3回目
1/450 ±5.78 6.44 6.58 6.47 -6.97 -6.87 -6.96
1/300 ±8.67 9.88 10.14 10.07 -10.15 -10.54 -10.21
1/200 ±13.00 14.84 14.22 14.33 -14.47 -14.23 -14.42
1/150 ±17.33 18.27 18.08 17.35 -18.58 -18.29 -18.57
1/100 ±26.00 25.93 25.76 26.04 -25.66 -24.96 -24.98
1/75 ±34.67 32.69 31.77 31.50 -31.27 -30.77 -30.19
1/50 ±52.00 42.27 40.87 39.32 -41.17 -39.83 -39.05
Pmax 100.4 52.48
0.8Pmax 164.6 42.00
2P65-2-1 正方向　（＋）　kN 負方向　（－）　kN
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４.６ 2P65-2-2 試験データ 
 
 
図(a) 加力前 定点  図(b) 試験体概要図 
 
 
図(c) 荷重変位曲線 
 
 
図(d) pickpoint30)解析図 
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４.６ 2P65-2-2 試験データ 
 
表(a) 測定結果一覧 
 
 
表(b) 壁倍率決定表 
 
 
表(c) 特定変形角での荷重 
 
 
 
図(e)  1/50rad 時の損傷  図(f) 終局時の損傷 
嵌合アスペクト比 １：２
最大荷重 Pmax 54.07 kN
Pmax時変位 66.45 ㎜
初期剛性 K 1.20 kN/㎜
エネルギー吸収量 6343.82 kN・㎜
終局耐力 Pu 49.39 kN
塑性率 μ 3.63
構造特性係数 Ds 0.40
降伏耐力 Py 28.97 kN
2/3Pmax 36.04 kN
1/120rad時の耐力 26.73 kN
(0.2/Ds) × Pu 24.72 kN
Pa 24.72 kN
壁倍率 7.01 倍
rad. mm 1回目 2回目 3回目 1回目 2回目 3回目
1/450 ±5.78 6.26 6.57 6.78 -6.58 -6.12 -5.98
1/300 ±8.67 10.03 9.90 10.40 -8.40 -8.28 -8.51
1/200 ±13.00 14.53 14.98 14.75 -12.41 -12.40 -12.20
1/150 ±17.33 18.76 19.15 19.00 -15.62 -15.83 -15.77
1/100 ±26.00 27.47 28.29 27.51 -22.20 -22.24 -22.11
1/75 ±34.67 35.62 33.64 32.74 -28.63 -28.18 -28.76
1/50 ±52.00 45.86 43.54 42.82 -39.77 -38.23 -36.92
Pmax 106.4 52.33
0.8Pmax 156.6 41.55
2P65-2-2 正方向　（＋）　kN 負方向　（－）　kN
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４.６ 2P65-4-1 試験データ 
 
 
図(a) 加力前 定点   図(b) 試験体概要図 
 
 
図(c) 荷重変位曲線 
 
 
図(d) pickpoint30)解析図 
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４.６ 2P65-4-1 試験データ 
 
表(a) 測定結果一覧 
 
 
表(b) 壁倍率決定表 
 
 
表(c) 特定変形角での荷重 
 
 
 
図(e)  1/75rad 時の損傷  図(f) 終局時の損傷 
  
嵌合アスペクト比 １：4
最大荷重 Pmax 55.24 kN
Pmax時変位 84.03 ㎜
初期剛性 K 1.17 kN/㎜
エネルギー吸収量 6686.40 kN・㎜
終局耐力 Pu 53.19 kN
塑性率 μ 3.27
構造特性係数 Ds 0.42
降伏耐力 Py 35.76 kN
2/3Pmax 36.83 kN
1/120rad時の耐力 26.84 kN
(0.2/Ds) × Pu 25.04 kN
Pa 25.04 kN
壁倍率 7.10 倍
rad. mm 1回目 2回目 3回目 1回目 2回目 3回目
1/450 ±5.78 7.81 8.43 8.53 -7.47 -7.05 -7.18
1/300 ±8.67 11.80 12.25 12.17 -10.43 -10.01 -10.19
1/200 ±13.00 17.17 17.23 17.09 -14.42 -14.24 -14.14
1/150 ±17.33 21.55 21.35 21.22 -19.15 -19.20 -19.07
1/100 ±26.00 29.68 28.82 29.24 -27.16 -26.66 -26.04
1/75 ±34.67 35.83 35.25 35.06 -33.46 -32.77 -31.87
1/50 ±52.00 46.42 45.19 43.54 -44.33 -42.54 -42.03
Pmax 93.4 55.24
0.8Pmax 155.2 41.99
2P65-4-1 正方向　（＋）　kN 負方向　（－）　kN
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４.６ 2P65-4-2 試験データ 
 
 
図(a) 加力前 定点   図(b) 試験体概要図 
 
 
図(c) 荷重変位曲線 
 
 
図(d) pickpoint30)解析図 
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４.６ 2P65-4-2 試験データ 
 
表(a) 測定結果一覧 
 
 
表(b) 壁倍率決定表 
 
 
表(c) 特定変形角での荷重 
 
 
 
図(e)  1/50rad 時の損傷  図(f) 終局時の損傷 
  
嵌合アスペクト比 １：4
最大荷重 Pmax 52.87 kN
Pmax時変位 119.81 ㎜
初期剛性 K 1.20 kN/㎜
エネルギー吸収量 6744.95 kN・㎜
終局耐力 Pu 50.28 kN
塑性率 μ 3.70
構造特性係数 Ds 0.40
降伏耐力 Py 26.98 kN
2/3Pmax 35.24 kN
1/120rad時の耐力 26.23 kN
(0.2/Ds) × Pu 25.46 kN
Pa 25.46 kN
壁倍率 7.22 倍
rad. mm 1回目 2回目 3回目 1回目 2回目 3回目
1/450 ±5.78 6.41 6.43 6.71 -5.94 -5.92 -5.78
1/300 ±8.67 9.16 9.60 9.48 -8.51 -8.23 -7.94
1/200 ±13.00 13.71 13.77 13.97 -12.15 -11.99 -11.88
1/150 ±17.33 17.92 17.84 17.88 -15.86 -15.60 -15.40
1/100 ±26.00 25.66 24.99 24.88 -22.70 -22.39 -22.02
1/75 ±34.67 31.37 30.24 30.70 -27.99 -27.53 -27.79
1/50 ±52.00 41.47 39.74 38.55 -38.84 -37.27 -36.24
Pmax 128.6 52.87
0.8Pmax 315.4 12.94
2P65-4-2 正方向　（＋）　kN 負方向　（－）　kN
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４.６ 2P65-N-1 試験データ 
 
 
図(a) 加力前 定点   図(b) 試験体概要図 
 
 
図(c) 荷重変位曲線 
 
 
図(d) pickpoint30)解析図 
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４.６ 2P65-N-1 試験データ 
 
表(a) 測定結果一覧 
 
 
表(b) 壁倍率決定表 
 
 
表(c) 特定変形角での荷重 
 
 
 
図(e)  1/50rad 時の損傷  図(f) 終局時の損傷 
嵌合アスペクト比 嵌合無し
最大荷重 Pmax 46.77 kN
Pmax時変位 140.87 ㎜
初期剛性 K 0.91 kN/㎜
エネルギー吸収量 6302.23 kN・㎜
終局耐力 Pu 42.28 kN
塑性率 μ 3.70
構造特性係数 Ds 0.40
降伏耐力 Py 23.57 kN
2/3Pmax 31.18 kN
1/120rad時の耐力 21.20 kN
(0.2/Ds) × Pu 21.41 kN
Pa 21.20 kN
壁倍率 6.01 倍
rad. mm 1回目 2回目 3回目 1回目 2回目 3回目
1/450 ±5.78 4.77 5.18 5.14 -6.99 -6.81 -6.82
1/300 ±8.67 7.67 7.91 7.73 -9.64 -9.69 -9.40
1/200 ±13.00 11.79 11.19 11.67 -13.62 -13.12 -13.41
1/150 ±17.33 14.87 14.68 14.71 -16.52 -16.37 -16.08
1/100 ±26.00 21.21 20.47 19.97 -22.02 -21.42 -20.73
1/75 ±34.67 24.87 23.83 23.93 -25.03 -24.83 -24.53
1/50 ±52.00 31.66 29.73 28.27 -31.50 -29.89 -28.68
Pmax 153.8 46.77
0.8Pmax 180.4 34.22
2P65-N-1 正方向　（＋）　kN 負方向　（－）　kN
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４.６ 2P65-N-2 試験データ 
 
 
図(a) 加力前 定点   図(b) 試験体概要図 
 
 
図(c) 荷重変位曲線 
 
 
図(d) pickpoint30)解析図 
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４.６ 2P65-N-2 試験データ 
 
表(a) 測定結果一覧 
 
 
表(b) 壁倍率決定表 
 
 
表(c) 特定変形角での荷重 
 
 
 
図(e)  1/50rad 時の損傷  図(f) 終局時の損傷 
嵌合アスペクト比 嵌合無し
最大荷重 Pmax 44.09 kN
Pmax時変位 113.38 ㎜
初期剛性 K 0.98 kN/㎜
エネルギー吸収量 6287.13 kN・㎜
終局耐力 Pu 39.91 kN
塑性率 μ 4.38
構造特性係数 Ds 0.36
降伏耐力 Py 28.50 kN
2/3Pmax 29.39 kN
1/120rad時の耐力 21.39 kN
(0.2/Ds) × Pu 22.23 kN
Pa 21.39 kN
壁倍率 6.06 倍
rad. mm 1回目 2回目 3回目 1回目 2回目 3回目
1/450 ±5.78 5.72 6.13 6.15 -5.27 -5.38 -5.38
1/300 ±8.67 8.71 8.81 8.61 -7.90 -7.48 -7.71
1/200 ±13.00 11.86 11.88 11.78 -11.23 -11.18 -11.21
1/150 ±17.33 14.99 15.00 14.45 -14.47 -14.22 -13.97
1/100 ±26.00 21.19 20.72 19.50 -19.55 -19.12 -18.23
1/75 ±34.67 24.74 23.75 23.34 -22.81 -21.60 -21.59
1/50 ±52.00 31.58 29.75 28.42 -28.71 -27.01 -25.94
Pmax 124.6 44.09
0.8Pmax 187.8 35.33
2P65-N-2 正方向　（＋）　kN 負方向　（－）　kN
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第５章 収束計算による解析 
５．１ 概要 
 本章では 3章で提案した設計式１から３を用いて、各要素試験より求めた嵌合セット荷重と釘
の 1面せん断荷重を式に代入し、エクセルのソルバー機能を用いて収束計算を行う事により、通
常の面材耐力壁に加え、嵌合連結した耐力壁の弾性域から塑性域までの荷重変位関係を求めて、
実大試験の結果を解析評価する事を試みる。 
 
５．２ 収束計算の方法 
 本節では、まず収束計算の概要とその手順を述べる。 
例として３P の嵌合連結合板による構面を解説する。第 3章、3.2節の図 3･2･1及び 3.5節の
設計式３の図 3･5･1を図 5･2･1、図 5･2･2として再掲する。 
 
文献 9）より、面材耐力壁の回転による変形は図 5･2･1 に示す様に、Xモードと Y モードに分
解できるものとして、その全体の層間変形角 Rは式（5.1）で現される。 
  R = 𝜃𝑥 + 𝜃𝑦      (5.1) 
 
また、X と Y とのそれぞれの方向のモーメント𝑀𝑥、𝑀𝑦と回転角𝜃𝑥と𝜃𝑦の関係は釘の弾性剛性ｋ
を用いて式(5.2)となる。 
  𝑀𝑥 = k ∙ I𝑥 ∙ 𝜃𝑥      (5.2a) 
  𝑀𝑦 = k ∙ I𝑦 ∙ 𝜃𝑦      (5.2b) 
 
ここで、I𝑥とI𝑦は X 方向と Y方向のそれぞれの釘の配列２次モーメントである。 
式(5.1)の様に全体の層間変形角は Xと Y、両方向の面材と軸材とのズレである回転角𝜃𝑥と𝜃𝑦の
合計値となる。そのバランスは、回転で生じるそれぞれの方向のモーメントの和の釣り合いによ
り決まり、式(5.3)となるように回転角𝜃𝑥と𝜃𝑦が決まる。 
 
  𝑀𝑥 = 𝑀𝑦       (5.3) 
 
 
図 5･2･1 面材耐力壁の変形モード 
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次に３Pの嵌合連結合板による構面の模式図を図 5･2･2 に示す。その嵌合部分のズレδ𝑘は式
(5.4)となる。 
 
 
図 5･2･2 嵌合連結による３P鉛直構面の模式図 
 
𝛿𝑘 =   𝛿𝑘1 + 𝛿𝑘2 
      = (𝑥𝑘𝑙 − 𝑥0𝑙) ∙ 𝜃𝑦 + (𝑥0𝑐 − 𝑥𝑘𝑙) ∙ 𝜃𝑦 
      = (𝑥0𝑐 − 𝑥0𝑙) ∙ 𝜃𝑦       (5.4) 
 
嵌合変位𝛿𝑘の時の嵌合荷重𝑃𝑘は一対の力であるため端部合板と中央合板にかかる荷重は同一
であり、式(5.5)で与えられる。 
 
  𝑃𝑘 =   𝑓𝑘(𝛿𝑘1 + 𝛿𝑘2) = 𝑓𝑘 ((𝑥0𝑐 − 𝑥0𝑙) ∙ 𝜃𝑦)   (5.5) 
 
 
耐力壁全体のモーメント𝑀𝑥と𝑀𝑦は式(5.6)となる。嵌合による耐力𝑃𝑘は Y 方向にかかるもの
として、その抵抗モーメントを𝑀𝑦に加える。式(5.6b) 
𝑀𝑥 = 2 ∑
(𝑦𝑗−𝑦0)
2
∙𝜃𝑥
√(𝑥𝑖−𝑥0𝑙)2∙𝜃𝑦
2+(𝑦𝑗−𝑦0)
2
∙𝜃𝑥
2
𝑓(𝛿𝑖𝑗)+∑
(𝑦𝑗−𝑦0)
2
∙𝜃𝑥
√(𝑥𝑖−𝑥0𝑙)2∙𝜃𝑦
2+(𝑦𝑗−𝑦0)
2
∙𝜃𝑥
2
𝑓(𝛿𝑖𝑗)  (5.6a) 
𝑀𝑦 = 2 ∑
(𝑥𝑖−𝑥0𝑙)
2∙𝜃𝑦
√(𝑥𝑖−𝑥0𝑙)2∙𝜃𝑦
2+(𝑦𝑗−𝑦0)
2
∙𝜃𝑥
2
𝑓(𝛿𝑖𝑗) +∑
(𝑥𝑖−𝑥0𝑐)
2∙𝜃𝑦
√(𝑥𝑖−𝑥0𝑐)2∙𝜃𝑦
2+(𝑦𝑗−𝑦0)
2
∙𝜃𝑥
2
𝑓(𝛿𝑖𝑗)  
+2 ∙ 𝑛 ∙ (𝑥0𝑐 − 𝑥0𝑙) ∙ 𝑃𝑘 ∙ 𝛼      (5.6b) 
 
 
ここで 
frame
面材
P
h
模式図
左嵌合部
の原点
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𝑓𝑘(𝛿𝑘)：嵌合変位𝛿𝑘の時の一嵌合セット当りの嵌合荷重 
𝛿𝑖𝑗：釘𝑥𝑖、𝑦𝑗での釘のせん断すべり量 
𝑓𝑛(𝛿𝑖𝑗)：位置 ijの釘のすべり量が𝛿𝑖𝑗の時のせん断荷重 
𝑥0𝑙、𝑥0𝑐、𝑦0、𝑥𝑘：Y 方向左、中央と X方向の中立軸及び嵌合位置 
ｎ：嵌合連結 1列あたりの嵌合セット数 
α：嵌合荷重の低減係数 
 
そして、各変形角時において、各中立軸の位置𝑥0𝑙、𝑦0及びθ 比である 𝜃𝑥 𝜃𝑦⁄ を変数として変化
させ、設定された条件をクリアする様なシミュレーション計算を繰り返すことで、式(5.3)及び
式(5.6)を満たすそれぞれの変数値を特定する。その計算を収束計算と呼ぶ。具体的にはエクセ
ルのアドイン計算ソフトであるソルバー機能を用いて、VBAによるマクロ機能を用いて自動計算
させる事により、弾性域から塑性域に至る各変形角の計算を繰り返し行い、結果として弾塑性域
の連続した荷重変位関係の解を得る。 
 
 
 
具体的手順を以下に示す。 
 
 計算する変形角 Rをあらかじめ決めておく（R の配列を作成） 
 計算シートにて以下の手順で計算する 
   構面に打たれる釘の位置をすべて X、Yで入力しておく 
   変形角 Rにおける釘の X 方向の変位𝛿𝑛𝑥と Y方向の変位𝛿𝑛𝑦を計算する。 
   𝛿𝑛𝑥と𝛿𝑛𝑦より𝛿𝑛𝑥𝑦を求める。 
   変位𝛿𝑛𝑥𝑦の時の釘の耐力𝑃𝑛𝑥𝑦を釘のせん断試験データより抽出する。 
   (𝑃𝑛𝑥𝑦/𝛿𝑛𝑥𝑦)･𝛿𝑛𝑥で釘の X 方向の耐力𝑃𝑛𝑥を、(𝑃𝑛𝑥𝑦/𝛿𝑛𝑥𝑦)･𝛿𝑛𝑦で Y方向の𝑃𝑛𝑦を得る。 
   X 方向の釘の耐力𝑃𝑛𝑥の全体の和である∑ 𝑃𝑛𝑥を得る。 
   後の収束計算では、力の釣り合いで∑ 𝑃𝑛𝑥＝０となる 
   Y 方向の釘の耐力𝑃𝑛𝑦の全体の和である∑ 𝑃𝑥𝑦を得る。 
   後の収束計算では、力の釣り合いで∑ 𝑃𝑛𝑦＝０となる 
   X、Y 方向の𝑃𝑛𝑥と𝑃𝑛𝑦にそれぞれの中立軸からの距離を掛けてモーメントとする。 
   それぞれのモーメントの和である∑ 𝑀𝑥と∑ 𝑀𝑦を求める。 
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ソルバーによる計算 
 目標とする計算 ΣMxを最小値にする 
 
 変数  変数１ 𝜃𝑥 𝜃𝑦⁄  （θ比） 
   変数２ 𝑋0 （X方向の中立軸) 
   変数３ 𝑌0 （Y方向の中立軸) 
    
 計算条件  条件１ 𝜃𝑥 𝜃𝑦⁄ >=0.00000001 （ゼロより大） 
   条件２ 𝜃𝑦   >=0.00000001 （ゼロより大） 
   条件３ ∑ 𝑀𝑥 − ∑ 𝑀𝑦 = 0   
   条件４ X方向の力の合計＝0 
   条件５ Y方向の力の合計＝0 
 
上記の変数を、作成されたエクセルシートに代入して目標とするΣMx を最小値にする様に上
記の計算条件を前提として計算を行う。 
結果として変形角毎の荷重変位関係の解が求まる。 
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５．３  ２P、３Pサイズの合板の特性 
２P、３P サイズの大型合板が存在した場合の荷重変位関係を第 3 章３.３ 設計式１により前
節の収束計算を用いて計算した。仕様は第４章４.２で示した実大試験の仕様と同様とし、釘の
データは第４章４．４で求めた要素試験の結果を用いた。後述する嵌合連結した耐力壁との比較
のため釘の本数も同じとし、中間柱位置では 2 列に打ち付けるものとした。図 5･3･１に CN65 に
よる荷重変位曲線(左)とモジュール幅をパラメータとした壁倍率換算値の推移(右)を示す。 
 
 
 
図 5･3･1 CN65 による荷重変位曲線(左)と 降伏荷重(Py)、終局荷重と 
塑性率に基づく荷重(0.2Pu/Ds)の壁倍率換算値(右) 
 
 
 荷重変位曲線には図形上で判断される降伏点の位置（PikcPoint30）による計算）より求めた降
伏荷重𝑃ｙを包絡線上にプロットした。これを見ると対象とする合板の幅方向の変化に関わらず、
降伏変位𝛿ｙの値はそれぞれ近い値となっている事が判る。剛性の変化は明快であり、降伏荷重
までの線形部分の長さは、構面の幅が広がるにつれて長くなる傾向を示した。𝑃𝑚𝑎𝑥の位置は１P
では𝛿ｙが１５０㎜程度の変位で現れるのに対して、２P、３P ではそれぞれ８０㎜前後で現れ、
それぞれ近い値となっている。 
 図 5･3･1左の図では、幅方向の変化に伴う降伏荷重𝑃ｙと塑性率に基づく荷重 0.2Pu/Ds のそれ
ぞれの荷重を単位長さ辺りの数値である壁倍率に換算して示す。図からは、塑性率に基づく壁倍
率の伸びに比して降伏点荷重による壁倍率の増加が顕著であることが判る。 
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５．４ 嵌合無し壁の検証 
次に収束計算の妥当性を見るため、第 3 章の設計式１により、１P合板による荷重変位曲線を
求め、2倍、3倍とする事により、2P、3Pにおける嵌合の無い耐力壁の荷重変位曲線とした。第
4 章の壁の実大試験における試験値と比較して図 5･4･2 に示す。 
図中の太い実線は計算値であり、細い実線が３P試験値、破線が２P試験値である。 
2P-CN65では変位 80㎜辺りまでよく一致した。3P-CN65 では試験値の方が計算値より低い値と
なったが降伏点位置や変形角 1/100rad 辺りまでは一致した。３P-N50 では変形角 1/50rad の直
前までは良く一致している。その後の𝑃𝑚𝑎𝑥付近での計算荷重の伸びが見られず、マクラ型の形状
となった。これは第 4 章の 4.4.2 節、図 4.4.5 に有るように N50のロケット型の釘の 1面せん断
試験の結果がこのような形状のマクラ型をしていた事から、収束計算に於いても元の釘の特性を
そのまま反映するため発生したものと思われる。今回のロケット型での釘の 1 面せん断試験と、
実際の面材に打ち付けられた実大試験による釘の特性値は N50 に於いては異なる結果となった
ことが今回の収束計算の実施に於いて確認された。 
しかし、N50のシミュレーションに於いても、水平変位𝛿ｙが 50㎜までは非常に良く一致して
いる事から、２P、３P とも収束計算の結果と実大試験の結果とは整合性が確認できた。 
 
 
 
図 5･4･2 試験値と計算値の比較 
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５．５  実験値による低減係数αの解析 
第 2 章の 2.15より、複数の嵌合による連結部では、全体のせん断荷重は 1嵌合セットのせん
断荷重の総和より小さくなることが確認されているため、嵌合連結による構面においても、低減
係数αの検討が必要となる。 
第３章での評価式の考察では、式(3.3)及び式(3.9)もしくは式(3.12)を満たす中立軸𝑥0、𝑦0及
びθ比である𝜃ｘ 𝜃ｙ⁄ を収束計算にて求める事により、弾塑性域の解を得るとした。しかし低減
係数αの値は求めることができない。そのため、実大試験の結果から低減係数の値を抽出する計
算を試みた。 
まず、実大試験において試験体に設置した変位計より、各変形角 Rにおけるそれぞれの合板の
Y 方向の変形角𝜃𝑦、中立軸𝑋0を求め、実測の嵌合変位𝛿𝑘より１嵌合セット当りの荷重𝑃𝑘を要素試
験値から抽出して求める。 
次に、各変形角 Rにおいて求めた𝜃𝑦、𝑋0、𝑃𝑘を用いて、2P試験体では式(3.9b)、3P 試験体に
おいては式(3.12b)より Y方向の回転モーメントの総和である𝑀𝑦を求め、試験体高さｈで除した
値を計算荷重とする。この際、それぞれの合板ごとに求めた𝜃𝑦、𝑋0、𝑃𝑘を用いて計算した。 
この場合、各変位はすでに合板の弾性変形量を含んでいるため、式(3.6)による変形角の補正
は行わない。 
 
図 5･4･3～図 5･4･5にそれぞれの試験体毎の計算結果を示す。ここではまず低減係数α＝１（低
減無し）として計算し、低減無しの荷重変位曲線を作成した（図左）。さらに、低減無しの計算
荷重が測定荷重と同一になるような係数αを、低減無し荷重が実測荷重を上回る範囲内、もしく
は R=1/50rad.以内で変形角ごとに求め、掛け合わせることで低減有りの荷重変位曲線とした（図
中央）。図中には嵌合による荷重の成分（嵌合荷重）、5.3 節で求めた仮想１枚合板の２P もしく
は３P のモジュールのグラフを重ねて示した。さらに右図では低減の有無による嵌合荷重（主軸）
と低減率（２軸）を併せて示した。 
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図 5･4･3 に２P-CN65 の低減係数αの計算結果を示す。5.3 節で求めた２Pの仮想大型合板の
計算値を点線で示した。アスペクト比 1：2と 1：4では計算値が異なった。 
破線で示した試験値と太実線で示した計算値を比べると、アスペクト比 1：2 では計算値の
初期剛性が高く、初期の変位 20 ㎜程度までは試験値の包絡線と離れ、２P の仮想大型合板（図
中では 1 枚合板と記述）のラインに沿って上昇する。試験値との乖離が大きい分、低減率も大き
くなり、その様子が右図（嵌合荷重とα）で確認できる。同じ右図には、嵌合連結による耐力分
を抽出して、低減の有無の様子を重ねて示している。低減無しでは大きなピークを持つが低減有
りでは台形となっている。 
1：4では計算値は試験値に沿う形で上昇し、低減係数αも小さい事が判る。 
 
 
 
 
図 5･4･3 2P CN65 実測変位値から計算した荷重(主軸)と低減係数(2 軸) 
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図 5･4･4 に３P-CN65の低減係数αの計算結果を示す。前項同様、5.3節で求めた３Pの仮想大
型合板の計算値を点線で示した。前項の２Pに比べて計算値の初期剛性はかなり高めになった。
1：2では仮想大型合板のラインを超えており、現実的な値では無いことが判る。実際の試験値
へすりあわせると低減係数αの値が２P に比べ大きな値となった。 
1：4では仮想大型合板のラインに沿って荷重上昇が見られる。 
 
 
 
 
 
図 5･4･4 3P CN65 実測変位値から計算した荷重(主軸)と低減係数(2 軸) 
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図 5･4･5 に３P-N50 の低減係数αの計算結果を示す。前項同様、5.3節で求めた３Pの仮想大
型合板の計算値を点線で示した。 
ここでは点線で示した仮想大型合板と破線で示した試験値との乖離が小さい事が判る。4.4.2
節の図 4･4･5に示した N50 釘の 1面せん断試験値が横長のマクラ型で有った事から、その値を用
いて求めた仮想大型合板の荷重変位曲線も同様のマクラ型となる。試験値自体は丸い山形である
ため、1面せん断試験の設定と、実際に試験体に打たれた釘の大変形時における挙動が異なって
いる事が原因であると推測できる。 
アスペクト比 1：2 の試験体では太実線で示した計算値の値が極端な勾配となり、実態とはか
け離れた結果となった。そのため低減係数αの値も大きくなっている。 
 
 
 
 
 
図 5･4･5 3P N50 実測変位値から計算した荷重(主軸)と低減係数(2軸) 
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表 5･4･1 には、各試験体と低減係数αとの関係を概観する為、低減係数の変形角毎の数値をそ
のまま合算して平均値として一覧表とした。 
低減係数αの平均値による比較を見ると、アスペクト比の違いでは、1:4が高い値を示し、低
減率が低くなる事が解る。また、モジュール幅の違いでは３Pの方が小さな値となり、幅方向が
広くなると、低減率が大きくなる傾向を示した。 
 
 
表 5･4･1 低減係数αの平均値 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
2P　CN65 ave.
2P65-2-1 0.64
2P65-2-2 0.65
2P65-4-1 0.85
2P65-4-2 0.66
１：２
１：４ 0.76
0.65
3P　CN65 ave.
3P65-2-1 0.40
3P65-2-2 0.44
3P65-4-1 0.57
3P65-4-2 0.61
0.42
0.59
１：２
１：４
3P　N50 ave.
3P50-2-1 0.34
3P50-2-2 0.38
3P50-4-1 0.59
3P50-4-2 0.63
１：２ 0.36
１：４ 0.61
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５．６ 理論式による収束計算シミュレーション 
 前節では、実測値より求めた𝜃𝑦、𝑋0、𝑃𝑘及び、釘と嵌合セットの要素試験値を用いて、耐力
壁のせん断荷重の値を求め、実際の試験値との比較から低減係数を求めた。 
本節では第３章で示した評価式を用いて、試験による各計測変位を用いずに要素試験値と収束
計算のみで荷重変位曲線を求め、試験値との比較を行う。低減係数αは前節で求めた値を使用す
る。 
 
５．６．１ 低減係数αの工夫 
嵌合荷重への低減の仕方は図 5.6.1 に示す様に、変位０から最大荷重変位𝛿𝑃𝑚𝑎𝑥までの間、低
減荷重𝑃𝑘’はα×𝑃𝑘とする。次に最大荷重変位𝛿𝑃𝑚𝑎𝑥を過ぎた後は、𝛿𝑃𝑚𝑎𝑥時の𝑃𝑘’を継続する
値とした。更に、ポイント a を過ぎた後には、元の荷重変位曲線に戻す。これは前節の図 5･4･3
中央図にあるように、嵌合荷重がピークの部分をカットした台形の形状を示した為、その形を模
した値とする事により、実測値に近い嵌合抵抗力とする為である。 
 
 
 
図 5･6･1 嵌合セット荷重の低減値 
 
 図 5･6･1で示した１嵌合セットのせん断力の低減値を用いて、２P及び３P耐力壁の収束計算
を行い、結果を図 5･6･2、5･6･3に示す。グラフには第 5章の 5.3節で求めた一枚合板の荷重変
位曲線も重ねて示す。 
ここで、図 5･6･2の 2P-1:4 のみが、収束計算のエラーによりα=0.76 のところ 0.63までしか
値を上げられなかった為、参考値とした。 
 図より、計算値と試験値は、参考値とした 2P-1:4以外で、比較的一致した。全体として計算
値の方が、若干初期剛性が高い傾向となった。これは、すべての変形角の低減係数を単純に平均
化した値をαとして用いた為であり、実際の低減係数は変形角ごとに異なる為、さらなる工夫が
必要であると思われる。 
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図 5.6.2 2P試験体による計算荷重と試験荷重の比較 
 
 
図 5.6.3 3P試験体による計算荷重と試験荷重の比較 
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５．６．２ 嵌合部分の変位と荷重 
計算による壁の水平変位と嵌合変位𝛿𝑘の関係及び、実測された同関係のグラフを図 5.6.4 に示
す。要素試験での嵌合セットの𝑃𝑚𝑎𝑥における変位𝛿𝑝𝑚𝑎𝑥は、1：2で 1.8㎜、1：4では 2.0 ㎜であ
った（平均値）が、嵌合部分の降伏により計算値のグラフの勾配が変化する変位は、要素試験の
値と一致しており、試験値と比較した計算値のグラフの勾配もほぼ一致したため、計算値と試験
値との相関が確認できた。計算値と試験値との嵌合降伏変位のずれは嵌合部分の初期スリップ量
を表しており、この量は 1：2の方が 1：4 より大きい事が判る。 
 
 
 
 
図 5.6.4 壁の水平変位と嵌合変位𝛿𝑘の関係 
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５．７ まとめ 
 第 5章で得られた知見を下記に示す。 
・ 収束計算を用いて仮想の大型合板が存在した場合の２P、３Pの荷重変位関係を求めたが、
第 1章 1.3節で調べた幅広の仮想大型合板を用いた耐力壁の詳細計算結果と同様、幅方向の
長さが長くなると、初期剛性、降伏荷重、最大荷重などが向上し、耐力壁の耐力は増加する
事が確認できた。その際、降伏変位𝛿𝑦の位置は、２P、３Pと幅方向の増加に伴い微増とな
ったが、荷重の上昇の割合に比べごくわずかであり、近い位置であった。また、終局荷重と
塑性率から決まる値（0.2∙ 𝑃𝑢/𝐷𝑠）の上昇に比べ、降伏荷重𝑃𝑦の値の上昇は顕著であり、線
形部分の長さも長くなることが確認できた。最大荷重𝑃𝑚𝑎𝑥における変位𝛿𝑝𝑚𝑎𝑥は幅方向が長
くなると小さくなる事が判った。 
 
・ 収束計算を用いて嵌合無し試験体の荷重変位関係を求めたが、2P-CN65 では変位 80 ㎜辺り
までよく一致した。3P-CN65 では試験値の方が計算値より低い値となったが降伏点位置や変
形角 1/100rad 辺りまでは一致した。３P-N50 では変形角 1/50rad の直前までは非常に良く
一致しているが、𝑃𝑚𝑎𝑥付近での計算荷重の伸びが見られず、マクラ型の形状となった。N50
のロケット型の釘の 1 面せん断試験の結果が問題であると考える。これにより、収束計算と
実大試験における試験値との整合性は確認できた。 
 
・ 第 3章で示した嵌合連結に対する低減係数αの値を、実大試験の変位計の変位と要素試験の
試験値より逆算して求めた。低減係数αの平均値による比較では、アスペクト比の違いでは、
1：4が高い値を示し、低減率が低くなる事が判った。またモジュール幅の違いでは３P の方
が小さな値となり、幅方向が広くなると低減率が大きくなる傾向を示した。 
 
・ 第 3章で示した設計式 2及び３を用いて、5.5節で求めた低減係数αと第 4 章の要素試験の
試験値から、実大試験の試験体の計算値を収束計算により計算した。試験値との比較では比
較的一致した。全体として計算値の方が、若干初期剛性が高い傾向となった。これは、平均
の低減係数を用いた為であり、実際の低減係数は変形角ごとに異なる為、さらなる工夫が必
要であると思われる。 
 
・ 収束計算の計算結果の確認のため、4.3.4 節の図 4･3･9 で示した嵌合セットの変位𝛿𝑝𝑚𝑎𝑥の
値を、試験の計測値と計算値の比較により確認すると、嵌合部分の降伏により計算値のグラ
フの勾配が変化する変位は、要素試験の値と一致しており、試験値と比較した計算値のグラ
フの勾配もほぼ一致したため、計算値と試験値との相関が確認できた。試験値の初期スリッ
プ量では 1：4より 1：2の方が大きい。 
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第６章 結論 
６．１ 耐力構面の弾性域における建築設計の可能性 
第 1 章で掲げた本研究の目的は「面材耐力構面の合板突合せ部を工夫し、連結した合板による
構面を構成する事により、弾性域が長く、高耐力の構面を構築する事を可能にする手法を開発す
る事」であった。 
現在の建築物の構造設計の基本は、建設された建築物がその存在期間中に 1 度程度起きる可能
性が高いと想定される「中地震」に対して損傷せず、きわめて希に起こる数百年に１度程度の「大
地震」に対しては人命を守るため倒壊しない事となっている。16） 
この事を建築的な数値で言い換えると、中地震とは地表面加速度が８０gal、建物応答加速度
が２００gal 程度の地震で有り、重力加速度を約１０００gal と考えると、ニュートンの第二法
則である F＝ｍ･α（F：力、ｍ：質量、α：加速度）より、建物の自重の２０％の水平力が加力
される状態を指す。その様な水平力に対して建築物の各部位が許容応力度以下に収まる事を指し
ている。 
また、大地震とは地表面加速度３００～４００gal 以上、建物応答加速度が１０００gal 以上
の地震を指し、自重の１００％以上の水平力に対して建物が倒壊しない事となる。このため中地
震を想定した１次設計では層せん断力係数 C0＝0.2 で許容応力度計算を行い、大地震を想定した
2次設計の保有水平耐力の計算では C0＝1.0を用いて建物の変形角が危険範囲に入らない事を証
明する。 
これは、一般的な建物の存在期間は数十年程度であり、数百年に 1 度の大地震に対して十分な
備えを行う事は不経済となるため、その様な地震に対しては建物が倒壊せず人命を守る事を優先
し、被災後に補修もしくは建て替える事を想定している。 
慣性力である地震力が建物に作用すると、その応力は構造駆体の各接合部や部材に作用する。
地震力が小さく、各部位が許容応力度以下であれば損傷は起こらないが、許容応力度を超えると、
各部位は塑性域に入り損傷や変形が残る。塑性域に入るという事は、作用する荷重に対して反力
で応答するのでは無く、変形しながら部位の破壊によるエネルギー吸収によって慣性力である地
震力を受け止める事を意味する。つまり、弾性応答と塑性応答で同じエネルギーになる所まで建
物が変形する。これは Newmark による「エネルギー一定の法則」によるものである。しかし、エ
ネルギー一定の法則が厳密に成り立つのは、塑性域に入るのは 1 度だけで、なおかつ塑性域に入
った直後に地震力がゼロになる事が必要となる。実際の地震の被災における状況を考えると、こ
の法則が厳密に成り立つ保証は無いと考えることが現実的である。 
また、建物の構造別に考えると、重量が重い RC 造や S 造では慣性力である地震力がその自重
に対して働くため大きな力が駆体に掛かる。それに対して木造などの軽い構造物では慣性力その
ものが小さいため、構造駆体を強化する事で、各部位の線形域内で変形量が収まる「弾性設計」
の可能性がある。 
これらの事から、建物の弾性限強度が前述した１０００gal、層せん断力係数 C0＝1.0 以上あ
れば、その駆体は弾性範囲内に収まるため、塑性化によるエネルギー吸収は不要となり、外力（地
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震力）が除荷された後に建物の変形は残らず、通常の使用が可能になる事で、地震被災後の建物
使用が可能となる。 
木造建築物の耐力壁の許容耐力は、次の判断基準の下に決定される。 
１/120rad 時の耐力、２/３𝑃𝑚𝑎𝑥、降伏耐力𝑃𝑦、終局耐力と塑性率による耐力（0.2𝑃𝑢/𝐷𝑠）の中
の最小の値を短期基準耐力𝑃0として、更に低減係数αを掛けて短期許容せん断耐力𝑃𝑎とする。木
造の構造設計は、この𝑃𝑎から求められた壁倍率により、弾性域から塑性域までの 1 次、2 次の構
造設計を同時に行う手法をとっている。 
先に述べた塑性域のエネルギー吸収を利用しない構造設計では、弾性域の指標である降伏耐力
𝑃𝑦と、安全率を含む耐力である 2/3𝑃𝑚𝑎𝑥が重要であり、その数値による弾性設計を可能とする事
が本研究テーマの目標となる。そこで、嵌合連結合板による耐力構面の解析から、降伏耐力𝑃𝑦と
2/3𝑃𝑚𝑎𝑥の評価が重要となる。 
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６．２ 嵌合連結構面における降伏荷重 Pyの考察 
 前節に示した弾性域による建築設計の可能性を探る上では、嵌合連結構面の弾性範囲がどの程
度利用可能であるかが重要との見解を示した。そこで本節ではこれまでの試験結果より、嵌合連
結された試験体それぞれの降伏荷重𝑃𝑦を考察する。 
第 4章では実大耐力壁試験の結果と解析を示したが、その中で試験値の評価に用いた降伏荷重
𝑃𝑦は、PickPoint と呼ばれるソフトウエアを使用して得られたものである。これは耐力壁の最外
端に位置する釘が降伏するポイントを、試験結果の包絡線グラフより図形処理的な手法を用いて
予想し、降伏荷重を推定するものである。 
木造軸組工法住宅の許容応力度設計 2008年版 27）に於いても、詳細計算法の降伏荷重𝑃𝑦の算出
根拠として、最外端に打たれた釘が降伏する現象を以てその耐力壁の降伏と位置付けている。そ
こで、本研究において用いた実大試験の結果よりその現象を検証する。 
「4.3.5最外端の釘の降伏と Pick Point による試験体の降伏の関係」の節で評価した最外端
の釘と PickPoint による降伏点荷重𝑃𝑦の位置関係を表すグラフを図 6.2･1に再度示す。 
 
６．２．１ 嵌合連結を有しない試験体の降伏点 
ここでは、嵌合連結を有しない一般的な構面の降伏に関する特性を確認するため、嵌合無し試
験体の結果を取り上げる。耐力壁試験では、1/450～1/50rad毎の特定変形角でそれぞれ 3 回ず
つの繰り返し正負交番加力を行い、次第に大きな変形角に移行する方式で試験を進める。図 6･2･
1 に３P-N50 の試験体の最外端の釘の降伏と PickPoint による降伏の関係を図示する。正側にお
ける変形角と加力ループの回数（１～３）の推移を横軸に示し、縦軸の主軸には、最外端に打た
れた釘の変位である𝛿𝑛𝑥𝑦を、2軸には、試験体に作用する試験荷重を示す。 
また、試験体の降伏には試験体の残留ひずみを評価する手法も加えた。これは、各加力ループ
の回数（１～３）の推移ごとの最大荷重時の変位 𝛿𝑝𝑚𝑎𝑥とループが除荷され荷重が 0となった
変位 𝛿0との変位の比率 𝛿0 𝛿𝑝𝑚𝑎𝑥⁄ を主軸に、荷重を 2 軸に示した。 
 
 木造住宅で標準的に使用される釘である N50を用いた嵌合無しの試験体３P50-N-1、N-2 を見
た場合、PickPoint による降伏点の位置と、最外端に打たれた釘（N50降伏変位:0.21 ㎜）の位
置は同じ 1/100rad の変形角ループ内に入っており、降伏点は妥当な位置と言える。更に𝑃𝑦とル
ープの関係（下図）を見ると、1/100radのループでは、2回目以降の荷重変位の軌跡が明らかに
逆 s字のラインを描き、1回目ループの軌跡を大きく外れ、ループ幅が広がり塑性域に入ってい
る事がうかがわれる。つまり最外端の釘の降伏によって開始される構面の降伏は同じループの中
にあり、その変化の途中に降伏点が有る事が判る。そのため、1/100radの変形角が当該構面の
降伏点を包含するループであり、降伏点は同ループの初回の荷重上昇の途中で発生したとものと
考えられる。また、残留変位率の推移を見ると、これらの試験体では 1／150～1／100rad 以降に
除荷時の残留変位が変化している事が判る。この事からも釘の降伏とほぼ同時期に降伏が起こっ
ている事が裏付けられる。 
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図 6･2･1 3P-N50による PickPointと最外端釘の関係（上）、 
荷重と残留変位率の関係（中）、ループと𝑃𝑦の関係（下） 
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 次に種類の違う CN65釘を用いた試験体を図 6･2･2に示す。 
 前項で示した N50の構面と同様に 1/100rad の変形角で最外端の釘は CN65の降伏変位である
2.5㎜にきわめて近い変位を示したが、明らかに超えた変形角は 1/75radであった。しかし
PickPoint による釘の降伏点は N50 と同様に 1/100rad のループの中にあった。ループの拡大図
を見ると、1/150radまで健全な状態であったループの形状が、1/100radで 2 回目のループとの
乖離が進んだ事が判る。残留変位率の変化を見ても N50 の試験体と同様であり、本試験体結果に
於いても実際の降伏はPickPointが示す1/100radのループの中に存在したことを示唆している。 
 この事から、嵌合連結を有しない構面では 1/100rad のループの中に両方とも降伏点が存在す
ることが確認できた。 
 
 
 
図 6･2･2 3P-CN65 による最外端釘の降伏と Pyの関係（上）、 
荷重と残留変位率の関係（中）、ループと𝑃𝑦の関係（下）  
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６．２．２ 嵌合連結を有する試験体の降伏点 
 嵌合連結を有する試験体の降伏点の評価は、前項までに示した最外端の釘の降伏時における水
平変位に加えて嵌合連結の突合せ面における降伏時の構面の水平変位の両方を同時に評価する
必要がある。そこで第 4章 4.3.4 節で確認した嵌合突合せ面の降伏点を確認する。 
３P試験体は嵌合連結部が左右に有り、図 6･2･3にその嵌合突合せ面の変位𝛿𝑘と構面の水平変
位δとの関係を再掲する。この図中で勾配が変化する位置が突合せ面の降伏破壊の状況を表して
いる。嵌合連結の構面は嵌合部が降伏するまで構面全体が一体的に回転しながら変形が進む事が
4.3.6 節に於いて確認されている。嵌合連結部の降伏は、2 本ある連結部のいずれか一方が降伏
した段階を指すこととする。図より３P50-2-1 はδ:50 ㎜、３P50-2-2はδ:49.9 ㎜、３P50-4-1
はδ:33㎜、３P50-4-2はδ:32.5 ㎜として、事項以降に示す、ループと𝑃𝑦の関係グラフ中にそ
の位置をプロットした。 
 
 
 
図 6･2･3 嵌合突合せ部の変位𝛿𝑘と試験体の水平変位δの関係 
 
  
158 
 
３P、N50、アスペクト比 1:2（3P50-2-1、2-2）の降伏点 
 図 6･2･4上図より、嵌合を有しない構面と同様に、1/100rad の初回ループの途中で最外端の
釘が降伏をしている事が判る。しかし残留変位率が変化したループは 1/50radであり、またルー
プと𝑃𝑦の関係を見ると、2回目以降のループが大きく乖離して逆 s時ラインとなっている変形角
は 1/50radで、嵌合突合せ面の降伏変位𝛿𝑘𝑦も同じ 1/50rad のループ中にある。この事から、嵌
合連結部の降伏により構面全体が大きく影響を受けたループは 1/50rad である事が判る。また同
図 N-1との比較より、N-1の𝑃𝑦が存在する 1/100rad のループと同じ形状のループを 3P50-2-1、
2-2より仮に選択するとすれば 1/50radが妥当な形となる。つまり、残留変位とループの状況か
ら判断すると、1/100rad の 1回目の加力途中に降伏が起きたと考えるのは早過ぎる。この試験
体では最外端の釘の降伏開始と、構面自体の降伏とでは起きるタイミングが異なり、構面の降伏
現象は釘の降伏より遅れて起きると考えられる。 
 
 
 
 
図 6･2･4 3P50-2-1､2-2による最外端釘の降伏と Pyの関係（上）、 
残留変位率と荷重の関係（中）、ループと𝑃𝑦の関係（下）   
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３P、N50、アスペクト比 1:4（3P50-4-1、4-2）と嵌合連結構面の降伏点 
前項のアスペクト比 1:2 同様、最外端の釘の降伏から見た壁の降伏は 1/100radの第１回目ル
ープの荷重上昇中に起きており,PickPoint30)の示した𝑃𝑦の位置と矛盾は無い。しかし１:２と同
様に、嵌合突合せ部の降伏変位と残留変位率の変化及びループの形状から判断する当該壁の降伏
は 1/75rad の１回目の荷重上昇中に起きたと推測される。前項、本項で示したとおり、嵌合連結
された構面の場合、構面中心部より最外端の釘の位置までの距離が１Pの壁に比べ大きくなるた
め、最外端の釘の降伏が構面全体の荷重変位関係のバランスから位置づけられる「降伏」と必ず
しも一致していないと考える事ができる。つまり構面全体の降伏は、その荷重変位関係における
各加力ループ別に見ていく事がより妥当であると考える。 
 上記の考えより３P-N50 の嵌合連結構面の場合には、降伏点を包含するループはその形より
1/75rad となるが、更に安全側への配慮を加えた数値として、採用可能な変形角ループはワンス
テップ小さなループである 1/100rad となる。その場合の降伏変位δは２６㎜であり、降伏荷重
はそのループの中の𝑃𝑚𝑎𝑥となる。 
 
 
 
図 6･2･5 3P50-2-1､2-2による最外端釘と Py の関係(上)、 
残留変位率と荷重（中）、ループと𝑃𝑦の関係(下)  
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６．２．３ 加力ループより推定される新たな降伏点の設定 
図 6･2･6 に CN65、N50を使用した３Pにおける嵌合連結（1:2、1:4）と、嵌合連結を有しない試
験体のループの一覧を示す。この中では PickPoint30)による𝑃𝑦と、前項の仮説による新たな
降伏荷重𝑃𝑦の位置を記述した。新たな𝑃𝑦は降伏するループにおける𝑃𝑚𝑎𝑥とした。更に図中には嵌
合連結部の降伏変位𝛿𝑘𝑦の位置と、建築計算において安全率の判断基準となる 2/3𝑃𝑚𝑎𝑥のライン
を加えた。新たに設定された𝑃𝑦は、2/3𝑃𝑚𝑎𝑥を超える事が判る。 
 
 
図 6･2･6 ３P-CN65試験体の各特定変形角における Py（□表記）と新𝑃𝑦（○表記）の関係 
 
 
図 6･2･7 ３P-N50 試験体の各特定変形角における Py（□表記）と新𝑃𝑦（○表記）の関係 
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図 6･2･8 2P-CN65 試験体の各特定変形角における Py（□表記）と新𝑃𝑦（○表記）の関係 
 
表 6･2･1 新 Py を採用した場合の弾性設計用壁倍率 
 
 
 
 
 
  
0
10
20
30
40
50
60
70
80
0 10 20 30 40 50 60 70 80
荷
重
kN
水平変位 ㎜2P65-2-1
Py
新Py
2/3Pmax
δky
1/50
0
10
20
30
40
50
60
70
80
0 10 20 30 40 50 60 70 80
荷
重
kN
水平変位 ㎜2P65-4-1
Py
新Py
2/3Pmax
δky
1/50
0
10
20
30
40
50
60
70
80
0 10 20 30 40 50 60 70 80
荷
重
kN
水平変位 ㎜2P65-N-1
Py
2/3Pmax
1/75
0
10
20
30
40
50
60
70
80
0 10 20 30 40 50 60 70 80
荷
重
k
N
水平変位 ㎜2P65-2-2
Py
新Py
2/3Pmax
δky
1/50
0
10
20
30
40
50
60
70
80
0 10 20 30 40 50 60 70 80
荷
重
k
N
水平変位 ㎜2P65-4-2
Py
新Py
2/3Pmax
δky
1/50
0
10
20
30
40
50
60
70
80
0 10 20 30 40 50 60 70 80
荷
重
k
N
水平変位 ㎜2P65-N-2
Py
2/3Pmax
1/75
嵌合アスペクト比
試験体名 3P65-2-1 3P65-2-2 ave. 3P65-4-1 3P65-4-2 ave. 3P65N-1 3P65N-2 ave.
     Py       (kN) 39.9 41.8 40.8 40.2 46.7 43.5 30.2 28.2 29.2
(1) 新Py  　 (kN) 58.3 59.2 58.7 50.3 43.4 46.9
(2) 2/3Pmax   (kN) 48.0 50.9 49.5 48.1 51.3 49.7 35.6 37.5 36.5
基準耐力P0    (kN) 48.0 50.9 48.2 48.1 43.4 45.8 30.2 28.2 29.2
壁倍率 9.1 9.6 9.1 9.1 8.2 8.7 5.7 5.3 5.5
１　：　２ １　：　４ 嵌合無し
嵌合アスペクト比
試験体名 3P50-2-1 3P50-2-2 ave. 3P50-4-1 3P50-4-2 ave. 3P50N-1 3P50N-2 ave.
     Py       (kN) 36.7 40.0 38.4 39.2 45.2 42.2 25.6 26.4 26.0
(1) 新Py  　 (kN) 50.0 53.5 51.8 50.2 52.1 51.2
(2) 2/3Pmax   (kN) 46.7 44.6 45.7 43.9 47.8 45.9 33.1 31.5 32.3
基準耐力P0    (kN) 46.7 44.6 45.7 43.9 47.8 45.9 25.6 26.4 26.0
壁倍率 8.8 8.4 8.6 8.3 9.0 8.7 4.8 5.0 4.9
１　：　２ １　：　４ 嵌合無し
嵌合アスペクト比
試験体名 2P65-2-1 2P65-2-2 ave. 2P65-4-1 2P65-4-2 ave. 2P65N-1 2P65N-2 ave.
     Py       (kN) 28.1 29.0 28.5 35.8 27.0 31.4 23.6 22.2 22.9
(1) 新Py  　 (kN) 41.9 45.9 43.9 46.4 41.6 44.0
(2) 2/3Pmax   (kN) 35.0 36.0 35.5 36.8 35.2 36.0 31.2 29.4 30.3
基準耐力P0    (kN) 35.0 36.0 34.1 36.8 35.2 36.0 23.6 22.2 22.9
壁倍率 6.6 6.8 6.4 7.0 6.7 6.8 4.5 4.2 4.3
１　：　２ １　：　４ 嵌合無し
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６．３ 嵌合連結構面の建築への応用 
６．３．１ シミュレーションの目的 
 本節では嵌合連結を用いた耐力壁への応用を概観する。対象とする建築物は一般的な木造 2
階建ての住宅を想定し、評価に使用する計算方法は木造軸組工法住宅の許容応力度計算（2008
年版）15)に準拠する。 
本節で考察するのは第 6章の冒頭で触れた弾性設計の可能性である。まずは前節までに評価し
てきた鉛直構面の耐力を、一般的に使用可能な壁倍率に換算し、実際に建築された建物プランを
用いて、建物の必要壁量と存在壁量の観点から耐力要素の充足率を評価する手法をとる。 
 本シミュレーションは嵌合連結を用いた耐力壁の利用に関する考察を概観するものであり、詳
細な利用手法を検討するものでは無い。そのため、許容応力度計算法に準拠した市販ソフトを用
いて行う計算では、壁量に関してのみ行い、梁桁類及び偏心率の NGは解消したが、その他の NG
は無視した。 
 
６．３．２ 使用する壁耐力の設定 
 シミュレーションに用いる基準耐力𝑃0及び壁倍率は、6.2.3 節の表 6･2･1 に示した弾性設計用
壁倍率に示した値を用いる。現段階では一般的な構造計算に用いる多様な種類の壁耐力や小開口
部との連結に関する値を設定していないため、表 6･2･2 に示す様に、構造耐力として用いる壁に
実際の建物を想定して３Pと２P の耐力壁の裏面に、ボード類による 1倍の付加耐力を与え、そ
れらを平均する事で、単一な壁倍率に設定することにした。ここに示す「8.76倍」を本シミュ
レーションに使用する平均壁倍率とする。 
 
表 6･2･2 シミュレーション用耐力壁の壁倍率 
 
 
  
壁種類 名称
弾性設計用
耐力
内壁付加
耐力
合計 名称
弾性設計用
耐力
内壁付加
耐力
合計
３P-CN65 1:2 基準強度P0 (kN) 48.21 1.96 50.17 壁倍率 9.10 1.00 10.10
２P-CN65 1:2 基準強度P0 (kN) 34.06 1.96 36.02 壁倍率 6.43 1.00 7.43
ｼﾐｭﾚｰｼｮﾝ用壁 平均基準強度(kN) 43.10 平均壁倍率 8.76
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６．３．３ 使用する住宅プラン 
 実際に建築された 4 棟の木造 2階建て住宅のプラン概要を表 6･2･2 及び図 6･2･9 に示す。 
 
表 6･2･2 シミュレーション建物一覧 
 
 
 
 
 
 
図 6･2･9 シミュレーション建物 
 
物件名 1階(㎡) 2階(㎡) 延床(㎡) 屋根荷重
A 76.00 55.75 131.75 重い屋根
B 67.00 64.00 131.00 重い屋根
C 65.25 56.00 121.25 重い屋根
D 61.75 57.00 118.75 軽い屋根
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６．３．４ 地震力と必要壁長 
 前節で示した4棟の木造住宅の各階の荷重より、構造計算用の地震力を求め、表 6･2･3に示す。
地震力は 1次設計用である中規模地震 𝐶0 = 0.2 と 2次設計用である大規模地震 𝐶0 = 1.0を設
定した。 
 
表 6･2･3 建物の重量と地震力一覧 
 
 
 表 6･2･4に建物 A～Dの必要壁量を示す。まずは必要壁長として、最も基本である建築基準法
施行令 46条における壁量計算の基準値より求めた壁量を示す。 
次に一般的な許容応力度計算での基本値である層せん断力係数の𝐶0 = 0.2に加え、今回の弾性
設計のターゲットとなる大地震を想定した層せん断力係数𝐶0 = 1.0での必要壁長を示す。 
次にこれらの建物プランに対して、なるべく多くの耐力壁が効率よくとれる様な壁の配置計画
（準耐力壁を含む）を行い、それぞれのプランに対して設定可能な壁長を決める。特に 1階部分
にはできるだけ多くの壁長がとれるように壁を配置する。 
その配置壁長に対して、基本的な面材耐力壁の壁倍率である 2.5倍と、嵌合連結構面に対して
今回決定した 8.76 倍の壁倍率を用いて、それぞれの存在壁長（𝐶0 = 1.0）の必要壁量に対する
充足率を評価する。 
 嵌合連結耐力壁での充足率評価では、内外部に入れられるだけ壁量を配置した「内外部」と、
外側の壁にのみ当該耐力壁を配置した「外周部のみ」の 2パターンを設定して充足率をそれぞれ
示した。 
 
表 6･2･4 嵌合連結構面を用いた壁量シミュレーション 
 
建物名 階 Σwi（KN） Ai Z C0=0.2の地震力(kN) C0=1.0の地震力（KN）
1 275.65 1.000 1.0 55.13 275.65
2 108.79 1.318 1.0 28.68 143.39
1 277.19 1.000 1.0 55.44 277.19
2 120.61 1.286 1.0 31.02 155.1
1 259.89 1.000 1.0 51.98 259.89
2 111.78 1.294 1.0 28.93 144.64
1 229.04 1.000 1.0 45.81 229.04
2 79.63 1.353 1.0 21.55 107.74
（　　:各階の総重量、Ai:各階のAi分布値、Z：地域係数）
A
B
C
D
建物名
屋根荷重
1階面積
2階面積
46条 C0=0.2 C0=1.0
耐力壁＋準耐力壁
壁倍率2.5倍
嵌合連結（内外部）
倍率8.76倍
嵌合連結（外周部のみ）
倍率8.76倍
1階　76.00㎡ 25.08 28.13 140.65 54.55　（0.39） 174.02　（1.24）　OK 114.28　（0.81）　NG
2階　55.75㎡ 11.71 14.63 73.15 47.07　（0.64） 116.35　（1.59）　OK 116.35　（1.59）　OK
1階　67.00㎡ 22.11 28.28 141.40 42.88　（0.30） 137.02　（0.97）　NG 93.22　（0.66）　NG
2階　64.00㎡ 13.44 15.82 79.10 61.51　（0.78） 116.29　（1.47）　OK 104.02　（1.32）　OK
1階　65.25㎡ 21.53 26.52 132.60 49.10　（0.37） 126.76　（0.96）　NG 92.83　（0.70）　NG
2階　56.00㎡ 11.76 14.76 73.80 48.03　（0.65） 132.95　（1.80）　OK 92.84　（1.26）　OK
1階　61.75㎡ 17.91 23.37 116.85 44.89　（0.38） 134.28　（1.15）　OK 108.00　（0.92）　NG
2階　57.00㎡ 8.55 10.99 54.95 38.86　（0.71） 101.47　（1.85）　OK 86.67　（1.58）　OK
A
重い屋根
B
重い屋根
C
重い屋根
D
軽い屋根
シミュレーション建物 必要壁長　(1倍、m) 存在壁長 (1倍、m)　（C0=1.0に対しての充足率）
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 表 6･2･4より、建築基準法においてスタンダードとなっている壁量計算の根拠である令４６条
による必要壁長は、一般的な構造計算ロジックである𝐶0 = 0.2の壁長に比べ相当少ない事が判る。
これは本研究のテーマからそれるが、現況の令４６条の壁長では非常に危険である事を示してい
る。 
 次に𝐶0 = 0.2と𝐶0 = 1.0における必要壁長を見ると、𝐶0の値が 5倍の開きとなっているため、
当然その数値から求めた必要壁長も 5倍の差となる。つまり一般の建物が巨大地震に対して損傷
しないためには、壁の量（木造では壁長）を 5倍にするか、同じ壁長であれば 5倍の許容耐力を
有する壁を設置する必要がある。 
 そのため、今回の弾性設計へのシミュレーションの目的は、建物に持ちいられるすべての耐力
要素を 5 倍にする事は困難で有るため、壁の長さを長くしつつ、単位長さ辺りの強度も上げるこ
とにより、結果として𝐶0 = 1.0の必要壁長を上回る建物を構成する手法が可能かどうかを評価す
る事である。 
 表から読み取る結果としては、外周部のみの壁に嵌合連結耐力壁を配置した「外周部のみ」の
欄では、1階部分の充足率が足りず NG となっている事が判る。しかし、外周部に加え内部の耐
力壁も当該壁を配置したプランである「内外部」の欄では建物 Bと C がわずかに足りない事が判
るが、不足分は３～４％程度であり、ほぼ要求水準にまで達しているものと思われる。 
 「外周部のみ」で壁量が充足できれば、室内の耐力要素ゼロのスケルトン・インフィル住宅が
設計可能になるため参考として添付したが、このような耐力要素が外周部のみで得られない場合
には、階段や設備のコアを内部に設けるなど、補強方法を工夫するなどして水準を上げる事が望
ましい。 
 上記の事から、およそ 9倍程度の平均壁倍率があれば、任意に計画された今回の様な木造住宅
に対しても、弾性設計の可能性がある事を示している。 
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６．４ 本研究で得られた知見 
本研究では、高耐力構面の開発というテーマで研究を進めてきた。発案から要素試験、実大耐
力壁試験と進める過程で、嵌合連結合板を用いた嵌合セットや実大構面の特性を明らかにした。
また、嵌合連結を有する２P、３Pの耐力壁の評価式を作成し、簡易な要素試験の値から、収束
計算を用いて、嵌合連結合板を用いた耐力壁の荷重変位曲線の誘導も行った。 
応用の考察では、当該構面が持つ高い降伏荷重を利用した弾性設計においての可能性も考察し
た。実際の弾性設計に進めるためにはさらなる研究が必要ではあるが、高耐力の構面における可
能性を示す事ができたと考える。以下に本研究で得られた知見を下記に示す。 
 
・ 合板端部に凸凹の加工を施し、隣り合う合板同士の応力伝達を行う嵌合連結では、突合せ面
の面圧抵抗力とせん断面のせん断抵抗力が直列バネを構成しており、突合せ面とせん断面の
どちらか弱い方の降伏により、バネ全体が降伏する。その耐力発現の特性は、「突合せ面」
と「せん断面」の長さの比率（アスペクト比）から予測できる。 
 
・ 合板による嵌合連結では、面圧抵抗力とせん断抵抗力がアスペクト比 1：3 程度のバランス
で拮抗するため、それより小さなアスペクト比である 1：2 では、せん断型破壊となり、ま
た 1：4ではめり込み型破壊となる。 
 
・ 嵌合連結部のせん断型破壊では、脆性的な破壊となり、めり込み型破壊では靭性が見られた。
この特性は、実大耐力壁試験に於いても確認された。また、アスペクト比 1：2 ではせん断
による破壊に加え、凸部の回転による変形が加わり、剛性が低下する事が判った。 
 
・ 嵌合連結面の複合試験に於いて、複数の嵌合セットがｎ個並列に繋がる場合、その全体の抵
抗力の総和は 1 嵌合セットの抵抗力のｎ倍にはならず、応力集中による破壊が進行して、全
体としては低い値となった。その効率に対して低減率αを求めると 0.48 から 0.68 程度であ
った。これは嵌合セットの加工精度より影響を受けるものと想われる。 
 
・ 実大試験に於いて、嵌合無しに比べ、嵌合連結を持った試験体では最大荷重𝑃𝑚𝑎𝑥及び降伏荷
重𝑃𝑦の伸びが大きく、弾性域が長くなる事を確認した。またアスペクト比 1：2と 1：4を比
較すると、1：4 の方がほとんどの項目で優位であった。 
 
・ 嵌合連結による試験体では降伏荷重𝑃𝑦時における𝛿𝑦の値の伸びは、幅方向の連結数が増すと
微増するが、その差は小さく、嵌合無しの試験体と比較しても比較的近い値であった。 
 
・ 嵌合の有無によるせん断耐力の増加率を見ると、２Pより３Pの方が大きい結果となった。 
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・ 実大試験の変位計から得られた値を使い、嵌合荷重の低減係数αを求めたが、低減率は嵌合
部が中央にある２P より、外側にある３P の方が大きく、嵌合部の降伏も３P の方が早い段
階で起きる事を確認した。 
 
・ 嵌合連結構面の評価式を２P、３Pの耐力壁用として誘導し、要素試験による嵌合セットの
荷重変位関係と、釘の 1 面せん断試験における釘一本あたりのせん断による荷重変位関係の
値及び、実大試験から得られた低減率αを用いて、収束計算により構面全体の荷重変位関係
を弾性域から塑性域に渡り予測できる事を確認した。 
 
・ 実大試験の結果より、２P、３P 耐力壁の降伏点（降伏荷重𝑃𝑦、降伏変位𝛿𝑦）を調べる事によ
り、最外端に打たれた釘の降伏と耐力壁全体の降伏のタイミングでは、嵌合無し耐力壁では
おおむね連動しているが、嵌合連結を有する耐力壁に於いては、その加力ループの変形状況
より、耐力壁全体の降伏は最外端の釘の降伏より遅くなる事が確認された。 
 
・ 嵌合連結構面の PickPoint による降伏荷重𝑃𝑦と加力ループの形状を考察する事により、弾性
設計用の新たな降伏荷重（新𝑃𝑦）の値を検討し設定した。 
 
・ 実際に建てられた 4 棟の木造住宅のプランにより、層せん断力係数 𝐶0=1.0 を用い、構造
計算ソフトにより必要壁量の計算を行った。その壁量に対して、告示 1100 号の面材耐力壁
の倍率である 2.5倍と今回求めた新𝑃𝑦と 2/3𝑃𝑚𝑎𝑥の小さい方の値から得られた 8.76倍の値に
よる存在壁量を調べたら、ほぼ充足できた事から、高剛性の耐力壁を建物の全体に配置する
事により、弾性設計が可能になることが確認できた。 
 
 
 
 
 
 
  
168 
 
６．５ 最後に 
本研究は面材構面に張る構造用合板を、現場に於いて嵌合連結という手法を用いて大型化し、
その強度上昇を利用して、大地震に対しても各部材が許容応力度以下に収まる様な損傷の無い木
造建築物を構築する事を目指す開発であった。 
アイデアの発端は、面材耐力壁の試験に立ち会う毎に面材同士のズレが気になり、このズレを
抑制できたらどのような効果が出るだろうか、という漠然とした想いからであった。耐力壁の詳
細計算法による幅広合板の特性に気がつき、要素試験での嵌合の性質を知るにつけ弾性設計とい
う木造にとっては未知の領域までイメージがつながり、なんとかならないだろうかという想いで
研究を継続してきた。嵌合という手法は一対の突起部にて応力を伝達させる方法であるため、最
大でも無損傷な合板の半分のせん断力しか伝達できない事になる。そのため嵌合部を樹脂で硬化
させ強度を更に向上させるなどの手段を用いて全体の強度を上げる工夫もやるべきなのかと迷
う事も有った。また、嵌合継ぎ目の上から幅広の金属テープを貼りその上から釘で合板を打ち付
けるなど、合板継手部分の強度向上へのアイデアは様々なものがあるとも想われる。しかしなが
ら、加工や施工の難易度を上げていくことは必ずしも良いことばかりでは無く、現場のフレキシ
ビリティーに逆行する場合、生産面で問題が出る事も多い。 
まずは基本的なアイデアを整理してどうしたら応用できるかを提示する事が大切であると考
え、実大試験の現象を多方面から評価し、応用の検討を行った。 
 本研究が今後の木造による耐力壁の多様性に寄与できる事を期待している。 
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